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本報告書は、科学技術振興調整費による業務として科学技術政策研究所が実施した第３期
科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究『イノベーションシステムに関する調査  
『第４部 基盤となる先端研究施設』（平成 20 年度）の成果を取りまとめたものです。 
本報告書の複製、転載、引用等には科学技術政策研究所の承認手続きが必要です。 
 
 
はじめに～イノベーションシステムに関する調査について 
 
 
本調査研究では、科学技術によるイノベーション創出にあたって鍵となる主な活動について、産・
学・官の関わり合いの中で公的部門はどのように位置づけられ、役割を果たし、また現場ではどのよ
うな課題を抱えているか、に着目して事例分析に重きをおきつつこれまでの状況の把握を行った。 
この際、“イノベーション創出に向けた活動“の観点から、産学官連携（第１部）、及び地域イノベ
ーション（第２部）、“イノベーションを促すためのツール“としての観点から、知的財産の創出（第１
部）と国際標準（第３部）、“イノベーションを生み出すためのインフラ”の観点から、基盤となる先端
研究施設（第４部）、ベンチャー企業環境（第５部）といった、５部構成で調査を行った。 
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これらの結果、各活動が進展していく中で、公的支援の今後の必要性、活動の核となる人材や
専門性を有する人材の育成・確保の問題の克服、国際競争力のある持続的な活動とするための
具体的戦略の必要性といった課題と今後の方向性への示唆が浮き彫りになった。 
 
 特に、産学官の関わり合いの中では、大学等といった公的研究機関の役割は、独自に基礎研究
の成果を出すだけではなく、民間企業や他大学、他研究機関を含めた研究ネットワークの中軸、ま
た共同で知識を生産するための「場」として、すなわちイノベーション・ハブとしての機能を果たすこ
とが求められていると考えられる。 
 
 本調査報告書は「第４部 基盤となる先端研究施設」についての調査結果である。 
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調査����� 
 
１�調査����（�１���） 
 
先端分野の研究開発の基盤として位置づけられる先端研究施設を対象に、産業界による利用
状況を把握・分析することにより、産業界を中心とした新規の利用者の拡大を図り、社会への貢献
を高めるための課題と方策について明らかにしようとすること、さらにこれらの調査結果を基に、我が
国における先端研究施設の抱える課題や今後の方策、またイノベーションの推進における施設の
役割について示唆を得ることを目的としている。 
 
��調査��法（�１���） 
 
調査対象となる先端研究施設の外部利用を実施している大学及び独立行政法人を抽出し、(1)
先端研究施設に関する調査（往訪調査）を行うとともに、(2)先端研究施設の利用企業に対する意
向調査（質問票及びインタビューによる調査）を行った。 
 
図表１ 調査対象施設一覧 
　対象施設 設置主体 場所
ＮＭＲ基盤施設
（独立行政法人理化学研究所　横浜研
究所） 独立行政法人理化学研究所
神奈川県横浜市
電子ビームナノ構造造形・観察
（東京工業大学・量子ナノエレクトロニク
ス研究センター） 東京工業大学
東京都目黒区、神奈川
県横浜市
SPring-8（大型放射光施設）
独立行政法人理化学研究所（共同
利用窓口は財団法人高輝度光科学
研究センター）
兵庫県佐用郡佐用町
地球シミュレータ
（独立行政法人海洋研究開発機構　地球
シミュレータセンター、計算システム計画・
運用部）
独立行政法人海洋研究開発機構 神奈川県横浜市
ナノプロセシング施設
（独立行政法人産業技術総合研究所ナ
ノテクノロジー研究部門）
独立行政法人産業技術総合研究
所
茨城県つくば市
イオン照射研究施設
（独立行政法人日本原子力研究開発機
構　高崎量子応用研究所）
独立行政法人日本原子力研究開発
機構 群馬県高崎市
ナノカーボン・デバイス試作・評価装置
（信州大学　カーボン科学研究所） 信州大学 長野県長野市、上田市
超高圧電子顕微鏡施設
（名古屋大学エコトピア科学研究所） 名古屋大学 愛知県名古屋市
プ
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  調査の流れとしては、先端研究施設に対するプレ調査を２施設で行った後、本調査として６施
設に対する調査を実施した。本調査対象６施設に対しては、利用企業への調査を行うため、企業
への調査方法等についても合わせて照会を行った。施設に対する調査については、事前に調査
票を送付した上で、直接、施設を訪問し、担当者に対するインタビュー形式で行った。 
利用企業に対する調査については、本調査対象施設のみで行った。対象企業については施設
及び企業の意向を確認した上で対象企業を抽出した。施設を利用している企業には、文部科学
省の委託事業を利用する企業、各機関の独自利用制度を利用する企業等があるが、独自利用制
度については有償利用でその内容はすべて部外秘とすることが多いため、結果としては SPring-8
以外の施設については、文部科学省の委託事業及び独自の利用制度による利用企業のうち、調
査協力に同意した企業が対象となった。調査方法としては、質問票の送付による調査、インタビュ
ー形式による調査のいずれかにより行った。 
 
図表２ 利用企業への調査 
��施設 利用企業への調査方� 企業の調査��
SPring-8（独�行��人���研究
�）
質問票方式 2007年以降SPring-8共用ビームライ
ンを実際に利用した民間企業の利
用研究実施課題実験責任者207人
（企業数�20社）。
��シ�ュ�ータ（独�行��人��
研究�発��）
質問票方式 2007年から2008年上期までに先端
研究施設共用イノベーション創出事
業【産業戦略利用】を利用した企業
のうち、意向調査への協力に同意し
た企業�社。
ナノ�ロ�シン�施設（独�行��人
産業����研究�）
インタビュー方式 2007年から2008年上期までに先端
研究施設共用イノベーション創出事
業【ナノテクノロジー・ネットワーク】を
利用した企業のうち、特にアクティブ
に制度を活用した企業、または成果
を上げ外部発表を行った企業の中
から�社を抽出。
イ�ン��研究施設（独�行��人�
���力研究�発�������用
研究�）
質問票方式 2007年から2008年上期までに先端
研究施設共用イノベーション創出事
業【産業戦略利用】を利用した44企
業のうち、意向調査への協力に同意
した企業��社。
�ー�ン��研究�（����）
質問票方式 2007年から2008年上期までに先端
研究施設共用イノベーション創出事
業【産業戦略利用】と独自利用制度
を利用した企業�0社。
��������施設（名����
��ト�ア��研究�）
質問票方式 2007年から2008年上期までに先端
研究施設共用イノベーション創出事
業【産業戦略利用】を利用した企業
のうち、企業名を公表している企業6
社。
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【調査の�れ】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、有識者等の評価、助言を受けることにより、より効果的な調査分析を行うため、科学技術政
策研究所内に「イノベーションシステムに関する調査プロジェクト委員会」を設けて、有識者からの
助言を得た。委員会は計３回開催し、毎回、総合科学技術会議議員等の参加を得て開催した。 
 
������������������������（�����） 
 
大学や独立行政法人などが保有する先端的な研究施設については、産業面でのイノベーション
の推進に向けて活用することが一つの課題となっており、当該機関内で利用するだけでなく、企業
の利用に供するための制度が制定されてきた。 
外部利用の形態としては、文部科学省の委託事業によるもの（「先端研究施設共用イノベーショ
ン創出事業」）、各機関の独自利用制度によるものと、法令等によるものがある。先端研究施設共
用イノベーション創出事業には、ナノテクノロジー研究環境として求められる研究機能を有する機関
(群)を対象とした【ナノテクノロジー･ネットワーク】と、分野を限らず産業利用のポテンシャルが高い
先端研究施設にて産業界に対する共用を進める【産業戦略利用】の 2 種類の事業がある。 
�������������� （インタビュー形式） 
������������� （インタビュー形式） 
������������� 
������ 
（質問票形式 or インタビュー形式） 
������� 
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図表３ 本調査 対象施設の概要 
施設� 機器・分野 外部利用の���
・独立行政法人物質・材料研究機構（NIMS）及び独立行政法人日本原
子力研究開発機構の専用ビームラインにおいて実施している先端研
究施設共用イノベーション創出事業【ナノテクノロジー・ネットワーク】に
協力
　2002～2006年度：「タンパク3000プロジェクト」参画、2002～2006年
度：文部科学省委託事業「ナノテクノロジー総合支援プロジェクト」参
画、2005～2006年度：文部科学省委託事業「先端大型研究施設戦略
活用プログラム」に参画
・ 特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律による利用制度
共用ビームライン（成果公開、成果非公開）、専用ビームライン（成果
公開、成果非公開）
・タンパク質結晶メールイン測定サービス（独立行政法人理化学研究
所独自利用制度）
・ 先端研究施設共用イノベーション創出事業【産業戦略利用】によるも
の
2005～2006年度：文部科学省委託事業「先端大型研究施設戦略活用
プログラム」に参画
・ 独自利用制度
地球シミュレータ共同プロジェクトによる公募（コンソーシアム対象）
（2002年度～）、成果専有型有償利用（2005年度～）
・先端研究施設共用イノベーション創出事業【ナノテクノロジー・ネット
ワーク】によるもの
2002年～2006年度の文部科学省委託事業「ナノテクノロジー総合支援
プロジェクト」参画
・独自利用制度
・先端研究施設共用イノベーション創出事業【産業戦略利用】によるも
の
・独自利用制度（2006年度～）
研究開発（成果公開、成果非公開）、研究開発以外
・先端研究施設共用イノベーション創出事業【産業戦略利用】によるも
の
・独自利用制度（2008年10月～）
・先端研究施設共用イノベーション創出事業【産業戦略利用】によるも
の
・独自利用制度（2008年3月～）
・先端研究施設共用イノベーション創出事業【産業戦略利用】によるも
の
・独自利用制度
成果占有利用（有償利用）、成果非占有利用（有償利用）、生命分子
システム基盤研究領域利用（共同研究、受託研究）
電子ビームナノ構造
電子ビーム露光装置など
・先端研究施設共用イノベーション創出事業【ナノテクノロジー・ネット
ワーク】によるもの
2002～2006年度：文部科学省委託事業「ナノテクノロジー総合支援プ
ロジェクト」参画
・独自利用制度（2007年～）
成果占有（有償利用）
電子ビームナノ観察
超高電圧・超高真空・高
分解能電子顕微鏡　など
・ 先端研究施設共用イノベーション創出事業【ナノテクノロジー・ネット
ワーク】によるもの
・独自利用制度（2007年～）
・成果専有（有償利用）
S������8（大型放射光施設）
地球シミュレータ
（独立行政法人��研究開発機構　地球シミュレータ
�ンター、計�システム計画・�用部）
ナノプロ�シング施設
（独立行政法人産業��総合研究所ナノテクノロ
ジー研究部�）
イオン照射研究施設
（独立行政法人日本原子力研究開発機構　高��
子�用研究所）
大型放射光施設
（ナノテク、バイオ、新素
材、など多分野）
スーパーコンピュータ（流
体、ナノ・材料、環境、バ
イオ等の数値シミュレー
ション）
電子ビーム描画装置な
どの加工装置、高分解
能電界放出電子顕微鏡
などの計測装置、その
他各種分析装置、評価
装置
サイクロトロン、タンデム
加速器、イオン注入装
置　、電子線照射施設
等
（バイオ、ナノテク、機能
性材料など多分野）
ＮＭＲ立体構造解析パイ
プライン（高磁場・高感度
ＮＭＲ装置群からなる大
規模ＮＭＲ施設）
電子ビームナノ構造造�・観察（��工業大学・�子
ナノ�レクトロ�クス研究�ンター）
ＮＭＲ基盤施設（独立行政法人理化学研究所　��
研究所）
ナノカーボン・デバイス試作・評価装置（��大学
カーボン科学研究所）
超高圧電子顕微鏡施設
（���大学�コトピア科学研究所）
ナノカーボン・デバイス
試作装置、評価装置群
（ナノテク材料、新素材
など）
超高圧電子顕微鏡
（多分野）
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 先端研究施設の外部利用環境は以下のとおりとなっている。 
 
䋨䋱䋩⸳஻ᯏེ䈱⁁ᴫ㩷
  
SPring-8 のような世界で有数の性能を持つという機器を保有する機関もあれば、使い勝手の良
い小回りのきく設備を取り揃えているという機関など様々である。 
 設備が古くなり、メンテナンスが課題となっているものもあり、維持費の確保に苦慮している機関も
ある。 
 
䋨䋲䋩ᄖㇱ೑↪䈱઀⚵䉂䈫ᢱ㊄⸳ቯ㩷
  
「共同研究」「技術代行」「直接利用」といった利用形態がある。 
 文部科学省委託事業に関しては、原則無料としているが、【ナノテクノロジー・ネットワーク】では、
維持費の徴収ができることとなっているので、若干の利用料を徴収しているところもある。 
 独自利用制度に関しては、基本的に有償利用。成果公開/非公開の区別があるところは成果公
開に割引料金を設定。料金体系の考え方は機関ごとに様々である。 
 SPring-8 の場合は共用ビームライン、専用ビームラインがある。それぞれ「成果公開型」「成果非
公開型」があり、前者は無償（共用ビームラインの「成果公開優先利用」を除く。）、後者は有償とな
っている。ただし、全ての利用者に消耗品実費負担がある。 
 
䋨䋳䋩೑↪ᚻ⛯䈐䈱ᵹ䉏㩷
  
すべての機関でホームページから申し込みができるようになっており、年に１、２回しか申し込みを
受け付けていない機関もあれば、緊急を要する課題については随時受け付けるなど、臨機応変に
対応している機関もある。 
 利用前に安全管理、情報セキュリティガイダンスなどを含む機器利用の講習を義務づけている機
関もある。 
 
䋨䋴䋩ᡰេ૕೙䊶ᡰេ䉰䊷䊎䉴㩷
  
文部科学省委託事業では、支援員を雇用し充実したサービスが提供されている。支援員には、
企業の研究者・技術者ＯＢ、大学ＯＢ，ポスドクといった人材が活用されている他、各機関の教員・
研究者がサポートする体制が組まれているところが多い。 
  機関の独自利用制度に関しては、専門の支援員を確保する費用を確保できないため、各機関
の研究者等が片手間で対応せざるを得ない状況がみられる。 
  SPring-8 の場合は専門組織による充実した支援体制がとられている。 
  こうした様々な支援サービスは、民間企業の利用を拡大する上で大きな役割を担っている。 
  なお、大学や独立行政法人等が参加する【ナノテクノロジー・ネットワーク】では、企業の相談に
対して、企業の立地に近い他の参加機関の紹介などを行うこともある。 
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（�）����の�� 
  
各施設においてホームページで情報発信や申込の受付を行っている。ただし、ホームページを
みて施設の共用の情報を得たという企業はほとんどなく、機関の研究者、スタッフの紹介、知人の
紹介がきっかけになったというところが多い。 
機関側としては、企業向け見学会、説明会が効果的と考えているところが多い。独立行政法人
の中には会員制度を設けて情報発信をしているところもあり、利用企業からは好評を得ているとのこ
とである。 
つくば地区では先端研究施設共用イノベーション創出事業を実施している 4 つの公的研究機関
（大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構、独立行政法人産業技術総合研究所、
筑波大学、独立行政法人物質・材料研究機構）が合同でワークショップを開催し、4 機関が提供す
る最先端技術と、その施設・機器の共用を進める事業について理解を深めてもらうことで利用促進
を図るといった取組が見られる。 
 
��先端研究施設の���用の��（�����） 
 
大学及び独立行政法人の先端研究施設の外部利用の状況と、それによる企業イノベーションへ
の貢献の状況は以下のとおりとなっている。 
 
（�）������ 
 
各大学や独立行政法人における外部利用の課題件数をみると（ここでの件数はすべて調査時
点のものとなっている。）、文部科学省委託事業に関しては、利用件数に幅がある。ただし、各機関
の独自の利用制度については、早くから独自利用制度を設けている独立行政法人を除いて、利用
はまだ少ない。 
 
○先端研究施設共用イノベーション創出事業（大学の施設） 
 
2007 年度は企業の利用は年間当たり 10 数件程度となっていたが、2008 年度では信州大学及
び名古屋大学で 30 件以上となっている。 
課題の内容は、【ナノテクノロジー・ネットワーク】は当然ながらナノテクが中心となっているが、
【産業戦略利用】では、材料分野、エレクトロニクス分野など多岐に亘っている。 
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14件（造形）
0件（観察）
無回答(造形)
14件（観察）
2007年度 16件<14社>
2008年度 33件<30社>
2007年度 16件
2008年度 35件
2007年度
東京工業大学
2008年度
信州大学
名古屋大学
 
注）＜＞内は利用企業数 
 
○独自利用制度（大学の施設） 
 
独自利用制度の場合の企業の利用は、次の表に示すように、先端研究施設共用イノベーショ
ン創出事業と比べて少ない。これは、独自利用制度が始まって間もないことが背景にあると考えら
れる。 
信州大学 2008年度 ２社
2007年度 ０件
2008年度 ５件
名古屋大学
 
 
〇先端研究施設共用イノベーション創出事業（独立行政法人の施設） 
 
 2007 年度に独立行政法人産業技術総合研究所の利用が 47 社となるなど利用件数が他の機関
に比べ若干多くなっている。 
2005年度 50件
2006年度 33件
2007年度 47件 先端研究施設共用イノベーション創出事業（ナノテクノロジー・ネットワーク）
ナノテクノロジー総合支援プロジェクトの支援
実績独立行政法人産業技術総
合研究所
 
注）大学、公的研究機関を合わせた全体の利用件数は、2005 年度から順に 135 件、122 件、180 件となっている。 
 
2007年度 15件
2008年度 22件
2007年度 12件
2008年度 12件
2007年度 13件(6)
2008年度 23件(12)
独立行政法人理化学研究
所　NMR基盤施設
独立行政法人海洋研究開
発機構　地球シミュレータ
独立行政法人日本原子力
研究開発機構高崎量子応
用研究所
 
注）カッコ内はこのうち、産学官共同研究 
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○独自利用制度（独立行政法人の施設） 
 
 独立行政法人日本原子力研究開発機構高崎量子応用研究所の利用件数がかなり多くなって
いるが、これは、早くから独自利用制度を設け、外部利用活動の経験があるためである。 
 
2007年度 12件
2008年度 17件
2007年度 74件
2008年度 84件
2006年度 325件
2007年度 321件
独立行政法人理化学研究
所　NMR基盤施設
独立行政法人海洋研究開
発機構　地球シミュレータ
独立行政法人日本原子力
研究開発機構高崎量子応
用研究所  
 
○大型放射光施設（全体の利用状況（2007 年度の実績）） 
 
SPring-8の場合は、放射光の利用分野、利用ニーズが多種多様であるため利用数が非常に多
くなっている。2007 年度の利用実績は以下のとおりであるが、利用企業に対する調査結果からは、
リピーターとなっている利用者が多いこと、無償・成果非専有での利用者が多く、有償・成果専有の
倍以上の件数となっていること、基礎、応用、実用化の順で利用件数が多くなっていることがわか
た。 
 
【共用ビームライン】 
・ 共用ビームライン数 26 本 
・ 年間利用研究課題数は 1，520 課題。このうち、産業利用課題数（民間企業所属の研究者等
が実験責任者として実施した課題数）は 300 課題 
【専用ビームライン】 
・ 専用ビームライン数 14 本。このうち、産業利用を主たる目的としているビームラインは 5 本。 
・ 年間利用研究課題数は、専用ビームライン全体で 486 課題。このうち、上記 5 本のビームライ
ンで実施した課題数は 175 課題 
・ なお、これとは別に現在建設中の専用ビームラインが 3 本あり、うち 2 本が産業利用を主たる目
的としている。 
 
（�）利用��の�� 
 
 大学の施設、独立行政法人の施設、大型放射光施設ともに大企業の利用が多いが、海外の同
種施設における利用企業の特徴はむしろベンチャー企業など自社に施設を持たない企業が利用
するといった用途で使われることがあるようである。 
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〇大学の施設 
 
 利用企業の業種は全般的に化学、素材、エレクトロニクスが多いが、名古屋大学は超高圧電子
顕微鏡、信州大学はナノ・カーボンデバイスの試作や評価に関する装置群が共用の対象になって
いることから、それぞれの特性に応じた業種の企業により利用がなされている。 
 大企業の利用が多いが、一部で地元の中堅・中小企業の利用もある。地元企業の利用について
は、名古屋大学では 16 社中東海地区の企業が８社、信州大学では 30 社中県内企業が 16 社と
なっている。 
 
〇独立行政法人の施設 
  
 大学の場合と同様、利用企業の業種は全般的に化学、素材、エレクトロニクスが多くなっている。
独立行政法人日本原子力研究開発機構高崎量子応用研究所では、食品、種苗などの業種も利
用があり多岐にわたっている。 
 大学の場合と同様、大企業の利用が多いが、大学発ベンチャーや独法発ベンチャーの利用があ
る機関もある。また、独立行政法人日本原子力研究開発機構高崎量子応用研究所では地元企業
の利用が見られるが、全体に利用企業と機関の立地場所との関連はないようである。 
  
○大型放射光施設 
 
 利用企業は電気関係や化学関係企業が多いが、食品製造業、金属の精密加工など多岐に亘っ
ている。利用企業は大企業が多いが、中小企業、ベンチャーの利用もある。また、兵庫県が設置し
ている専用ビームラインでは県内中堅企業の利用もある。 
 SPring-8 を利用する企業は、企業が集中する関東と近畿が中心ではあるものの、全国から利用
がある。 
 
������������������� 
 
○大学の施設 
 
 利用企業に対する調査結果から得られた研究成果の性格としては、基礎研究レベルものが多く、
次いで応用研究となっている。成果の内容は「研究開発の今後の方向性を見出すことができた」と
いう回答が目立ち、中には「試作品が作成できた」「製品開発に結びついた」としている例もあった。
また、まだ成果があがっていないとする企業についても「学会に発表した」「学会誌に掲載された」と
する回答があり、それなりの成果は出ているものと考えられる。 
 また、施設が貢献した理由としては研究テーマに機器の機能･性能がマッチしていたこと、支援員
のサポートが充実していたこと、があげられており、自由記述では、「初めて利用する際の障壁がほ
とんどない、企業では実施できない奥の深い解析ができ非常に大きなメリットがあった」という回答が
あった。 
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○独立行政法人の施設 
 
 実用化につながる成果が出ているところ、製品のプロモーションにつながったというところなど、機
関によってはその成果は様々であった。また、機関によっては独自の利用企業へのアンケートを行
っているところもあり、そうした結果からは企業が共用事業に満足していることが伺える。研究成果の
性格としては先端分野に関しては基礎研究がそのまま製品化に直結することもあり、基礎、応用、
実用化といった区分がなじまないのではないかといった、意見も施設側から出た。 
 利用企業に対する調査結果からは、機関によって基礎研究が目立つところ、実用化研究が目立
つところ、基礎、応用、実用化いずれについても成果が出ているところ様々であった。成果の内容と
しては「研究開発の今後の方向性を見出すことができた」がどの機関でも多く、「学会で発表した」
「製品化に結びついた」「試作品ができた」といった回答もあった。 
 また、施設が貢献した理由としては、大学と同様、「機器の機能･性能がマッチしていた」、「支援
員のサポートが充実していた」があげられている。 
 
○大型放射光施設 
 
 SPring-8 については、利用企業への調査結果から、得られた成果は基礎研究段階のものが多く、
次いで応用研究段階、実用化研究段階となっている。成果の内容で最も多いのが他と同様、「研
究開発の今後の方向性を見出すことができた」で、次いで「学会で発表した」「論文が学会誌に掲
載された」となっている。「製品開発に結びついた」という回答が 101 件中 20 件もあり、中には、試作
品を作成できた、特許を出願したという回答もあった。 
 SPring-8 が貢献した理由としては、「設備機器の性能が非常によかった」「研究テーマに機器の
機能、性能がマッチしていた」「支援員のサポートが充実していた」という回答が多かった。 
 
������施設の������の��の�����の���������� 
 
�����������施設�の�������������� 
 
��������施設�の�� 
 大学の施設、独立行政法人の施設、大型放射光施設の利用促進に向けた施設側の課題につ
いては、別表のとおりである。総じると、以下のとおりとなっている。 
・ 研究設備については、メンテナンスの問題、先端研究施設としての優位性の維持、実験の範
囲を広げるための計測機器などの拡充などが課題としてあげられており、そのための財源確保
が必要となっている。 
・ サービスを支える支援体制や支援員については、文部科学省の委託事業の場合においては
予算措置がなされているものの、独自利用制度による外部利用の場合では、このために支援
員を雇用する財源がないため支援サービスなどは手薄にならざるを得ないという状況にある。 
・ 支援員については、先端機器の利用を指導できるだけの人材を確保することが難しい場合が
ある。また、ポスドクを支援員としてあてる場合、研究と支援員としての仕事とのバランスをとるの
が難しく、研究者としてのキャリアパスにつなげづらくなるといった課題もある。 
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・ 独自の外部利用制度においては、採算確保に足りる料金設定を行うことは難しく、採算がとれ
る水準にしようとすると、利用企業にとってハードルが高くなることが懸念される。どの程度まで
料金を徴収することが妥当なのかといったことの検討が必要となっている。 
・ 各機関で様々な努力がなされているが、現状では、施設利用を推進する上での根本的な問題
として、外部利用事業が知られていない、情報がいきわたらないという課題がある。 
 
図表４ 利用促進に向けた施設側の課題一覧 
大学の施設 ��行�法人の施設 大型���施設
①研究設備の機
能・性能の維持・向
上
・先端研究施設の実験機器は
世界有数の水準を維持している
ものもあるが、その一方かなり
古いものもあり、機器の更新や
メンテナンスが大きな課題。
・例えば、ある機関では実験機器に
はかなり古いものがあり、メンテナ
ンスのできる企業の人材が非常に
限られている。交換部品も不足して
おり、他の同種の機器から部品取り
をしている場合もある。
・機器の性能面においては世界第
一級の水準が維持されている機関
もあるが、検出器、分析器などの周
辺の機器については、企業の実験
目的に対応したものが不足している
場合もある。
SPring-8は供用開始より10年以上
経過し、且つ受け入れ容量が限界
に達しつつあることから、施設側で
はスクラップアンドビルドが必要に
なっていると判断。またビームライン
の先端に位置する測定機器の増設
や更新などは毎年の経常的な予算
から支出されるが、維持費は削減傾
向にあるため、予算的な制約の中
で高度化するニーズにどのように対
応していくかが大きな課題。
②サービスを支える
支援人材の確保や
支援員のキャリア
アップといった人材
に関する問題
・先端的な施設を使いこなすた
めには、機器利用のための指
導などのサービスが必要である
ものの、施設の人員体制などの
面で限界にきているところがあ
ることが課題。
・特に自主事業を展開する場合
には、国の事業と異なって支援
員を雇用する財源確保が難し
い。
・現状では支援員の活動がアカ
デミアにおけるキャリアパスにつ
ながらないことがあげられてお
り、人材確保の障害となってい
るという指摘もあったが、各機関
からの要望を踏まえ、研究施設
の高度化に係る研究への従事
も可能になっている。
・一方、大学で共用制度を担当
している研究者にとっても自ら
の研究時間とのバランスをとっ
て共用事業を実施することが難
しいという問題がある。
・稼動状況の問題として、既に複数
の機関が人的に逼迫した状況。
・人員の逼迫のために、外部利用
事業に携わっている各機関の固有
の研究者も自身の研究活動と外部
利用事業への従事とのバランスを
とることが難しくなっている。
・ポスドクを支援員として当てる場合
は、本人としては論文作成などの機
会を失うこととなり、キャリアパスな
どの面で問題。ただし、外部利用事
業を実施するためには、ポスドク程
度若しくはそれ以上のノウハウがな
いと対応できない。
・サービスの担い手であるスタッフに
ついては充実。とはいえ、施設側で
は次のようなサービスの向上を課題
としており、それを実現していくため
には、支援スタッフ数が不足してい
る状況。
　▼ 利用者が施設に出かけなくても
よくするための実験代行サービスの
充実
　▼利用後のデータ分析・解析サー
ビスの実施
　▼同じ類の試料の大量・短時間測
定を行う定型試料ハイスループット
測定の実施
　▼申請後直ちに実験可能な共用
制度の運用（現状では申請から利
用まで最短で2週間程度かかってい
る状況への対応。）
・特定の利用者に施設運営資源を
集中投入することは共用促進法の
趣旨から困難であるとはいえ、研究
成果を最大化するためには「支援」
よりも「共同研究」レベル以上でのフ
ル関与が必要であり、そのために
は、SPring-8そのものの研究水準
やＲ＆Ｄ機能を高めることが必要。
論文の引用数などをみると研究内
容や論文の質はかなり高いものが
あるが、海外との競争などにおいて
長期的な問題もある。
・支援員については、大学や他の公
的研究機関と同様、ポスドク支援員
のキャリアにかかる問題がある。
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大学の施設 独�行���の施設 大����施設
③料金設定、資金
確保に関する課題
・国の事業がない場合において
は、料金を徴収して採算がとれ
る水準まで引き上げる必要。し
かし、そうすると民間企業にとっ
ては魅力が薄くなるという問題。
特に、企業の研究開発費の支
出決済の点から高い料金を支
払うことが難しくなり、利用が進
まない恐れが強い。
・大学側としては、機器利用の
ためのノウハウやサービスの内
容などを考えると、料金化できな
い部分もあるといった問題が発
生。
・料金設定と採算確保の問題につ
いてみると、成果非公開、成果公開
（独自利用制度）とも、外部収入の
運営費に対する割合は低い。
・企業の利用を拡大するためには、
施設側としても実験機器利用のた
めの指導やサービスの内容、利用
料金の設定などの面で採算をとれ
るような仕組みづくりが必要。しか
し、国の事業がない独自利用制度
の場合の料金設定と採算確保はき
わめて難しく、民間企業にとっては
魅力が薄くなる恐れが強い。
・SPring-8のような国内に一つしか
ない、国際的にも有数の施設につい
ては、維持等にも多大な費用がか
かるため、採算のとれる水準で料金
を設定するのは難しい。
・成果公開による利用については、
原則無償での利用となっており、こ
れは、我が国の科学技術の発展に
資する重要な施設であるためであ
る。
④外部利用制度の
周知に関する問題
・施設側としては、外部利用を推
進するためにさらなる広報活動
や推進体制の整備が必要。
・企業の研究者・技術者も事業
の存在を知らない場合も多い。
・外部利用制度の周知に関しては、
大学と同様の問題があり、ホーム
ページだけでなく、さまざまな機会
に情報を発信したり、応募の勧誘を
行ったりすることが必要。
・外部への周知の問題は、産業利
用推進室にコーディネーターが所属
しており、各分野の専門家が利用者
に対する啓発や相談に当たってい
る。このコーディネーター制度が民
間企業から敷居が高いと思われが
ちなSPring-8への橋渡し役を担って
おり、産業利用の拡大に寄与。
⑤実験滞在のため
の生活サービスに
ついての課題
・施設内に宿泊施設や食堂、生活
雑貨などの不備や整備水準が貧弱
なことがあげられている。
・施設に数日間に渡り滞在して研究
を行う際に問題となる生活サービス
については、質の高い滞在施設な
どが整備されており、他の施設と比
べてかなり充実しており、満足して
いるとの意見も多いが、一部の利用
者から不満の声もある。
 
 
外部利用の���� 
施設にとっての外部利用によるメリットとしては、ノウハウの蓄積、研究者のスキル向上、人的ネッ
トワークが広がる、民間との交流によって研究力が向上する、といったことがあげられている 
大学の施設からは、「企業からの新鮮な刺激を受けることができ、学術研究にも効果的であり、ま
た職員の技能向上につながる」、「大学としての研究ノウハウの蓄積や研究者のスキル向上が進み、
ポスドクの教育にもなる」といったメリットが上げられた。 
独立行政法人の施設からは、「民間企業に高く評価される支援員が育っている。また、それによ
りポスドクが民間企業に就職する例が少しずつ出てきており、キャリアパス形成にも効果が出てい
る。」、「公的研究機関が企業のイノベーションを支援するというカルチャーをつくることができた。」、
「人的ネットワークが広がり、民間との交流により研究力が向上した。」といったメリットがあげられた。  
 
（�）利用企業側からみた施設利用の��要�や課題 
 
外部利用者側についてみると、大学や独立行政法人の研究施設の外部利用事業は、「非常に
役立った」、「役立った」という声がほとんどで、極めて効果的であるという評価ができる。研究施設
の先端性や手厚い支援サービス、相談のしやすさなどが高い評価の背景にある。 
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しかしながら、成果公開ルールの縛り、秘密の保持、応募手続きの頻度や時間、研究段階にお
ける利用時間帯などの制約、技術代行の場合の納期の遅さ、実験期間中の滞在サービス、料金
水準などについて、利用者側からは条件緩和等の要望が出ている。 
料金水準については、文部科学省の委託事業の場合は無料あるいはかなりの低料金であるが、
独自利用制度の場合は有料サービスとなる。今後、その料金がさらに機関側にとって妥当な料金
設定になれば、料金によっては費用対効果を考えて判断するという企業が多く、景気後退の中、料
金水準が利用を阻害する要因となることも考え得る。 
 
図表５ 利用企業側からみた施設利用の阻害要因及び促進要因 
大学の施設 ��行��人の施設 大����施設
利用阻害
要因
・応募サイクルの長さ
・情報の秘匿（研究成果の公開
ルール、現場でのセキュリティ
確保の不十分さ）
・利用時間帯の制約
・設備機器の機能・性能
・申し込み頻度の少なさ（随時
ではないこと）
・利用料金（成果専有の場合
は、今後の料金水準の設定に
よっては利用するかどうか検討
するという意見も）
・研究の秘匿（成果公開ルール、
情報漏洩のリスクへの心配）
・募集時期・利用期間・利用時間
の制約（募集頻度の少なさ、設備
によっては研究プロジェクトの準
備段階だけで１～２年係るケース
もあり長期的な利用を見据えた制
度設計にする必要がある場合も
ある等）
・納期の遅さ（技術代行の場合）
・利用料金（成果専有の場合、こ
れ以上高くなると利用しないという
意見も一部にあり）
・募集時期・利用時間の制約
（募集頻度の少なさ（現状年２
回、この程度でよいという企業
もあり）、申し込みから機器利
用までの期間の長さ）
・申し込みの際の競争率の激し
さ（海外の同施設に比べれば
SPringｰ8の競争率は低いが）
・利用料金（今以上に料金が必
要なら利用しないという企業も）
利用促進
要因
＜さらに拡充してほしい点＞
・サービスの充実（事前のコン
サルティング、アフターケア等）
・大学による企業ネットワーク
の構築
＜今後への期待＞
・利用対象となる製造装置の拡
大
・装置の機能・性能の向上
・実施計画の作成から結果の
レポートまで一連の作業をパッ
ケージにしたサービスの実施
＜さらに拡充してほしい点＞
・成果を企業側がＰＲに利用
・利用者の声をひろうためのアン
ケートやインタビューを定期的に
実施
＜今後への期待＞
・機器の充実（人気のある機器の
混雑解消等）
・こうした制度を広く普及させる（例
えばベンチャー企業に宣伝を任せ
てみる等）
＜さらに拡充してほしい点＞
・実験時間の拡充
・トライアルユースの充実
・分析、依頼試験の容易化
・解析や解釈面での支援、助
言
・夜間、休日などの生活サービ
スの充実（満足しているという
企業もあり）
 
 
（�）利用促進に向けた今後の�向性 
 
現�行�れている��や��点 
大学の施設については、情報発信が課題となっており、講習会の開催、学会やシンポジウムで
の情報発信などによるＰＲ活動を行っている。共用事業関係者のみならず、他の研究室の研究者も
利用者の開拓を進めるなど大学をあげて取り組んでいる例も見られる。大学の研究者による利用設
備のサポートも利用者にとっては魅力であり、事業責任者である教員・研究者や支援員が企業との
信頼関係を構築していこうとしている。 
独立行政法人の施設については、柔軟な機器利用ニーズへの対応、安全対策の徹底、多様な
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人材に対する要素技術の習得を目指した講習会の実施、進捗状況を利用者が照会できる仕組み
の創設、リモートで作業できる環境の提供、短期貸出しの仕組みの創設、外部利用者専用居室の
整備などに取り組んでいる。 
大型放射光施設については、利用拡大のためにガイドブックや利用成果のデータベース作りな
どを行い、情報発信に努めている。その他、研究のリモート化、バーチャル化、応募段階から利用
後に至るまでのトータルな支援の実施、ハードウエアの更新、ビームタイムの確保と専属の支援スタ
ッフの充実、研究課題の選定基準の柔軟化、地域の企業の利用を促進するための兵庫県のビー
ムラインとの連携・協力、SPring-8 の研究能力そのものの向上等に取り組みつつある。 
������ 
大学の施設に関しては、独自利用制度で有償での利用を増やそうとしているところ、文部科学省
委託事業を契機に企業との共同研究に展開していくことを目指そうとしているところなど考え方は大
学によって様々である。 
独立行政法人の施設については、委託事業を契機に雇用した支援員を継続的に雇用し、委託
事業がなくなっても取組を継続したいとするところもあるほか、利用企業の拡大のためには独立行
政法人と利用企業の間に入って利用支援サービスを行うような仲介機関（例えばＡＳＰ（アプリケー
ション・サービス・プロバイダー））の活用・育成を行おうとしているところがある。 
大型放射光施設については、SPring-8 を運営する財団法人高輝度光科学研究センターにお
いて、上記のような様々な取組を行おうとしているが、そのためには予算、組織体制、人員配置、機
器の整備などの点でハードルが高く、今後、SPring-8 が産業のイノベーションに貢献するための最
適な利用方針、利用制度、さらには独立行政法人の運営予算の考え方などについて検討すること
が必要である。 
 
��������������������� 
 
本調査においては、文部科学省の委託事業を契機として大学や独立行政法人の先端研究施
設が民間企業に利用されるようになり、利用企業にとっては多大なメリットをもたらしていることがわ
かった。利用企業に対する調査では、ほとんどの企業が「とても役にたった」「役にたった」としており、
こうした制度の存在をもっと多くの企業に伝えるべきといった声も出ている。この背景には、最先端
の施設・設備が備わっているというだけでなく、施設の支援員等のサポートが充実しているということ
があった。このように大学、独立行政法人の持つ先端研究施設は国の共用事業により、本来持つ
機能を十二分に発揮し始めている。 
また、今後さらに産業界の利用を高めていくためには、サービスを提供する施設にとっても、利用
する企業にとっても、お互いにメリットが得られるような仕組みを構築し、お互いの自助努力とそれを
補う国のサポートといった体制を構築し、我が国の知の拠点として、先端研究施設が有効活用され
ていくことが望まれる。このような観点から、先端研究施設の共用事業については、改善すべき点は
改善を行い、より多くの企業に効果的に利用してもらえるよう、ある程度継続して実施することが必
要と考えられる。 
本調査においては、各施設の抱える課題を浮き彫りとしたが、第 4 期科学技術基本計画を策定
するに当たっては、これら共通した課題の解決に向けた方策を検討することが重要である。特に、
我が国のイノベーション創出に大きく貢献する先端研究施設については、我が国の研究・開発に
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必要との観点から、国が整備されたものではあるが、その運営に関し、資金確保という大きな課題を
抱えている機関が多いのが現状である。このような問題を今後どうしていくのか長期的な視点で真
剣に検討していく必要がある。 
 
䋨䋱䋩ᣉ⸳䊶⸳஻䈱⛽ᜬ䊶ᦝᣂ䊶᜛ల䈱䈢䉄䈱⾗㊄䈱⏕଻㩷
 
国の財源が厳しい中で、イノベーションの観点から民間企業の利用を促進する必要があると考え
るならば、知の創造の基盤としてどのような施設をどのような資金でどのように維持・更新・拡充して
いくのかといったスキームを構築し、支援策を講じていく必要がある。 
米国ではエネルギー省（DOE）が 2003 年 11 月に今後 20 年間で必要とされる施設をリストアッ
プし、科学的優先順位及び科学的即応性の観点でランキング付けをし、新設及び更新をするとい
うスキームをつくっている。また、英国においても、2001 年から英国研究会議が大型研究施設の新
設・拡充・更新についてのロードマップを作成している。欧州においても、研究インフラ欧州戦略フ
ォーラム（ESFRI）が 2002 年に設置され、研究インフラに対する長期的なビジョンの策定が行われ
ている。こうした海外の取組は我が国にとっても参考となる。 
 
䋨䋲䋩ᣉ⸳೑↪⠪䈱೑↪䉕䉰䊘䊷䊃䈜䉎ᡰេຬ╬䈱ੱ᧚⏕଻䈱໧㗴㩷
 
施設利用者の利用をサポートする支援員等の人材確保の問題は、大きな問題である。高度な技
術と知識、経験、企業とのコミュニケーション能力を兼ね備えた人材の確保は難しい。 
各施設とも、人材確保には苦労しており、③にあげたキャリアパスの問題が解決されないと、新た
な人材を確保することはますます困難となる。 
 
䋨䋳䋩ᡰេຬ䈱䉨䊞䊥䉝䊌䉴䈱໧㗴㩷
 
支援員については、概してポスドクがなることが多く、ポスドクが支援員となった場合には、研究と
支援員としての仕事とのバランスをとるのがより難しくなる。そもそも支援員たる人材をどのような人
材から確保していけばよいか、また、支援員のキャリアパス形成をどのように行うのかといったことに
ついて、更なる検討が必要である。 
また、海外の例を見ても先端研究施設の外部共用サービスが半永久的に定着するシステムを整
備した上でないと、支援員としての職業が成り立ち得ない状況もある。 
 
 
䋨䋴䋩೑↪ડᬺ䈱᜛ᄢ㩷
 
 今回の調査において、外部利用施設を利用する企業は、大企業が大半を占めていたが、こうした
外部利用制度は、ベンチャー企業や地方の中小企業を活性化するために有効である。米国では
ベンチャーや中小企業が共用制度を実施する施設の近辺に立地し、自ら大規模な先端研究施設
持たずにこうした施設を有効活用している。 
我が国でも、文部科学省の委託事業が施設の共用開放の推進に大きな役割を果たしており、
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筑波地区では独立行政法人産業技術総合研究所、独立行政法人物質・材料研究機構、筑波大
学、大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構と共同で施設を開放していくという展
開となっている。こうした施設の開放がつくばのナノテク研究地域クラスターの中核的な役割を果た
す形になってきている。このような地域クラスターの活動が活発化し、先端研究施設がイノベーショ
ン・ハブとしての機能を果たすことが期待されている。 
 
����������������� 
 
 類似のテーマで利用できる各先端研究施設間でのネットワークの形成は有効である。先端研
究施設共用イノベーション創出事業【ナノテクノロジー・ネットワーク】はこうした発想で仕組まれた
事業である。同種のテーマの施設を所有する機関であっても、機関ごとに所有する設備や研究
分野が異なり、施設によってそれぞれ“強み”があるため、それらを融通し合うことで、所有する設
備が有効利用できたり、研究の幅が広まったりすることが期待できる。産業界との連携も、施設間
のネットワークが強固であればあるほど、円滑に行われる。したがって、各施設間のネットワークが
さらに拡充されることが期待される。 
 
���������������� 
 
  企業の利用に際しての相談や、各種展示会場や説明会での相談などでは、これらの相談を受
けるコーディネーター人材が不可欠である。文部科学省委託事業では、共用促進リエゾンと呼ばれ
る人材を雇用し、こうした者がコーディネーターとして企業を回ったり、関連イベントに出展したりす
るなどして利用者を増やしている。大学ＯＢや企業ＯＢがこうした役割を果たしている例も多く、こうし
た“目利き力”を持った人材の登用・活躍が期待される。 
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�１� 調査�������  
 
�１� 調査����  
 
先端分野の研究開発の基盤として位置づけられる先端研究施設の利用については、大学や
試験研究機関の研究者によるものがその多くを占めるが、本調査においては、産業界による利
用状況を把握・分析することにより、産業界を中心とした新規の利用者の拡大を図り、社会への
貢献を高めるための課題と方策について明らかにしようとするものである。さらにこれらの調査結
果を基に、我が国における先端研究施設の抱える課題や今後の方策、またイノベーションの推
進における施設の役割について示唆を得ることを目的としている。 
 
��� 調査���  
 
本調査は次のようなステップを踏んで実施した。 
ⅰ）先端研究施設に関する調査（往訪調査） 
ⅱ）先端研究施設の利用企業に対する調査（質問票及び往訪インタビューによる調査） 
 
また、有識者等の評価、助言を受けることにより、より効果的な調査分析を行うため、科学技術
政策研究所内に「イノベーションシステムに関する調査プロジェクト委員会」を設けて、有識者か
らの助言を得た（委員名簿は附属資料１参照）。委員会は 2008 年９月９日、12 月 25 日、2009
年３月 24 日の計３回開催し、毎回、総合科学技術会議議員（第１回及び第２回は薬師寺 泰蔵
議員、第３回は白石 隆議員）他、内閣府科学技術･基本政策担当等の参加を得て開催した。 
 
１．先端研究施設に対する調査 
 
調査対象については、設置主体（独立行政法人と大学）、地域特性（特に大学については地
域特性が反映できる施設）、機器の種類や研究領域のバリエーション、利用者の多寡（民間利
用が多いところ）、サポート体制の充実度、国の共用を促進する事業の活用といった要素に鑑み、
文部科学省委託事業「先端研究施設共用イノベーション創出事業」（第 1-1 表参照）などを活用
している独立行政法人、大学の中からプレ調査も含め合計 8 機関を抽出した。 
まず 2 施設についてプレ調査（往訪調査）を行い、次いで先端研究施設 6 施設を対象に、運
営機関に対する現地インタビュー調査を実施した。 
プレ調査：東京工業大学電子ナノビーム実験施設 
  （2008 年 9 月 30 日（「構造」）、及び 10 月 1 日（「観察」）) 
独立行政法人理化学研究所横浜研究所 NMR 基盤施設   (2008 年 10 月 2 日) 
本調査： 信州大学カーボン科学研究所（ナノ・カーボンデバイス試作・評価装置群） 
(2008 年 10 月 8 日) 
独立行政法人産業技術総合研究所（ナノプロセシング施設）(2008 年 10 月 9 日) 
名古屋大学エコトピア科学研究所（超高圧電子顕微鏡施設）(2008 年 10 月 14 日) 
独立行政法人日本原子力研究開発機構高崎量子応用研究所（イオン照射研究
2第 2章　先端研究施設の外部利用環境の現状に関する把握
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施設）                                  (2008 年 10 月 21 日) 
独立行政法人海洋研究開発機構（地球シミュレータ）      (2008 年 10 月 31 日) 
財団法人高輝度光科学研究センター（注）（SPring-8（大型放射光施設）） 
              (2009 年 1 月 30 日) 
これらの公的研究機関の施設概要は第 1-2 表及び第 1-3 表に示すとおりとなっている。 
 
第 1-1 表 「先端研究施設共用イノベーション創出事業」実施機関一覧 
 
注１：【産業戦略利用】の対象となる先端研究施設は、産業界利用や産学官の共同研究利用による具体的な技術課題の解
決に貢献することができる先端性や特色のある研究施設（もしくは主たる研究設備・機器（及びそれを補完する研究設備・
機器）を有する研究施設）であって、施設としては、高速計算機システム、ＮＭＲ施設、超高圧電子顕微鏡施設、極微細加
工施設、高出力レーザー装置、放射光施設、先端計測分析機器等があげられる。 
注２：【ナノテクノロジー・ネットワーク】の＜＞内のメニューについて想定される施設・機器の例としては、「ナノ計測・加工」は、
超高圧透過型電子顕微鏡、高性能電子顕微鏡（ＳＴＥＭなど）、放射光、高性能Ｘ線回折装置、高性能分光装置、「超微
細加工」は、電子線描画装置、エッチング装置、イオンビーム加工装置、高性能マスクアライナー、スパッタ装置、ＣＶＤ装
置、超薄膜堆積装置（ＭＢＥ、ＭＯＣＶＤなど）、走査電子顕微鏡があげられる。「分子・物質合成」は、ＮＭＲ（核磁気共鳴装
置）、分子合成装置、高性能走査プローブ顕微鏡、共焦点レーザ顕微鏡、質量分析装置、分子設計用シミュレーションシ
ステム、「極限環境」は、強磁場施設、極低温施設があげられる。 
出典：文部科学省資料より 
                                                  
（注） SPring-8 の設置主体は独立行政法人理化学研究所であるが、共同利用窓口を財団法人高輝度光科学研究センタ
ーが行っているということで、当該センターに調査を行った。 
☆：【産業戦略利用】
◇：【ナノテクノロジー・ネットワーク】
中�、��、九州地区
☆九州大学（先端材料分析機器）
◇広島大学（ｼﾘｺﾝﾅﾉ加工と高品質真空利用技術
に関する支援）＜微細加工＞ →（連携）山口大学
◇九州大学（九州地区ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ拠点ﾈｯﾄﾜｰｸ）
＜ﾅﾉ計測・分析、微細加工、分子・物質合成＞
→（連携）九州ｼﾝｸﾛﾄﾛﾝ光研究ｾﾝﾀｰ、
佐賀大学、北九州産業学術推進機構
九州シンクロトロン光研究
センター
シンクロトロン光装置
☆北海道大学（同位体顕微鏡ｼｽﾃﾑ）
☆東北大学（先端的経年損傷計測・評価と破壊
制御ｼｽﾃﾑ）
◇北海道大学（北海道ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出ﾅﾉ加工・
計測支援ﾈｯﾄﾜｰｸ）＜ﾅﾉ計測・分析、微細加工＞
→（連携）千歳科学技術大学
◇東北大学（ﾅﾉﾃｸ融合技術支援ｾﾝﾀｰによるｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ創出支援事業）＜ﾅﾉ計測・分析、微細加工、分
子・物質合成、強磁場＞
北海道・東北地区
北海道大学
同位体顕微鏡
東北大学
無冷媒ハイブリッド
マグネット
中部地区
☆信州大学（ﾅﾉｶｰﾎﾞﾝ・ﾃﾞﾊﾞｲｽ試作・評価装置）
☆静岡大学（先端光ﾏｻﾞｰﾌﾟﾛｾｽ複合計測設備）
☆名古屋大学（１００万ﾎﾞﾙﾄ電子顕微鏡施設）
◇自然科学研究機構分子科学研究所（中部地区ﾅﾉﾃｸ総
合支援ﾈｯﾄﾜｰｸ）＜ﾅﾉ計測・分析、微細加工、分子・物質合成＞
→（連携）名古屋大学、名古屋工業大学、豊田工業大学
名古屋大学
１００万ﾎﾞﾙﾄ電子顕微鏡
☆大阪大学（激光XⅡ号をはじめとする高強度
ﾚｰｻﾞｰ装置群）
☆京都大学（複合ﾋﾞｰﾑ材料照射装置（DuET）
及びﾏﾙﾁｽｹｰﾙ材料評価基盤設備
（MUSTER） ）
◇大阪大学（阪大複合機能ﾅﾉﾌｧｳﾝﾀﾞﾘ）＜ﾅﾉ計測・
分析、微細加工、分子・物質合成＞
◇京都大学（京都・先端ﾅﾉﾃｸ総合支援ﾈｯﾄﾜｰｸ）＜
ナノ計測・分析、微細加工、分子・物質合成＞
→（連携）北陸先端科学技術大学院大学、
奈良先端科学技術大学院大学
◇日本原子力研究開発機構（放射光を利用したﾅ
ﾉ構造・機能の計測・解析）＜ナノ計測・分析＞
→（連携）物質・材料研究機構、立命館大学
��地区
大阪大学
激光XⅡ号
北陸先端科学技術
大学院大学
分子量分析装置
☆日本原子力研究開発機構（イオン照射研究施設
等（TIARA等））
☆筑波大学（マルチタンデム静電加速器ｼｽﾃﾑ）
☆高ｴﾈﾙｷﾞｰ加速器研究機構（放射光科学研究
施設）
☆東京理科大学（赤外自由電子ﾚｰｻﾞｰ）
☆東京大学
（ｽｰﾊﾟｰｺﾝﾋﾟｭｰﾀ-ｼｽﾃﾑ群；北海道大学、東北大
学、東京大学、名古屋大学、京都大学、大阪大
学、九州大学）
☆東京工業大学（ｽｰﾊﾟｰｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞｷｬﾝﾊﾟｽｸﾞﾘｯ
ﾄﾞ基盤ｼｽﾃﾑTSUBAME）
☆理化学研究所（NMR基盤施設）
☆横浜市立大学（NMR装置）
☆海洋研究開発機構（地球ｼﾐｭﾚｰﾀ）
◇物質・材料研究機構（NIMSﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ拠点）＜ナ
ノ計測・分析、微細加工、強磁場＞
→（連携）東洋大学
◇産業技術総合研究所（ﾅﾉﾌﾟﾛｾｼﾝｸﾞ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯ
ﾌﾟ･ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ）＜ﾅﾉ計測・分析、微細加工＞
◇早稲田大学（早稲田大学ｶｽﾀﾑﾅﾉ造形・ﾃﾞﾊﾞｲｽ
評価支援事業）＜ナノ計測・分析、微細加工＞
◇東京大学（超微細ﾘｿｸﾞﾗﾌｨｰ・ﾅﾉ計測拠点）＜ナノ
計測・分析、微細加工＞
◇東京工業大学（電子ﾋﾞｰﾑによるﾅﾉ構造造形・観
察支援）＜ﾅﾉ計測・分析、微細加工＞
関東地区
東京大学
スーパーコンピュータ
高エネルギー加速器研究
センター
放射光科学研究施設
物質・材料研究機構
高分解能NMR装置
豊田工業大学
時間分解PL分光装置
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対
象
施
設
 
機
器
・分
野
 
設
置
主
体
 
場
所
 
 
外
部
利
用
の
枠
組
み
 
門
） 
他
各
種
分
析
装
置
、
評
価
装
置
 
・
 
独
自
利
用
制
度
 
・
 
先
端
研
究
施
設
共
用
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
事
業
【産
業
戦
略
利
用
】に
よ
る
も
の
 
4 
イ
オ
ン
照
射
研
究
施
設
 
（独
立
行
政
法
人
日
本
原
子
力
研
究
開
発
機
構
 
高
崎
量
子
応
用
研
究
所
） 
サ
イ
ク
ロ
ト
ロ
ン
、
タ
ン
デ
ム
加
速
器
、
イ
オ
ン
注
入
装
置
 
、
電
子
線
照
射
施
設
等
 
（バ
イ
オ
、
ナ
ノ
テ
ク
、
機
能
性
材
料
な
ど
多
分
野
） 
独
立
行
政
法
人
日
本
原
子
力
研
究
開
発
機
構
 
群
馬
県
 
高
崎
市
 
・
 
独
自
利
用
制
度
（2
00
6
年
度
～
） 
研
究
開
発
（成
果
公
開
、
成
果
非
公
開
）、
研
究
開
発
以
外
 
・
 
先
端
研
究
施
設
共
用
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
事
業
【産
業
戦
略
利
用
】に
よ
る
も
の
 
5 
ナ
ノ
カ
ー
ボ
ン
・デ
バ
イ
ス
試
作
・評
価
装
置
（信
州
大
学
 
カ
ー
ボ
ン
科
学
研
究
所
） 
ナ
ノ
カ
ー
ボ
ン
・デ
バ
イ
ス
試
作
装
置
、
評
価
装
置
群
 
（ナ
ノ
テ
ク
材
料
、
新
素
材
な
ど
） 
信
州
大
学
 
長
野
県
 
長
野
市
、
上
田
市
 
・
 
独
自
利
用
制
度
（2
00
8
年
10
月
～
） 
・
 
先
端
研
究
施
設
共
用
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
事
業
【産
業
戦
略
利
用
】に
よ
る
も
の
 
6 
超
高
圧
電
子
顕
微
鏡
施
設
 
（名
古
屋
大
学
エ
コ
ト
ピ
ア
科
学
研
究
所
） 
超
高
圧
電
子
顕
微
鏡
 
（多
分
野
） 
名
古
屋
大
学
 
愛
知
県
 
名
古
屋
市
・
 
独
自
利
用
制
度
（2
00
8
年
3
月
～
） 
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5
第
1-
3
表
 
プ
レ
調
査
対
象
施
設
 
 
対
象
施
設
 
機
器
・分
野
 
設
置
主
体
 
場
所
 
外
部
利
用
の
枠
組
み
 
・
 
先
端
研
究
施
設
共
用
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
事
業
【産
業
戦
略
利
用
】に
よ
る
も
の
 
1 
Ｎ
Ｍ
Ｒ
基
盤
施
設
 
（独
立
行
政
法
人
理
化
学
研
究
所
 
横
浜
研
究
所
） 
Ｎ
Ｍ
Ｒ
立
体
構
造
解
析
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
 
（
高
磁
場
・
高
感
度
Ｎ
Ｍ
Ｒ
装
置
群
か
ら
な
る
大
規
模
Ｎ
Ｍ
Ｒ
施
設
） 
独
立
行
政
法
人
理
化
学
研
究
所
 
神
奈
川
県
横
浜
市
 
・
 
独
自
利
用
制
度
 
成
果
占
有
利
用
（有
償
利
用
）、
成
果
非
占
有
利
用
（有
償
利
用
）、
生
命
分
子
シ
ス
テ
ム
基
盤
研
究
領
域
利
用
（共
同
研
究
、
受
託
研
究
） 
電
子
ビ
ー
ム
ナ
ノ
構
造
電
子
ビ
ー
ム
露
光
装
置
な
ど
 
東
京
都
 
目
黒
区
 
・
 
先
端
研
究
施
設
共
用
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
事
業
【ナ
ノ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
・ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
】に
よ
る
も
の
 
20
02
～
20
06
年
度
：文
部
科
学
省
委
託
事
業
「ナ
ノ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
総
合
支
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」参
画
 
・
 
独
自
利
用
制
度
（2
00
7
年
～
） 
成
果
占
有
（有
償
利
用
） 
2 
電
子
ビ
ー
ム
ナ
ノ
構
造
造
形
・観
察
 
（東
京
工
業
大
学
・量
子
ナ
ノ
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
研
究
セ
ン
タ
ー
） 
電
子
ビ
ー
ム
ナ
ノ
観
察
超
高
電
圧
・
超
高
真
空
・
高
分
解
能
電
子
顕
微
鏡
 
な
ど
 
東
京
工
業
大
学
 
神
奈
川
県
横
浜
市
 
・
 
先
端
研
究
施
設
共
用
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
事
業
【ナ
ノ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
・ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
】に
よ
る
も
の
 
・
 
独
自
利
用
制
度
（2
00
7
年
～
） 
成
果
占
有
（有
償
利
用
） 
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２．先端研究施設を利用する企業に対する調査 
 
 プレ調査対象施設を除いた 6 施設を対象に、利用企業に対する意向調査を行った。 
独立行政法人産業技術総合研究所においてはインタビュー調査を実施し（12 月 8 日の週に実施）、
それ以外の 5 施設については質問票の送付による調査を行った（11 月下旬に実施）。対象企業に
ついては施設及び企業の意向を確認した上で対象企業を抽出した。施設を利用している企業に
は、文部科学省の委託事業を利用する企業、各機関の独自利用制度を利用する企業等があるが、
独自利用制度については有償利用でその内容はすべて部外秘とすることが多いため、結果として
は SPring-8 以外の施設については、文部科学省の委託事業の利用企業のうち、調査協力に同
意した企業が対象となった。調査方法としては、質問票の送付による調査、インタビュー形式による
調査のいずれかにより行った。対象とした企業に対する調査方法の概要は第 1-4 表のとおりであ
る。 
 
第 1-4 表 施設利用企業に対する意向調査方法等 
  対象施設 調査方法 意向調査対象 
1 SPring-8（独立行政法人
理化学研究所） 
質問票方式 2007 年以降 SPring-8 共用ビームライ
ンを実際に利用した民間企業の利用研
究実施課題実験責任者 207 人（企業数
120 社）。 
2 地球シミュレータ 
（独立行政法人海洋研究
開発機構） 
質問票方式 2007 年から 2008 年上期までに先端研
究施設共用イノベーション創出事業を利
用した企業のうち、意向調査への協力に
同意した企業 9 社。 
3 ナノプロセシング施設 
（独立行政法人産業技術
総合研究所） 
インタビュー
方式 
2007 年から 2008 年上期までに先端研
究施設共用イノベーション創出事業【ナ
ノテクノロジー・ネットワーク】を利用した
企業のうち、特にアクティブに制度を活
用した企業、または成果を上げ外部発
表を行った企業の中から 3 社を抽出。 
4 イオン照射研究施設 
（独立行政法人日本原子
力研究開発機構高崎量
子応用研究所） 
質問票方式 2007 年から 2008 年上期までに先端研
究施設共用イノベーション創出事業【産
業戦略利用】と独自利用制度を利用し
た 44 企業のうち、意向調査への協力に
同意した企業 11 社。 
5 カーボン科学研究所 
（信州大学） 
質問票方式 2007 年から 2008 年上期までに先端研
究施設共用イノベーション創出事業【産
業戦略利用】と独自利用制度を利用し
た企業 30 社。 
6 超高圧電子顕微鏡施設 
（名古屋大学エコトピア科
学研究所） 
質問票方式 2007 年から 2008 年上期までに先端研
究施設共用イノベーション創出事業【産
業戦略利用】を利用した企業のうち、企
業名を公表している企業 6 社。 
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�２� 先端研究施設の�部�用��の��に��る�� 
 
�１� �部�用�促進�る��等に���  
 
１．法令等による先端研究施設の共用の促進の位置け 
 
大学や独立行政法人などが保有する先端的な研究施設については、産業面でのイノベーション
の推進に向けて活用することが一つの課題となってきた。そのため、当該機関内での利用だけでな
く、企業の利用に供するための制度が制定されてきた。その経緯は次に示すとおりである。 
① 「特定放射光施設の共用の促進に関する法律（1994 年法律第 78 号）」のもとで SPring-8 につ
いて外部利用が 1997 年から行われてきた。財団法人高輝度光科学研究センター（ＪＡＳＲＩ）が
共用に関する業務を実施してきた。 
② 「第 3 期科学技術基本計画」（2006 年 3 月 28 日閣議決定）においては、国立大学法人や公
的研究機関等の設備の共同利用等の効果的かつ効率的な利用の促進がうたわれ、また先
端大型共用研究設備の整備・共用の促進が位置付けられた。 
③ 「特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律（2006 年 7 月に施行、特定放射光施設
の共用の促進に関する法律を改正して制定）（以下「共用促進法」という。）」により、「次世代
スーパーコンピュータ（神戸市に建設中。2010 年 5 月頃完成予定）」が、本法律の対象に加わ
った。この法改正の際の附帯決議においては、「独立行政法人、国立大学法人等の研究施
設の共用を促進するため、各機関における体制の整備を促すとともに、国は必要な支援をし
つつ、共用に積極的な風土の醸成に努めること。」とされた。 
④ 「イノベーション 25」（2007 年 6 月 1 日閣議決定）において、「高額の研究設備等は不必要に重
複して整備することのないようにするとともに、既存の研究設備等を含め、若手育成や民間利
用の観点も含め積極的に共用を促進する。」とされた。 
⑤ 「研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推
進等に関する法律（2008 年 6 月 11 日法律第 63 号）」（研究開発力強化法）によって、研究開
発施設等の共用の促進が規定された。 
⑥  さらに、独立行政法人日本原子力研究開発機構が設置するＪ－ＰＡＲＣ中性子線施設を、特
定先端大型研究施設として追加する等当該施設の共用を促進する措置を講ずるため、「特
定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律の一部を改正する法律案」が 2009 年通常
国会に提出されている。 
  
２．文部科学省委託事業  
 
文部科学省では、以上にみた動きと並行して、大学や公的研究機関が保有する先端研究施設
の外部利用を促進するため、2002 年度以来、次に示すような予算措置を行っている。 
まず 2002 年度～2006 年度の文部科学省委託事業「ナノテクノロジー総合支援プロジェクト」
(予算額；28 億円／年)として、ナノテクノロジー設備を持つ公的研究機関、大学を対象とした先端
研究施設の共用を促進する事業が実施された。 
次いで 2005 年度～2006 年度の文部科学省委託事業として、「先端大型研究施設戦略活用プ
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ログラム」（SPring-8 及び地球シミュレータが対象）（予算額 2005 年度；1,300 百万円、2006 年
度；1,106 百万円）が実施された。 
2007年度からは、文部科学省委託事業「先端研究施設共用イノベーション創出事業」（予算額
2007年度；3,180百万円、2008年度；3,109百万円）がスタートしている。これにより、それまでの
「ナノテクノロジー総合支援プロジェクト」は、「先端研究施設共用イノベーション創出事業」のうちの
【ナノテクノロジー・ネットワーク】に移行され、新たに【産業戦略利用】が創設された。 
【ナノテクノロジー・ネットワーク】においては、ナノテクノロジー・ネットワークの運営に関し、ナノテ
クノロジー・ネットワーク参画機関の取りまとめ（運営委員会の開催等）、ナノテクノロジー・ネットワー
ク利用希望者の相談窓口、ナノテクノロジー分野の国際交流（研究者交流事業の実施等）、ナノテ
クノロジー関連情報の収集・発信（ウェブサイトの運営等）、ナノテクノロジー研究者のネットワーク構
築（ワークショップ、シンポジウムの開催）、ナノテクノロジー分野の人材育成（各種スクールの開催
等）のの業務を行う機関を一つ定めて（現在当該機関は、独立行政法人物質・材料研究機構とな
っている）事業を展開することになっている。 
【産業戦略利用】については、分野を限らず、産業利用のポテンシャルが高い国内有数の先端
研究施設を採択し、産業界への共用を通じてイノベーションを創出することを目的として、産業界
利用や産学官の共同研究利用による具体的な技術課題の解決のための研究環境を提供、採択さ
れた施設を有する機関に対しては、施設共用の運転実施に係る経費や民間企業が利用しやすい
支援体制を構築するための経費を支援することになっている。なお、2008年6月に成立した研究開
発力強化法に「研究開発施設等の共用及び知的基盤の共用の促進」が規定されたことを受けて、
【産業戦略利用】については、従来、委託事業として実施されてきた先端研究施設の共用を促進
する事業を、2009年度から、機関の主体的取組及び経費の弾力的運用を推進するため、補
助金制度に変更することとなっている（研究開発施設共用等促進費補助金）。なお、本
制度変更によって、産業界からの利用ニーズの掘り起こしを目的とする無償利用（ト
ライアルユース）を設けて、引き続き産業界の利用促進を進めるとともに、有償利用
による産学官の幅広い利用を認めることや、委託事業で雇用している支援員等が、委
託事業における共用事業に加えて、独自の有償利用への従事が可能になること等、委
託事業における課題解決の一助となっている。 
 
 
第 2-1 表 先端研究施設共用イノベーション創出事業の概要 
趣旨 
 
イノベーションにつながる成果を創出するために、大学、独立行政法人等の公的
研究機関が有する先端的な研究施設・機器の共用を進める委託事業。産学官
の研究者による戦略的かつ効率的な研究開発や、研究機関・研究分野を超え
た横断的な研究開発活動を推進することにより、産学官の連携によるイノベーシ
ョンの加速を目指す。 
事業の構成 「先端研究施設共用イノベーション創出事業」は、【ナノテクノロジー・ネットワー
ク】及び【産業戦略利用】によって構成されている。参画機関は施設・機器の特
性に応じて、最もポテンシャルを発揮できるプログラムに属し施設の共用を推進
する。 
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 ナノテクノロジー・ネ�ト�ーク 産業戦略利用 
事業概要 ナノテクノロジー研究環境として求めら
れる研究機能を有する機関（群）を対
象とし、全国の産学官の研究者に最先
端の研究環境を提供する 
分野を限らず、産業利用のポテンシャ
ルが高い先端研究施設にて、産業界
に対する共用を進めることによって、産
業利用や産学官の共同研究に適した
研究環境を提供する。 
事業の対象 国内の産学官の研究機関・組織 国内の大学等及び独立行政法人 
事業期間 終期は 2011 年度末が限度 最長 5 年 
事業内容 事業対象領域：「ナノ計測・分析」「超
微細加工」「分子・物質合成」「極限環
境」 
利用形態：産業界利用・産学官共同
研究利用 
利用メニュー：戦略分野利用推進・新
規利用拡大 
利 用 支 援 体
制 
事 業 の進 捗 状 況 及 び成 果 のとりまと
め、事業の成果の普及、事業の運営
管理に必要なマネジメント体制を構築
する必要がある。 
共用を技術的に支援する「施設共用
技術指導研究員」、また、産業界に 
対して共同研究や利用課題の提案・
相談を担当する「共用促進リエゾン」を
配置することがでる。 
自主事業 参画機関には、委託費を充当して行う
事業とは別に、施設・設備を共用化す
る事業を行う義務が生じる。 
各機関の自主的な事業（有償利用等）
へ移行することを基本的考えとする。 
利 用 料 の 徴
収 
利用者から利用料を、維持費の一部
（光熱水費や消耗品費など）として徴
収することができる。 
原則無料 
成果の取扱い 原則として公開。ただし利用者が希望
する場合、公開を一定期間延期するこ
とができる。 
利用者は、利用成果は報告書にまとめ
提出することが義務付けられる。利用
報告書は原則公開だが、公開を最大
2 年間延期することができる。 
知財の取扱い 産業活力再生特別措置法を適用すれ
ば、委託先機関に権利が帰属すること
となる。 
原則実施者に帰属する。 
出典：文部科学省資料より 
 
３．各機関の独自利用制度  
 
今回、調査対象とした先端研究施設を有する大学や独立行政法人は、上記の文部科学省事
業と並行して、独自の外部利用制度を保有している。独自の外部利用制度には様々な形態がある。
基本的に有償利用制度であり、成果は利用者占有だが、成果公開による無償制度枠を設定して
いる機関もある。 
独立行政法人についてみると、成果公開／成果非公開の区分を設けて有償制度を整備してい
るところが多い。また、設立当初より所有する設備機器の外部利用を促進することを主要事業の一
つとしている機関もあり、独自利用制度が発達している。 
一方、大学が所有する設備機器に関しては、文部科学省の 2007 年度からの委託事業を契機
10
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に共用を始めたというところも多く、外部利用制度を創設したばかりという段階にある。中には、【ナ
ノテクノロジー・ネットワーク】に参画することを契機に独自利用制度を設立した大学もある。 
11
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��� ��� ����施設の外部利用��の�� 
 
 
 
１．外部利用の仕組み  
 
 
 
（1） 大学の施設 
 
① 文部科学省による支援事業を活用した外部利用の仕組み 
 
文部科学省委託事業「先端研究施設共用イノベーション創出事業」を活用している今回調査
対象とした大学では、信州大学及び名古屋大学が【産業戦略利用】を、東京工業大学が【ナノ
テクノロジー・ネットワーク】を活用していた。また、外部利用の実施形態としては次の 3 つがあっ
た。料金は国の予算を活用しているということもあり、基本的には無料としていたが、【ナノテクノロ
ジー・ネットワーク】の前身事業から事業を活用している東京工業大学については、光熱費のみ
を実費徴収していた。 
・共同研究：施設を保有・運営する大学と外部利用者たる民間企業が共同で実施する。大学
側が有する既存の技術に加えて、新たな技術的課題を有するテーマの場合に
“共同研究”の形をとる。研究成果に関する知的財産権の帰属は、大学側の支
援員の研究的貢献をもとに協議のうえ決定される。 
・技術代行：大学側の研究支援員が利用企業のために機器を使って実験を行う方式。既存の
研究・実験技術を用いて試料の作製や電子顕微鏡などを使った実験・観察に
今回調査対象とした大学、独立行政法人ともに、機関による若干の違いはあるものの、「共同
研究」「技術代行」「直接利用」といった利用形態があり、文部科学省委託事業の他、独自利用
制度として有償利用の制度を持っている。独立行政法人の中には、成果公開の有無に応じて
料金設定を変えているところもある。いずれについても、有償利用制度のみで自立運営できるほ
ど収入が大きくない状況にあり、文部科学省委託事業を足がかりに、有償利用を増やしたい、あ
るいは、むしろ、企業との共同研究、受託研究を増やしていきたいといった意向がある。 
先端研究施設における実験施設は、世界で有数の性能を持つという機器もあれば、ある分野
に必要な多様な機器群一式をそろえている場合、小回りが利く使いやすい機器を整備している
場合などさまざまである。これらを利用する制度としては、文部科学省による支援事業（委託事
業）を活用するものと、大学や研究機関の独自の利用制度の 2 つがある。前者は基本的に無料
であり、成果公開が条件になっている。また、委託事業の予算で雇用した支援員による機器利
用支援サービスが提供される。後者は多くの場合新しく設けられたものであり、成果の公開や非
公開の別などによって料金体系が定められている。とはいえ、この独自利用制度は新しい取り組
みであり、文部科学省の委託事業を足がかりに今後拡充していくことが目標となっている。 
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よって得られた結果に関して発生する知的財産は、すべて申込者たる企業に帰
属する。 
・直接利用：利用企業の研究者が大学を訪問し、試料の作製や直接実験機器を操作する方
式。実験機器の利用に当たっては、事前のトレーニングや技術指導員の立会い
が求められる。 
企業の利用のパターンについては、当該機関の所有する設備・機器によって異なる。例えば、東
京工業大学の電子ナノビーム実験施設を活用する【ナノテクノロジー・ネットワーク】の場合は、技術
代行がほとんどとなっている。 
文部科学省による委託事業の当初の狙いとしては、事業の活用を呼び水として民間企業の有
償利用や大学と企業との共同研究・委託研究などを拡大し、企業のイノベーションに寄与するとい
ったことがあった。例えば、信州大学や名古屋大学では、まだ数社程度ではあるが本事業を通じて
参加した企業が有償利用に移行したという実績がある。また東京工業大学では、技術代行として始
まったプロジェクトが大学と企業との共同研究に発展した例もあった。大学側の意向としては、文部
科学省の委託事業を足がかりに、将来的に有償利用を増やしていきたいとしているものもあれば、
むしろ、文部科学省委託事業を足がかりに、企業との共同研究、受託研究を増やしていきたいとす
るなど、それぞれの意向がある。 
 
② 独自利用制度 
 
企業の利用について大学が行っている独自利用制度は、次のような特徴を持つものとなってい
る。すなわち、基本的に料金を徴収する「有償利用」であり、形態としては得られた知的財産がす
べて利用企業に帰属することとされている。名古屋大学については、「成果占有（成果非公開）」
の場合は料金を上乗せする仕組みを有している（他の大学は成果占有、非占有の区別なし）。 
文部科学省による委託事業の終了後の継続性を狙って、委託事業による外部利用とは別に独
自利用制度として利用の仕組みを整備している段階にあるが、有償利用で得られる収入は微々た
るものであり、採算ベースにのせようとすると、料金設定をかなり高くし、かつ、かなりの量をこなす必
要があり、独自利用制度の実施について課題を抱えている大学もある。 
 
（2） 独立行政法人の施設 
 
① 文部科学省による支援事業を活用した外部利用の仕組み 
 
独立行政法人が実施している文部科学省委託による先端研究施設共用イノベーション創出
事業を活用している今回調査した独立行政法人では、独立行政法人海洋研究開発機構（地球
シミュレータ）が「先端大型研究施設戦略活用プログラム」を、独立行政法人産業技術総合研究
所が「ナノテクノロジー総合支援プロジェクト」を活用していた。利用パターンとしては、大学と同様、
「共同研究」（独立行政法人理化学研究所 NMR 基盤施設については、「共同研究」という利用
パターンは想定されていない）、「技術代行」、「直接利用」といったものがある。料金は基本的に
無料である。 
独立行政法人産業技術総合研究所ではユーザーの装置利用を促進する制度が整備されてい
13
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て、ユーザーの直接利用が重視されている。 
今回調査した独立行政法人は、独自の外部利用の仕組みを有しており、先端研究施設共用イ
ノベーション創出事業を新規参加企業のお試し利用として位置付け、有効に活用している傾向が
ある。 
 
② 独自利用制度 
 
独立行政法人が行っている独自利用制度は、基本的に料金を徴収する「有償利用」である。
形態としては「成果占有（成果非公開）」と「非占有（成果公開）」があり（地球シミュレータ及び独
立行政法人産業技術総合研究所は、成果占有（成果非公開）のみ）、またその他に「共同研
究」や「受託研究」などの制度も用意されている。 
独立行政法人日本原子力研究開発機構高崎量子応用研究所及び独立行政法人理化学研
究所 NMR 基盤施設については、成果の占有の有無によって異なる料金設定をしている。例え
ば、独立行政法人日本原子力研究開発機構高崎量子応用研究所では、成果非占有（成果公
開）の場合は「施設の運営に係る経費」を、実施報告書を期限内に提出することで免除している
のに対して、成果占有（成果非公開）の場合は、各機器を利用するための「基本料金」を支払う
ことが定められている。また独立行政法人理化学研究所 NMR 基盤施設でも、成果非占有（成
果公開）の場合に割引料金が適用される。 
また、独自の制度として、地球シミュレータでは無料の「事前評価（トライアルユース）」を制度
化している。これは、利用に当たっての敷居を低くし、利用者の裾野を広げることを目的にしてい
る。 
独立行政法人が独自利用制度に取り組む背景には、設立の経緯からそもそも独自の外部利
用の制度があったという場合がある（地球シミュレータ、独立行政法人日本原子力研究開発機
構高崎量子応用研究所）。 
また、大学よりも更に外部利用の推進が求められており、外部資金調達にもなる独自利用制
度をさらに広げていきたいという意向を持つ機関も多い。ただし、現状では独自利用制度による
収入は微々たるものとなっている（例；地球シミュレータの有償利用による収入は運営費に対して
1％にも満たない状況。）。 
また、地球シミュレータのように利用金額が 500 万円を超えてしまうような場合は、企業側の課長
レベルで決裁できる金額が 500 万円程度までとなっており、それ以上の料金を支払う有償利用は
全社的な判断となってしまうため、利用手続きに時間がかかってしまうという課題も抱えている。 
 
（3） 大型放射光施設 
 
① 文部科学省による支援事業を活用した外部利用の仕組み 
 
独立行政法人物質・材料研究機構及び日本原子力研究開発機構の専用ビームラインでは、
文部科学省委託事業「先端研究施設共用イノベーション創出事業」の【ナノテクノロジー・ネットワ
ーク】において、外部利用を実施している。 
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② 共用促進法による制度 
 
独立行政法人理化学研究所の SPring-8 の主要な外部機関の共用は、「共用促進法」に基づ
くものである。これは、SPring-8 の所有者である独立行政法人理化学研究所が不特定多数の研
究者等の共用に供する共用ビームライン設置して行うもの（共用ビームライン）と、独立行政法人
理化学研究所以外の者（大学、企業など）が設置して、設置者自らが利用するもの(専用ビームラ
イン)の 2 通りがある。 
利用の形態としては、上記 2 つのそれぞれについて、「成果公開型」と「成果非公開型」がある。
また、共用ビームラインでは、成果非公開型利用の一環として｢測定代行サービス｣がある。 
なお、利用の時期や利用期間からみると、共用ビームラインでは「成果公開型」の中に通常利用、
緊急利用、長期利用、優先利用があり、｢成果非公開型｣には通常利用、時期指定利用がある。 
 
③ 独立行政法人理化学研究所の独自利用制度 
 
以上の「共用促進法」によらない独立行政法人理化学研究所の独自のサービスとして、「タンパ
ク質結晶メールイン測定サービス」がある。これは、SPring-8 を利用し、民間協力企業を仲介役と
して、製薬企業、公的研究機関、大学等のユーザーからの依頼に基づいて、タンパク質結晶など
の X 線回折データ測定を有償で提供するサービスである。民間協力企業を仲介役とすることによっ
て利用企業を拡大することが大きなねらいである。 
 
２．設備機器の状況  
 
 
 
（1） 大学の施設 
 
① 機器の概要 
 
今回の調査対象の大学の研究施設、設備は、次の表に示すとおりである。 
SPring-8 のような日本に一つしかない、一企業では保有できない設備から、全国に数台しか
ない設備を保有する機関もあれば、使い勝手の良い小回りのきく設備を取り揃えているという機
関もある。設備が古くなり、メンテナンスが課題となっているものもあり、維持費の確保に苦慮して
いるような機関もある。 
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機関 研究施設、実験機器 特徴 
電 子 ビ ー ム ナ
ノ構造造形 
（ 東 京 工 業 大
学） 
電子ビーム露光装置（2 台）／有
機金属気相成長装置／ロードロッ
クチャンバ付き 6 連電子銃蒸着器
／高解像度走査型電子顕微鏡 
 
電 子 ビ ー ム ナ
ノ構造観察 
（ 東 京 工 業 大
学） 
 
超高圧電子顕微鏡 H1250-S 1000kＶ級の超高圧電子顕微鏡は厚い
材料をみることができるのが特徴。全国で
10 台程度しかない。旧帝大クラスの大学
や物材機構は保有しているが、企業は持
っていない。 
 補助電子顕微鏡／イオンシンニン
グ装置／試料薄片化用機器 
 
【造形】 
  
 
【観察】 
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機関 研究施設、実験機器 特徴 
超高圧走査透過型電子顕微鏡
H-1250ST 1000kV  
 
 
 
 
 
加速電圧で厚い試料の観察が可能,分
解能 0.2nm 以下 
23 年前に設置したもので、大企業でも持
っていないような大掛かりな機器。 
三次元電子顕微鏡 TECNAI 
300ｋV 
アジアで一台しかない機器。 
収差補正電子顕微鏡 EM-CS 型 
200kV 
現在日本の大学には、東北大、東大、京
大化研と名古屋大にしかない。名古屋大
の顕微鏡は本邦 1 号機。 
超高圧電子顕
微鏡施設 
（ 名 古 屋 大 学
エコトピア科学
研究所） 
 
分析電子顕微鏡 H-9000 300kV
／電界放出型電子顕微鏡 
HF-2000, 200kV／汎用電子顕
微鏡 H-800 200kV 
 
 
 
 
     
 
機関 実験分野 実験機器 
ナノカーボン材料の作製分野 
 
 
高分解能透過型電子顕微鏡／ラマン散乱
スペクトル測定装置／燃焼式元素分析装
置／高速表面測定装置 
ナ ノ カ ー ボ ン ・
デバイス試 作 ・
評価装置 
（信 州 大 学  カ
ー ボ ン 科 学 研
究所） 
ナノカーボン機構デバイス分野  2 軸押出混練装置／ＣＦＲＰオートクレーブ
／万能材料試験機／落錘式衝撃試験装
置 
17
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ナノカーボン複合薄膜の形成分野
ほか全分野 
電 界 放 射 型 走 査 電 子 顕 微 鏡 （ＦＥ－ＳＥ
Ｍ）／電子線マイクロアナライザ（ＥＰＭＡ） 
ナノカーボン光・電子、磁気、エネ
ルギーデバイス分野ほか全分野 
レーザーフラッシュ法熱定数測定装置／Ｘ
線光電子分光装置（ＸＰＳ）／キャパシタン
ス測定装置／燃料電池評価・測定装置／
振動試料型磁力計（ＶＳＭ）／高感度薄膜
磁歪測定装置／広倍率動的磁区構造観
察装置／薄膜試料作製装置／集束イオン
ビーム加工機（ＦＩＢ）／超高温雰囲気焼成
装置 
ナノカーボン機構デバイス分野ほ
か全分野 
微小領域 2 次元Ｘ線回折装置 
機構デバイス分野（上田キャンパ
ス設置） 
ボールオンディスク摩擦磨耗試験器  
ナノカーボン機構デバイス分野ほ
か全分野（上田キャンパス設置） 
マトリックス支援イオン化―飛行時間型質
量分析計（ＭＡＬＤＩ－ＴＯＦ ＭＳ）／高
性能Ｘ線光電子分析装置／走査型電子
顕微鏡（ＥＰＭＡ付随）／高周波誘導結
合プラズマ質量分析装置／ゼータ電位
測定装置／キャパシタンスメータ／複合
材料力学特性評価装置／繊維およびＦ
ＲＰのエロージョン（粒子衝突による磨耗）
評価装置 
ナ ノ カ ー ボ ン 機 構 デ バ イ ス 分 野
（Ｂ．Ｉプラザさかき設置） 
クリープ試験機／機構デバイス成形機 
   
 
② 機器の特徴や実状 
 
機器の特徴や位置づけは次のとおりである。 
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・ アジアで一台しかないような高スペックの実験機器が用意されている。 
（例）名古屋大学  三次元電子顕微鏡（TECNAI 300kv） 
・ 限られた大学でしか保有していない実験機器が用意されている。 
（例）名古屋大学  収差補正電子顕微鏡 
・ 必ずしも最先端機器ではないが、特定領域に関する各種の実験機器を一揃い用意している。 
（例）信州大学 ナノカーボン関連機器 
・ 購入後 10 年以上が経過し、メンテナンスに課題を抱えている機器もあった。 
（例）東京工業大学、名古屋大学の超高圧電子顕微鏡など 
 
③ 利用企業による施設・実験機器等の評価 
 
今回実施した施設の利用企業に対する調査結果によれば、利用企業の回答はほぼ「非常に
役に立った」「役立った」であった。例外的に「あまり役立たなかった」とする回答もあったが、その
理由としては、事業化まで時間のかかる予備実験レベルの利用であったという事情があげられて
いた。 
利用企業から高い評価を得ている理由については、利用目的に関する設問で「利用者支援等
のサポート体制がしっかりしているから」及び「十分な機能・性能を有する施設が他にないため」と
いう回答の多いことがその理由を説明していると考えられる。また、施設の貢献要因としても、「支
援員のサポートが充実している」、「研究テーマに機器の機能・性能がマッチしている」ことがあげ
られている。さらにその背景として、相談がしやすいことや支援員のアドバイスが良かったことなども
あげられている。 
 
（2） 独立行政法人の施設 
 
① 機器の概要 
 
今回の調査対象の独立行政法人の研究施設、設備は、次の表に示すとおりである。 
 
機関 研究施設、実験機器 特徴 
地球シミュレータ 
（独 立 行 政 法 人
海 洋 研 究 開 発
機構 地球シミュ
レータセンター、
計 算 システム計
画・運用部） 
 
 
地球シミュレータ 
 
 
 
 
 
コンピュータ上で地震や気候変動などと
いった地 球 規 模 の環 境 変 動 現 象 の予
測・解明を行う目的で開発され、世界トッ
プクラスの実効性能を有するベクトル型
並列計算機 
19
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機関 実験内容 特徴 
加工装置 
 
 
 
 
 
電子ビーム描画装置／スパッタ装置／マ
スクレス任意パターン転写装置／真空蒸
着 装 置 ／反 応 性 イオンエッチング装 置
(RIE)／集束イオンビーム加工観察装置
／ダイシングソー／i 線露光装置／アルゴ
ンミリング装置／電子線描画装置／小型
真空蒸着装置／ウェハー酸化炉／ワイヤ
ーボンダー／プラズマアッシャー／UV クリ
ーナー／イオンコーター／TEM 用イオン
ミリング装置／イオンビームスパッタ装置
／多元同時スパッタ装置／多目的エッチ
ング装置 
計測装置 走査型プローブ顕微鏡／高分解能電界
放出電子顕微鏡(FE-SEM)／低真空走
査電子顕微鏡／触針式段差計／レーザ
ー顕微鏡／分光エリプソメータ／ワークス
テーション（走査型プローブ顕微鏡用）／
時間分解顕微鏡 
分析装置 X 線回折装置／透過電子顕微鏡／エッ
クス線光電子分光(XPS)分析装置 
ナノプロセシン
グ施設 
（ 独 立 行 政 法
人産業技術総
合研究所） 
 
 
評価装置 デバイスパラメータ評価装置／磁気光学
効果評価装置／デバイス容量評価装置
／多重極限プロービングシステム 
20
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機関 研究施設、実験機器 特徴 
イオン照射研究施設 
（AVF サイクロトロン） 
 
 
 
 
 
広範囲のエネルギーをもつ軽イオンから
重イオンの供給及び複合利用が可能。
宇宙環境、核融合炉材料の研究開発、
バイオ技術・医療応用の研究開発、機能
性材料創製ならびに短寿命アイソトープ
の合成・利用研究、イオンビーム技術の
開発等において利用される。 
1 号加速器（電子加速器） 高分子加工（橋かけ・グラフト重合）の研
究、耐放射線性の研究等において利用
される。 
高崎量子応用
研究所 
（ 独 立 行 政 法
人日本原子力
研 究 開 発 機
構） 
 
コバルト 60 照射施設 半導体関連材料の照射効果、材料・機
器類の耐放射線性評価、高分子加工技
術の開発等において利用される。 
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機関 研究施設、実験機器 特徴 
独 立 行 政 法
人 理 化 学 研
究 所 横 浜 研
究所 NMR 基
盤施設 
ＮＭＲ立体構造解析パイプライン 
 
40 台以上の高磁場・高感度ＮＭＲ装置
を 備 え た 大 規 模 Ｎ Ｍ Ｒ 施 設 。 Bruker 
BioSpin 、 JEOL 、 Varian （ 以 上 メ ー カ ー
名）の 600 から 900 メガヘルツのＮＭＲ装
置。 
• タンパク質試料調整（試料適合性判
定、安定同位体標識など） 
• ＮＭＲ立体構造解析 
 
② 機器の特徴や実状 
 
機器の特徴や位置づけは次のとおりである。 
・ 加速器、核磁気施設、スーパーコンピュータなど世界レベルでみても先端的、高性能の研究
施設・実験機器が外部利用事業の対象機器となっている。 
 ＜以下、各機関の機器の例を示す＞ 
∗ 独立行政法人産業技術総合研究所：ｉ線露光装置（大型ウェハ対応の産業技術装置を
改造して、数 cm の矩形基板でも取り扱えるようにしたもの。世界にここ 1 台のみ） 
∗ 独立行政法人日本原子力研究開発機構高崎量子応用研究所：ＡＶＦサイクロトロン
（100％バイオ・材料目的に特化している機器としては世界でも珍しい。）、400kv イオン注
入装置（イオン 3 種類を注入できる装置。2 種類注入できる施設は他にもあるが 3 種類は
ここのみ） 
∗ 独立行政法人海洋研究開発機構：地球シミュレータ・スーパーコンピュータ群とシミュレー
ションソフト（2002 年の運用開始後、世界 TOP500 では、5 期（2 年半）に亘って一位を維
持し、運用 8 年目を迎えた 2008 年春のランキングでも上位 10%の 49 位を維持。実用的
なアプリケーションにおいて目覚ましい成果を上げた研究者を対象とした Gordon Bell 賞
でも地球シミュレータ利用者が 3 年連続受賞、その後 2007 年までの 3 年間も Finalist(最
終選考者)に選ばれ続けた。地球シミュレータは、ベクトルプロセッサによる高速な演算性
能を支える高速なデータ転送能力と、単段クロスバネットワークによる超高速なノード間転
送能力による高い実効性能を保持し、今なお大規模シミュレーションにおいては、ＴＯＰラ
ンクにある希少な計算機システム） 
∗ 独立行政法人理化学研究所：ＮＭＲ立体構造解析パイプライン（高磁場・高感度ＮＭＲ
装置群）（タンパクの立体構造解析パイプラインとＮＭＲの両方を有し、構造解析をセット
で行うことができるのは、全国でもここだけ。個々の装置についても、これだけ高磁場の装
置がたくさん揃っているところはない。特に 900MHz のＮＭＲはスペック的には世界最高。
全国でも 4 台程度しかない。） 
・ 以上のような「世界有数」という装置がある一方で、使い勝手のよい装置、小回りのきく装置をと
りそろえており、ユーザー企業に対する吸引力となっている施設もある。独立行政法人産業技
術総合研究所のナノプロセシング施設や独立行政法人日本原子力研究開発機構高崎量子
応用研究所のイオン照射研究施設がこれに該当する。 
・ また、体系的な実験が可能なように、関連する複数の機器を用意している施設もある。例えば、
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独立行政法人産業技術総合研究所のナノプロセシング施設は、超微細加工などある特定の
研究領域における様々な機器を用意し、それらを組み合わせてその領域における一連の支援
を行う体制ができている。 
・ いくつかの施設では、実験設備の増設や機能の向上が進められ、最先端の地域を確保してい
る。例えば、独立行政法人海洋研究開発機構の地球シミュレータは、行列演算の計算性能ラ
ンキングでは世界一の座から後退してはいるものの、実際に使われているプログラムの実効性
能の面ではまだトップレベルであり、未だに世界初の大規模なシミュレーション事例を生み出し
ている。 
 
③ 利用企業による施設・実験機器等の評価 
 
今回実施した施設の利用企業に対する調査結果によれば、全般的に機器の評価は高い。例え
ば、地球シミュレータなどほとんどの設備において、利用したことが「非常に役に立った」、「役に立
った」という回答がほとんどであるが、その理由として、「設備機器の性能が非常によかった」、「研究
テーマに機器の機能、性能がマッチしていた」、「支援員のサポートが充実していたから」といったこ
とがあげられている。 
 
（3） 大型放射光施設 
 
① 機器の概要 
 
機関 研究施設、実験機器 特徴 
SPring-8 
（保有：独立行
政法人理化学
研究所／共用
事 業 実 施 ： 財
団法人高輝度
光科学研究セ
ンター） 
正式名称：大型放射光施設 
※ 愛 称 の 「 SPring-8 」 は Super 
Photon ring-8GeV に由来 
 
 
放射光利用専用の加速器にアンジュレ
ーターを主体とした挿入光源を多数設
置できるように設計された第 3 世代の大
型放射光施設。 
エネルギーの大きさ：8GeV 
蓄積リング周長：1,436 メートル 
 
② 機器の特徴や実状 
 
大型放射光施設とは、一般的に電子ビームの加速エネルギーがおよそ 50 億電子ボルト（5 GeV）
以上の加速器を有する施設のことを指す。SPring-8 は、８０億電子ボルト（８GeV）以上の加速が可
能な大型放射光施設として 1997 年に共用が開始された。これは中でも第 3 世代と呼ばれる放射
光施設であり、世界に SPring-8 を除くと 2 箇所しかない。1 箇所はアメリカでエネルギー省が設置
しているもの（APS（Advanced Photon Source）、もう１箇所はヨーロッパ 18 カ国の共同利用施設と
してフランスに設置されているもの（ESRF(European Synchrotron Radiation Facility)）である。
このなかで SPring-8 は共用開始が最も新しく、またエネルギーの大きさと電子ビームを円形の軌
道に貯めておくための加速器（蓄積リング）周長は 3 箇所のうちでも最大である。 
ただ、今日ではより小型で標準的な研究活動に利用される波長領域ではこれらに匹敵する施設
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が各地で設置されつつあり、SPring-8 の絶対的な優位性は薄れてきている。とはいえ、小型･中型
の施設では十分対応できない波長領域では絶対的な優位性を維持しており、施設の高度化等を
継続的に行うことにより、11 年を経過した現時点でも世界最高性能を有している。 
具体的な実験は、この加速器から放射光を実験装置（ビームライン）に導入して行う。そのための
実験機器（例えば結晶構造解析のための機器）を備えた実験室がビームラインの先端に設置され
ている。その数は稼動数 47 本に及ぶが、そのうち共用促進法に基づいて外部共用に供されている
共用ビームラインは現在 26 本、そのうち産業利用に特化したものは 3 本ある。また、同法に基づき
独立行政法人理化学研究所以外の者が設置し利用する専用ビームラインのうち、企業等が単独
あるいは共同して建設し利用しているビームラインとして、現在稼動中が 3 本、建設中が２本ある。
その他、地元の兵庫県が専用ビームラインをもち、地域の企業の共用に供している例もある。（共用
ビームラインと専用ビームラインについては後述。） 
 
③ 利用企業による施設・実験機器等の評価 
 
今回実施した施設の利用企業に対する調査結果によれば、SPring-8 の利用が「非常に役立っ
た」「役に立った」とする回答が多く、極めて評価が高かった。その理由として、「設備機器の性能が
非常によかった」、「研究テーマに機器の機能、性能がマッチしていた」、「支援員のサポートが充実
していたから」とする回答が多かった。 
 
３．手続きの流れ 
 
 
 
（1） 大学の施設 
 
「先端研究施設共用イノベーション創出事業」についてみると、申し込みをしたい民間企業は
大学のホームページから必要書類がダウンロードできるようになっている。申し込みもホームペー
ジから送ることができる。大学側は企業が申し込む際に事前の相談にのっており、申込書への記
入方法などもアドバイスを行っている。 
大学側は申し込みを受け付けると、課題選定委員会等で選定を行い、課題が採択されれば、
必要に応じて秘密保持協定や契約（覚書）などを企業との間で結んで、実際の利用ということに
なる。 
申し込みの時期は、【産業戦略利用】の場合は、「戦略分野利用推進」については年度内を上
半期・下半期に分けて年 2 回の募集とし、「新規利用拡大」については随時受け付けとしていると
ころもある一方、申し込み期間は決まっているが、企業のニーズに柔軟に対応するため、緊急を
要する課題については随時受け付けるよう、各大学で、臨機応変に対応しているところもある。 
すべての機関においてホームページから申し込みができるようになっている。年に 1、2 回しか
申し込みを受け付けていない機関もあれば、緊急を要する課題については随時受け付けて臨機
応変に対応している機関もある。また、利用前に安全管理、情報セキュリティガイダンスなどを含
む機器利用の講習を義務づけている機関もある。 
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なお、契約（覚書）の締結に際しては、企業側との調整に時間を要することがある。これは主と
して知的財産や守秘義務の取り扱いに関して企業の法務関係部局の確認に時間がかかるため
である。 
研究の実施段階においては、事前に支援員など大学側スタッフと利用企業との間で具体的な
実験の内容、試料の作製・準備に関する相談、及び日程などについて打合せなどが行わる。具
体的な実験における大学の支援員と企業側担当者の役割は状況によって異なるが、支援員が
中心になり、企業関係者はそこに立ち会うという場合が多い。その他、実験の実施に当たっては、
試料の作製など、大学側によるさまざまなサポートサービスが行われる。実験の成果については、
結果の解釈などの面で大学側の教授や支援員などが助言する場合も多い。 
利用課題が終了した後は、企業は利用後 60 日以内に利用報告書を作成し、大学を通じて文
部科学省に提出される。この場合も、支援員や事業の担当教授などが報告書の作成に協力する
場合もある。成果報告書は利用後 60 日に提出され、公開される。しかし利用企業の要請により、
一定期間（最大 2 年間）、公開を猶予することができる。 
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（2） 独立行政法人の施設 
 
外部の民間企業などが「先端研究施設共用イノベーション創出事業」を利用する場合には、大
学と同様、利用希望企業が各独立行政法人のホームページにある申込書をダウンロードして申し
込み、独立行政法人側と契約を結んで利用する形となっている。申し込みを受け付けると、課題
選定委員会の手続き、といったほぼ大学と同様の流れで利用できるようになっている。委託事業
の場合、成果は利用後 60 日以内等に報告することになっているが、一定期間公開を猶予できる
のも大学と同様である。 
募集の時期や回数は機関によって違いがあり、定期募集のみのところもあるが、定期募集と随時
受付を併用している場合もみられる。 
また、自主事業においては特に、募集／申し込み時期にはバリエーションがあり、例えば独立行
政法人日本原子力研究開発機構高崎量子応用研究所では、「成果公開型」の申し込みに定期
募集と緊急時随時受け付けの 2 種類を用意しており、また「成果非公開型」の場合にも定期募集と
それ以外のものがある。自主事業の成果非公開型の場合は、課題選定委員会においても厳密な
審査を行うというよりは確認をするといった手続きを行っている機関が多い。 
 
独立行政法人産業技術総合研究所の�ノテ�ノロジー�����ー�事業の�ローの例 
�独立行政法人産業技術総合研究所��より� 
 
また、独立行政法人産業技術総合研究所では、利用前に安全管理、情報セキュリティガイダ
ンスなどを含む機器利用の講習を義務付けている。 
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（3） 大型放射光施設 
 
SPring-8 の共用ビームラインでは共用促進法による、また、独立行政法人物質・材料研究機構
及び独立行政法人日本原子力研究開発機構の専用ビームラインでは先端研究施設共用イノベ
ーション創出事業による民間企業の共用がある。このうち共用ビームラインは施設側がはじめから
外部利用のために用意しているものである。これに対して専用ビームラインは、企業や独立行政法
人、大学、自治体などの外部機関が建設し、自身の研究に専有的に利用するビームラインである。
建設者は単独の場合と企業グループの場合があり、2008 年 3 月時点で稼動中のものは 14 本ある。
（注） 
共用ビームラインの利用に際しては、貸し出しの条件に相当するものとして共用ビームライン利
用研究課題の選定基準が、さらに専用ビームラインの設置に際しては、設置の条件に相当するも
のとして専用ビームライン設置計画選定の審査基準がそれぞれ定められており、SPring-8 ホーム
ページ等に公開している。基準は次に示すとおりである。 
〔共用ビームライン利用研究課題選定基準〕 
  ① 科学技術的妥当性 
  ② 研究手段としての SPring-8 の必要性 
  ③ 科学技術基本法や社会通念等に対する妥当性 
  ④ 実験の実施可能性 
  ⑤ 実験の安全性 
〔専用ビームライン設置計画選定審査基準〕 
  上記①～⑤の基準及び 
  ⑥専用とする必要性、設置期間及び施設の建設・維持管理能力有無 
これらは国内外や産学官の利用者を問わず、同一の基準となっている。 
共用ビームラインについては、SPring-8 施設の効率的運転や放射光利用研究界の特質等を
踏まえつつ、1 年を大きく 2 回の利用期（A 期、B 期）に分け、それぞれの利用期毎に利用研究課題
を公募・選定のうえ、採択された課題について利用者が利用研究を行うことになっている。 
また、共用ビームラインの利用制度には成果公開（通常利用、緊急利用、長期利用、優先利
用）、成果非公開（通常利用、時期指定利用）があり、利用したい企業は、各制度の特徴などから
判断して申し込むことになっている。 
                                                  
（注）専用ビームラインの建設者（設置者）は産・学・官いずれも可能であり、外国機関による設置ビームラインもある。稼動してい
るのは 14 本であるが、そのうち産業界（民間企業）が設置している例として、製薬会社のグループ（蛋白質構造解析コンソーシ
アム）が設置している「創薬産業ビームライン」と、機械や電気・電子機器メーカー13 社のグループ（産業用専用ビームライン建
設利用共同体）が設置している「サンビーム（利用ビームラインは２本）」がある。その他、単独の自動車メーカー系列の研究所と、
高分子・ソフトマター業界を中心とする産学連合体が、それぞれ 1 本ずつ建設中である。官では兵庫県が産業振興施策の一環
として２本の専用ビームラインを設置し、県内の中小企業等を対象に利用させている。 
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４．利用料金 
 
 
 
（1） 大学の施設 
 
① 先端研究施設共用イノベーション創出事業 
 
先端研究施設共用イノベーション創出事業【産業戦略利用】の場合は、外部利用者は原則無
料で研究施設やそれに付帯するサービスを利用することができる。 
ただし、【ナノテクノロジー・ネットワーク】では、維持費の徴収が可能となっているため、光熱水
費などを徴収しているところもある。例えば、東京工業大学では、１利用につき光熱費 5，000 円を
徴収している。 
 
② 独自利用制度 
 
大学の独自の外部利用事業の場合は基本的に有償利用となっている。 
料金水準については、1 利用について 10 万円、時間当たり 1，500 円など、料金体系はまちまち
である。また、料金でカバーする人件費、保守費、消耗品費などの経費の範囲も施設によって異な
る。 
例えば東京工業大学では、消耗品費、保守費、光熱費と操作支援員費のカバーを目指して、１
利用に付き 10 万円としている。 
文部科学省委託事業に関しては、原則無料としているが、【ナノテクノロジー・ネットワーク】で
は、維持費の徴収ができることとなっているので、若干の利用料を徴収しているところもある。 
独自利用制度に関しては、基本的に有償利用となっており、料金体系の考え方は、それぞれ
の機関が所有する設備が異なるため、まちまちである。SPring-8 の場合は成果公開の場合は、
利用料金は無償（ただし、共用ビームラインにおいては、別途成果公開／非公開に関わらず消
耗品実費負担がある他、有償の「成果公開優先利用」制度がある）となっているが、その他の機
関では成果公開の料金を成果非公開に比べ割引している場合が多い。 
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（2） 独立行政法人の施設 
 
① 先端研究施設共用イノベーション創出事業 
 
先端研究施設共用イノベーション創出事業【産業戦略利用】の場合は、大学と同様、外部利
用者は原則無料である。 
 
② 独自利用制度    
 
独自利用制度による事業の場合は、基本的に有償利用となっている。 
料金体系、料金水準は機関によってまちまちである。例えば、次のような状況がみられる。 
・ 地球シミュレータや独立行政法人日本原子力研究開発機構高崎量子応用研究所など、独自
利用制度の歴史が長い施設は料金体系が細かく設定されている場合が目立つ。 
・ 課題あたり、ノードあたりなど料金体系はまちまちである。 
・ 料金でカバーする費用（人件費、保守費、消耗品費など）の範囲もまちまちである。例えば、独
立行政法人理化学研究所のＮＭＲをみると、「成果占有」の場合は消耗品費、保守費、人件
費、及び管理費をカバーするように設定され、「非占有」の場合はカバーする経費の範囲は消
耗品費及び管理費に限定されている。 
 
独自利用制度に��る料金体系の例 
独立行政法人日本原子力研究開発機構 高崎量子応用研究所 イ�ン���� 
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（3） 大型放射光施設 
 
① 先端研究施設共用イノベーション創出事業 
 
独立行政法人物質・材料研究機構（NIMS）や独立行政法人日本原子力研究開発機構がそれ
ぞれ SPring-8 に設置した専用ビームラインにおいて実施している【ナノテクノロジー・ネットワーク】
では、利用料金は原則無料である。ただし、ビームライン利用に係る消耗品の実費は徴収してい
る。実費は、定額分 10，300 円／ビームタイム 1 シフト 8 時間＋実使用量に応じた従量分となっ
ている。 
 
② 専用ビームライン／共用ビームラインの利用制度 
 
SPring-8 では、専用ビームラインと共用ビームラインの形態別、及び成果公開型と非公開（占
有）型があり、それぞれについて料金制度の考え方は異なっている。 
※以下に示す料金はいずれも 1 シフト（ビームタイム 8 時間）当たり単価である。 
 
・成果公開型の場合： 専用ビームライン／共用ビームラインのいずれについても、施設利用料金
の利用者負担はない。ただし、共用ビームラインにおける成果公開優先利用の場合は、施設
利用料金 131，000 円を利用者が負担することとなっている。 
・成果非公開型の場合：専用ビームライン／共用ビームラインのいずれについても、施設利用料
金を利用者が負担する。なお、専用ビームラインの場合、利用者は設置者と同義である。 
＜料金水準は以下のとおり＞ 
∗ 共用ビームライン：480，000 円（成果非公開時期指定の場合は、50％増の 720，000
円）（ビームラインの測定代行は、成果非公開時期指定利用の一環として実施している
ので、この料金となっている。） 
∗ 専用ビームライン：312，000 円以上の施設利用料金は、運営費（運転、維持管理等経
費）回収方式により算出されたものである。料金水準は、海外の同種施設の場合とほぼ
同水準である。 
・共用ビームラインにおける消耗品実費負担：成果公開･非公開に関わらず、ビームライン利用に
係る消耗品の実費は利用者が負担する。（定額分 10，300 円＋実使用量に応じた従量分） 
 
以上にみたように、成果公開型の場合、利用料金が原則無料であり、部分的にしか施設利用料
金や消耗品費を徴収しないのは、次のような措置が講じられているためである。 
・ 共用促進法により、登録施設利用促進機関が行う利用促進業務（利用者選定業務及び利用
支援業務の総称）を行う経費が国費により措置されている。 
・ 加速器や共用ビームラインの運転、維持管理等経費は、特定先端大型研究施設運営費等補
助金や独立行政法人理化学研究所の運営費交付金により措置されている。 
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＜参考＞海外における施設の外部利用に関する利用料金及び採算の考え方 
 
ここで、参考としてアメリカやヨーロッパにおける共用施設の利用料金やその背後にある採算と
資金源についてみると、次のとおりとなっている。なお、ここでの記述は独立行政法人科学技術振
興機構 研究開発戦略センターによる調査報告書「我が国の研究開発拠点構築に資する主要各
国のナノテクインフラ投資戦略調査」（2006 年 7 月）による。 
① 利用料金について 
欧米の共用施設の利用料金体系はさまざまである。例えば、アメリカのコーネル大学はアメリカ
では最も古い政府資金によるナノテク研究施設群を有している。そこでの共用施設は基本的に利
用料金によって維持されている。その背景には、「共用ファシリティは利用者が欲するサービスを提
供し、利用者は利用料金が高くても利用する」という理念がある。ある研究施設の共用ファシリティ
では、運転コストの 4 分の 3 が利用料で賄われており、残りは外部資金やセンター共通経費が充て
られている。 
一方、バークレーにあるナノテク関係の国立研究所である Lawrence Berkeley National 
Laboratory, Molecular Foundry では、課金システムは原則無料である。ただし、論文を出すな
ど成果を公開することが条件である。成果を報告しない、或いはできないという場合は有料課金す
ることとなっている。このあたりは日本と同様である。 
また、英国において先端的学際領域の研究の推進と成果の普及・産業化を目指した施策として
設立された London Center for Nanotechnology (LCN)（設置と運営はロンドン大学（ＵＣＬとＩＣ
Ｌ））では、産業界を含む学外からの利用を見込んでいるが、装置利用は有料である。料金は単純
利用、技術支援を伴う利用など利用形態によって異なる。また、企業向け料金はそれ以外の利用
者の場合と比べて概ね 2 倍とされている。 
② 資金源や採算に関する考え方 
アメリカの全米科学財団（ＮＳＦ）は、我が国の先端研究施設共用イノベーション創出事業に
おける【ナノテクノロジー・ネットワーク】に相当する「国家ナノテクノロジーインフラネットワーク（ＮＮＩ
Ｎ）」に多大の投資をしている。これに対して、ＮＮＩＮに参加している 13 拠点（注：2009 年 3 月時
点では 12 拠点（注））は政府予算の倍以上を大学側の自主的努力で集めて運用している。 
また、イギリスのマイクロナノネットワーク（ＭＮＴ）でも、国は拠点施設側に対して 50％の資金調
達を要求するとともに、5 年後（調査時点は 2006 年）の独立を想定している。 
 
                                                  
（注）出典：NNIN HP http://www.nnin.org/ 
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５．支援体制 
 
 
 
（1） 大学の施設 
 
ここでは、先端研究施設共用イノベーション創出事業における大学の支援サービス体制につい
て概観する。 
先端研究施設共用イノベーション創出事業に参加している大学では、委託事業で支援員を雇
い入れ、大学のスタッフ（教授などの研究者）とチームを作って充実したサービス提供が行われて
いる。 
支援員は企業の研究者・技術者ＯＢやポスドクなどである。採用に当たっては、先端機器の利
用を実際に行え、また具体的に指導できる人材であることを条件にしている。場合によっては、大
学研究者のＯＢが指導しているところもある。具体例としては、次のような場合があげられる。 
・ 東京工業大学では、技術支援には精密光学機器メーカーなど企業の退職者や大学 OB（名
誉教授）を雇用している。 
・ 信州大学では、ポスドクを雇用している。 
・ 名古屋大学では大学ＯＢ（名誉教授）を雇用している。 
 
支援サービスはこれらの支援員と先端研究施設共用イノベーション創出事業の要員として位置
づけられた大学の教員によって実施される。ただし、事業に直接係わらない大学の固有の教員や
研究者、大学院生なども支援体制に組み込まれる場合もある。例えば次のような例が挙げられる。 
・ 東京工業大学や名古屋大学では、大学の電子顕微鏡研究者が必要に応じて観察結果の解
釈に関する支援を行っている。 
・ 信州大学や東京工業大学では、一部加工プロセスなどに大学院生をアルバイトとして雇って
いる場合がある。 
 
なお、支援員については、機器活用ができる支援員を確保することの困難さを指摘する大学もあ
る。 
 
（2） 独立行政法人の施設 
 
ここでは、先端研究施設共用イノベーション創出事業の場合を中心に、独立行政法人における
文部科学省委託事業により支援員を雇用し充実したサービスが提供されている。支援員に
は、企業の研究者・技術者ＯＢ、大学ＯＢ，ポスドクといった人材が活用されている。各機関の研
究者がサポートする体制が組まれているところが多い。 
一方で、各機関の独自利用制度に関しては、専門の支援員を確保する費用を確保できない
ため、各機関の研究者等が片手間で対応せざるを得ない状況がある。 
SPring-8 の場合は専門部門による充実した体制がとられている。 
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支援サービス体制について概観する。独立行政法人も大学と同様に、委託事業の予算によって
企業の研究者・技術者ＯＢやポスドクなどを雇い入れることにより、充実したサービス体制を構築し
ている。さらに、必要に応じて、先端研究施設共用イノベーション創出事業で雇用した専任スタッフ
のほか、機関の研究者がつく場合もある。具体的には次のような例がある。 
・ 独立行政法人理化学研究所 NMR 基盤施設では、タンパク発現から構造決定まで各分野別
に専門の支援員を配置している。 
・ 独立行政法人産業技術総合研究所や独立行政法人日本原子力研究開発機構高崎量子応
用研究所ではポスドクを雇用している。 
・ 独立行政法人産業技術総合研究所では、先端研究施設共用イノベーション創出事業で雇用
した専任のスタッフ以外に、テクニカルアドバイザーや専門分野のエンジニアによる支援体制を
構築している。 
・ 独立行政法人理化学研究所 NMR 基盤施設においても、支援員のほかに、チームリーダーク
ラス、研究員、技師、テクニシャンと手厚く人材を配備している。 
 
なお、独自利用制度の場合においても人的サービスは行われているが、独立行政法人日本原
子力研究開発機構高崎量子応用研究所では、利用者が十分なノウハウを有している為、ほとんど
不要な場合があるとのことである。 
 
（3） 大型放射光施設 
 
SPring-8 では財団法人高輝度光科学研究センターの組織として利用支援のための専門部門
があり、情報支援、技術支援のための専属スタッフを擁する非常に充実した体制がとられている。
組織体制を担う人員をみると、次のようになっている。 
・ 情報支援は、主に利用業務部の職員、契約制職員が実施している。 
・ 共用ビームラインでの技術支援は、主に利用研究促進部門及び産業利用推進室の職員（研
究者、テクニカルスタッフ）、及び任期制研究員、契約制職員が中心に実施している。 
また、財団法人高輝度光科学研究センターでは産業利用推進室にコーディネーターをおいてい
る。コーディネーターは各分野の専門家が利用者に対する啓発や相談に当たるものであり、生物、
材料など SPring-8 が研究に寄与する各分野のオーソリティ的な研究者が任命されている。 
なお、共用ビームラインに関する支援体制については、技術支援スタッフの平均人数は、海外の
同様の施設と比較すると半分程度とのことである。 
 
＜参考＞サポート人員に関する海外の事例 
 
施設のサービス全米科学財団の国家ナノテクノロジーインフラネットワーク（ＮＮＩＮ）では、フルタ
イムで雇用されているテクニシャンが 13 拠点全体で約 100 名も配置されている。また、テクニシャ
ンとしてのキャリアパスがある程度確立されている。拠点のひとつであるスタンフォード大学のスタン
フォード・ナノファブリケーション・ファシリティ（ＳＮＦ）には約 30 名のスタッフがいる。また、ＳＮＦのユ
ニークなシステムとして、「コンサルタント」がある。これは、企業とＳＮＦをつなぐ技術的な人材であ
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り、企業がＳＮＦでの作業を委託し、「コンサルタント」が企業に代わってＳＮＦでの作業を実行する
というものである。「コンサルタント」はＳＮＦのシステムや装置に習熟しており、企業にとっては社員
を新たにトレーニングする必要がないというメリットがある。多くの場合、スタンフォード大学の卒業
生がこうした「コンサルタント」となっているという。 
一 方 、コー ネル大 学 の 共 用 施 設 で は、装 置 の 維 持 ・管 理 ・操 作 や 使 用 法 の 教 育 をする
Facility Manager がいる。学位を有する者もいるが、サービスの提供を本務としている（研究プロ
ジェクトに加わることもある）。Facility Manager はプロ意識を持っており、また、組織で尊敬されて
おり、このような人材が長期間に渡って共用施設を維持している。また、企業への高給での異動や
Manager への昇格を含め、テクニシャンのキャリアパスが整っている。一方、一般論として共用施設
のファンディングで研究要員としてのポスドクを雇用すると、サービスも研究も中途半端になるという
問題が発生する恐れがあるといったことも指摘されている。（注） 
 
６．支援サービス 
 
 
 
（1） 大学の施設 
 
① 支援サービスの内容 
 
先端研究施設共用イノベーション創出事業の場合を中心に、大学における支援サービスの内容
をみると、設備利用の各段階においてさまざまな支援サービスが実施されている。それらは、先端
研究施設共用イノベーション創出事業において委託事業として規定されているものである。中でも、
【産業戦略利用】の場合は、共用促進リエゾンによる支援が行われている。 
そのほか、申請時から終了時点までの各段階において、教員や研究者による自主的な支援が
行われている。 
これらのサービスの内容をまとめると、次の表に示すとおりである。 
                                                  
（注）独立行政法人 科学技術振興機構 研究開発戦略センター『我が国の研究開発拠点構築に資する主要各国のナノテクイ
ンフラ投資戦略調査』（2006 年 7 月）より 
文部科学省委託事業においては、設備利用の各段階において支援サービスを実施してい
る。また、申請前から終了時点までの各段階において各機関の教員・研究者による支援も行わ
れている。こうした様々な支援サービスは、民間企業の利用を拡大する上で大きな役割を担って
いる。 
なお、大学や独立行政法人が参加する【ナノテクノロジー・ネットワーク】では、企業の相談に
対して、企業の立地に近い他の参加機関の紹介などを行うこともある。 
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申請前 ・ 教員、リエゾン等による相談対応やコンサルテーション 
（例）申し込み事前相談と申込書記入サービスの実施 
申 請 時 点 から 契 約
時 
・ 契約実務における知財の取り扱いなどに関する相談 
・ 実験計画に関するコンサルテーション 
設備利用の実施時 ・ 試料のスクリーニング 
・ 試料の作製 
・ 機器取り扱いの講習 
・ 機器取り扱いなど実験指導（実際には、技術代行でほとんどを施
設側で行う場合も多い。） 
・ データ解析、構造決定などの支援 
終了時 ・ 成果報告書の作成支援 
 
支援サービスに関する特徴的なこととして、先端研究施設共用イノベーション創出事業に定めら
れた以外に、大学の教員・研究者や支援員による自主的な支援活動が行われていることがある。
技術代行においても、実質的には機関側が蓄積したノウハウが活用されている場合が多いのであ
る。例えば、次のような例があげられる。 
・ 東京工業大学では、知財に絡まない範囲において、それまでの研究の蓄積を活かした技術的
な支援を各段階で行っている。例えば、実験内容の検討や結果の解釈などである。ただし知
財が絡む場合は、共同研究に切り替えるように企業側に働きかけている。  
・ 成果の活用においてもノウハウなどの知財が絡む場合があるが、そうした場合で、外部利用企
業に対して大学側の貢献度を積極的に主張することはしていない。 
・ 成果の報告においても、利用企業の意向を尊重し、成果公表を延長するなどの対応を行って
いる。 
 
なお、提案の内容が委託事業にふさわしいかの判断も重要である。また、大学や独立行政法人
が参加する【ナノテクノロジー・ネットワーク】では、企業の相談に対して、企業の立地に近い他の参
加機関の紹介などを行うこともある。 
 
② 支援サービスに対する利用企業の評価 
 
本調査の一環として行った施設利用企業に対する質問票調査では、当該施設を利用した理由
を尋ねている。信州大学、名古屋大学いずれの場合も、その最も大きな理由は「利用支援サポート
があること」であった。次いで「十分な機能・性能を有する設備が他にないため」という理由が続いて
いる。このように、ここで述べたさまざまな支援サービスは、民間企業の利用を拡大する上で大きな
役割を担っている。 
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（2） 独立行政法人の施設 
 
① 支援サービスの内容 
 
独立行政法人における先端研究施設共用イノベーション創出事業に関する支援サービスの内
容については、大学と同様である。各段階において自主的な支援が行われていること、そこには機
関側が蓄積したノウハウが活用されている場合が多いこと、知財に係る機関側の貢献度を積極的
に主張しないこと、成果の報告において成果公表を延長するなどの対応をしていることなども同様
である。具体的には次のような例があげられる。 
・ 独立行政法人産業技術総合研究所では、課題を担当するスタッフが週 2 回のミーティングに
よって工程管理を実施している。 
・ 独立行政法人日本原子力研究開発機構高崎量子応用研究所では、応募書類づくり、実験
計画づくりの段階から成果の解釈まで、トータルサポートを実施している。 
 
② 支援サービスに対する利用企業の評価 
 
本調査の一環として行った施設利用企業に対する質問票調査では、当該施設を利用した理由
として支援サービスの充実は特に大きな要因としてあげられていない。しかし、他の設問では、支援
サービスに対する満足度が高いことなどがあり、利用の拡大を図る上で大きな要素となっているとい
える。 
また、独立行政法人産業技術総合研究所など各機関が独自に行っているアンケートなどにおい
ては、支援サービスに対する満足度は高く、当該施設を評価するうえでかなり重要な要素となって
いることが窺える。 
 
（3） 大型放射光施設 
 
① 基本的なサービス 
 
SPring-8 を運営する財団法人高輝度光科学研究センターでは、情報支援、技術支援、常時
対応業務などに分かれて、充実した支援サービスを提供している。それらの内容は次のとおりであ
る。 
・ 情報支援：問い合わせ対応、図書情報管理、情報の提供 など 
・ 技術支援：実験対応準備、実験支援、機器の調整、結果解析相談、技術問い合わせに対す
る相談、講習会・ワークショップなどの企画・開催、最先端の利用研究情報の収集 
など 
また、上述のコーディネーター制度により、利用者に対する啓発や相談を通じて民間企業と
SPring-8 への橋渡しが行われている。このような利用拡大に向けた環境を整えるための支援サー
ビスも重要なものとなっている。 
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② 新たな試み～タンパク質結晶メールイン測定サービス及び XAFS 測定代行～ 
 
SPring-8 では新たなサービスニーズに沿った取り組みも進めている。その一つが、利用者が
SPring-8 へ測定試料を送付等し、SPring-8 側のスタッフが利用者に代わって測定を行う利用
制度である。これは、外部共用事業のリモート化、バーチャル化の一環として注力しているもので
ある。 
タンパク質結晶メールイン測定サービスは、2007 年後期から始まった独立行政法人理化学研
究所独自の支援サービス（財団法人高輝度光科学研究センターは実施に協力）である。これは、
製薬会社の利用を想定したものであり、機関側と利用企業との間に中間事業者が入り、タンパク
質結晶などの試料の測定を行うものである。製薬業界は守秘義務が厳しく依頼先に試料の情報
を伝えたくないという要望がある一方、SPring-8 側は安全確保のために試料の情報は必要として
おり、双方の間の必要情報の授受についてジレンマがあった。そこで、中間事業者（仲介業者）を
入 れ、仲 介 業 者 が試 料 の安 全 を保 障 する仕 組 みをつくったものである。これにより、企 業 は
SPring-8 側に対して試料の情報を提供する必要がなく、SPring-8 側の安全も保障された。
SPring-8 の利用を拡大する観点から、またユーザーの利便性や実験効率の観点から効果的と
考えられた。 
ただし、中間業者を通したメールインサービスは、利用企業にとって関係する機関が増えたこと
が守秘性に対する不安要因となり利用が伸びなかったことも一因と考えられるため、2009 年度以
降は財団法人高輝度光科学研究センターが直接利用者からサービスを請負うシンプルな仕組み
に変更する予定である。 
また、共用ビームラインにおいては、約 1 年間の試行期間を経て、2008 年後期より財団法人高
輝度光科学研究センターによる XAFS 測定代行が本格導入されている。これは、企業内に専門ス
タッフを確保することが困難な中堅企業等の利便性拡大や、すぐに SPring-8 を利用したいという
即時利用ニーズへの対応を図るために、利用者が測定したい試料を SPring-8 へ送付又は持参
し、財団法人高輝度光科学研究センターの支援スタッフが測定を行う制度であり、利用制度上は
「共用ビームライン成果専有時期指定利用」の一環と位置づけられている。現状、本制度の利用
手法は XAFS（X 線吸収微細構造）手法に限られているが、今後、測定装置の自動化を進めること
等により、測定代行対象を XAFS 以外の手法に拡大することも計画されている。 
 
③ 支援サービスに対する利用企業の評価 
 
本調査の一環として実施した利用企業に対する意向調査では、SPring-8 を利用した理由とし
て「利用者支援サポート体制がしっかりしている」ためという回答が 101 件中 47 件あった。このよう
に、SPring-8 が提供しているさまざまな支援サービスは、民間企業の利用を拡大する上で大きな
役割を担っている。 
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＜参考＞海外の同種施設におけるサービスについて 
 
微細加工の共用施設であるスタンフォード・ナノファブリケーション・ファシリティ（ＳＮＦ）を運営し
ている米国のスタンフォード大学では、ＮＮＩＮ事業として約 30 名のスタッフがいて、プロセスのサポ
ートを含め、目的とするデバイスができるよう、バックアップしている。その他、大学の周辺では、共
同利用施設について熟知している事業者が大学と企業との間に立って、利用に関する助言をコン
サルタンティングビジネスとして行っている。機器のオペレーションについては、施設側のスタッフが
行うのではなく利用企業が行うことが基本であり、24 時間利用できるようになっている。（注） 
 
 
７．情報提供の方法 
 
 
 
（1） 大学の施設 
 
① 情報の発信 
 
先端研究施設共用イノベーション創出事業に関する情報提供の方法は、基本的に大学のホ
ームページであり、ホームページから利用申し込みもできる体制となっている。しかし、ホームペー
ジによる情報発信活動だけでは、施設利用につながらないという課題もある。各大学のインタビュ
ーによると、ホームページで情報発信や申し込み受付を行っているものの、該当するページが階
層の深いところにあるため、情報にアクセスしづらいことが認識されている。 
こうしたことから、次に示すように、利用促進のためにさまざまな情報提供活動が行われてい
                                                  
（注）独立行政法人 科学技術振興機構 研究開発戦略センター『我が国の研究開発拠点構築に資する主要各国のナノテクイ
ンフラ投資戦略調査』（2006 年 7 月）より 
 各施設においてホームページで情報発信や申込の受付を行っているが、ホームページをみて
施設の共用の情報を得たという企業はなく、設備を保有する施設の研究者との共同研究、設備
を保有する機関の研究者、スタッフの紹介、知人の紹介がきっかけになったというところが多い。
機関側としては、企業向け見学会、説明会が効果的と考えているところが多い。また、独立行政
法人の中には会員制度を設けて情報発信をしているところもあり、利用企業からは好評を得てい
るようである。 
独立行政法人産業技術総合研究所が参加している【ナノテクノロジー・ネットワーク】では、
参加機関が共同して、情報発信や講習会を実施している。つくば地区では先端研究施設共
用イノベーション創出事業を実施している 4 つの公的研究機関（大学共同利用機関法人高エ
ネルギー加速器研究機構、独立行政法人産業技術総合研究所、筑波大学、独立行政法人
物質・材料研究機構）が合同でワークショップを開催し、4 機関が提供する最先端技術と、そ
の施設・機器の共用を進める事業について理解を深めてもらうことで利用促進を図るといった
取組が見られる。 
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る。 
・ 全てのインタビュー先において、広報、ＰＲ、企業の開拓のために、教員・研究者のネットワー
ク、学会の大会や学会誌、シンポジウム、講演会活動などを活用している。 
・ 東京工業大学の参加している【ナノテクノロジー・ネットワーク】では、参加機関が共同で情報
発信や講習会を実施している。 
・ 名古屋大学では、企業向け見学会や説明会を行っているが、見学会は参加者が多数集ま
ることがあり、効果をあげている。 
・ 東京工業大学では、先端研究機器の活用に関する独自のスクールを実施している。 
・ 信州大学では、産学共同研究センター、サテライトベンチャーラボラトリーなどの大学の産学
連携機関を通じた情報発信を行っている。また、長野市ものづくり支援センターなど、自治体
関連機関による情報発信も行っている。 
 
② 利用企業の情報入手や発掘の方法 
 
大学側が共用事業による施設利用企業を発掘する方法としては、大学の教授・研究者やスタ
ッフによる個別の企業に対する共用事業の紹介という場合が最も多い。その他、セミナーや共同
研究がきっかけになっている。 
また、名古屋大学の場合をみると、大学との共同研究を行っていた企業が共用事業に取り組
んだというケースもある。遠隔地の企業については、知人等の紹介というケースもあり、先の情報
発信とあわせ、さまざまなルートで利用企業を開拓していることがうかがえる。 
 
（2） 独立行政法人の施設 
 
① 情報の発信 
 
独立行政法人の場合も、自身のホームページによって情報の発信と申し込み受付を行ってい
る。しかし、大学で述べたのと同様に、それだけでは不十分であるため、どの機関においても、さ
まざまな手段で広報、ＰＲ活動を行っている。また、企業の開拓目的も兼ねて、教員・研究者のネ
ットワークの活用や、学会の大会や学会誌、及びシンポジウム、講演会活動などを活用した情報
提供活動を行っている。例えば、次のような事例があげられる。 
・ 独立行政法人産業技術総合研究所が参加している【ナノテクノロジー・ネットワーク】では、参
加機関が共同して、情報発信や講習会を実施している。つくば地区では先端研究施設共用
イノベーション創出事業を実施している 4 つの公的研究機関（大学共同利用機関法人高エ
ネルギー加速器研究機構、独立行政法人産業技術総合研究所、筑波大学、独立行政法
人物質・材料研究機構）が合同でワークショップを開催し、4 機関が提供する最先端技術と、
その施設・機器の共用を進める事業について理解を深めてもらうことによる利用促進を図っ
た。 
・ 独立行政法 人産業技術 総合研究所 、地球シミュレータ、独立行政法人 理化学研究 所
NMR 基盤施設などでは、企業向け見学会や説明会を行っている。見学会は多数集まること
があり、効果的である。 
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・ また、これらの機関では、広報と利用拡大のためにイベントを多数開催している。独立行政
法人理化学研究所 NMR 基盤施設の場合は、公募説明会、事業報告会、セミナー、展示
会への参加などのイベントを数多く開催・活用している。 
・ 独立行政法人産業技術総合研究所や独立行政法人理化学研究所 NMR 基盤施設では、
施設利用懇談会などの会員制度を活用して、情報提供と利用者の拡大を図っている。 
・ 独立行政法人産業技術総合研究所では、会員に対して月 1 から 2 回のペースでニュースレ
ターを配信している。 
・ 地球シミュレータでは、会員制度ではないが、企業が入っている賛助会があり、ここを通じて
情報を提供している。 
・ 独立行政法人産業技術総合研究所では独自のスクールを実施しており、これで共用事業を
知ってもらう場合が多い。 
・ 独立行政法人日本原子力研究開発機構高崎量子応用研究所では、地元の産業界を対象
とした産学官連携によるフォーラムを情報提供に活用している。 
 
② 利用企業の情報入手や発掘の方法 
 
実際に利用する企業を発掘するためには、上述のような情報発信とあわせて、さまざまな活動が
行われている。 
地球シミュレータや独立行政法人産業技術総合研究所ではそれまで企業と行ってきた共同研
究がナノプロセシングの機器利用に結びつくケースがある。 
独立行政法人日本原子力研究開発機構高崎量子応用研究所では、機関の研究者、スタッフ
の紹介が最も多く、地球シミュレータでも知人等の紹介が目立つということである。このように、利用
のきっかけとして口コミが重要なものとなっている。 
 
（3） 大型放射光施設 
 
① 情報の発信 
 
SPring-8 においても、大学や他の独立行政法人の施設と同じく、ホームページなどの効果は
弱い。そこで、ホームページによる情報発信に加え、次に示すようなさまざまな情報発信と利用の
プロモーション活動を行っている。 
・ 定期的な講習会、研修会、ワークショップ、シンポジウム、成果発表会、スクールの実施。 
・ 外部主催のセミナーや学会における情報の発信。 
・ 成果事例データベースの作成と活用。 
・ 産業利用促進のためのコーディネーター（各分野の専門家）による企業往訪。 
・ 兵庫県が、専門家だけでなく、産業界、県民をはじめとする社会全体における認識と知名度
を高めることを目的に、産業への応用を含め、社会経済全般の発展に寄与する研究成果を
あげた研究者等に対して「ひょうご SPring-8 賞」を表彰する事業を 2003 年度から実施して
SPring-8 の PR に貢献している。 
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また、産業利用を促進するためのコーディネーター（上述）を分野ごとに配置することによって、敷
居を下げる工夫も行っている。 
 
② 利用企業の情報入手や発掘の方法 
 
SPring-8 においても、利用企業を発掘するに当たっては、ホームページやセミナー活動など効
果は限られている。ここでも、施設の研究者やスタッフの紹介及び知人等の紹介が多く、口コミの力
が大きい。また、先と同様、施設側との共同研究がきっかけになっている場合も多い。 
SPring-8 の共用事業を運営する財団法人高輝度光科学研究センターでは、これまで放射光
利用初心者を対象とした産業利用分野でのトライアルユースを実施してきたが、利用企業の裾野を
広げる上で非常に効果的であったとしている。ただし、産業利用トライアルユースは現在終了し、先
端大型研究施設戦略活用プログラム（2005 年度～2006 年度）を経て、「重点産業利用課題」制
度の中の「新規利用者」又は「新領域」がこれに代わるものとなっている。 
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��� 先端研究施設の���用の�� 
 
大学及び独立行政法人の先端研究施設の外部利用の状況と、それによる企業イノベーションへ
の貢献の状況は以下のとおりとなっている。 
 
�１� ������（�） 
 
 
 
１．大学の施設 
 
（1） 先端研究施設共用イノベーション創出事業 
 
大学における先端研究施設共用イノベーション創出事業で民間企業が行った課題数や利用
企業数をみると、次の表に示すとおりである。これにあるように、2007 年度は企業の利用は年間あ
たり 10 数件程度となっていたが、2008 年度では、信州大学及び名古屋大学が 30 件以上となっ
ている。 
課題の内容をみると、【ナノテクノロジー・ネットワーク】によるものについては、テーマがナノテク、
が中心となっている。一方、【産業戦略利用】ではテーマは幅広く、材料分野、エレクトロニクス分
野など多岐に亘っている。特に、新規利用拡大は企業の試行的利用ニーズに対応しようとする要
素が強いため、内容はさまざまである。 
 
                                                  
（注 ） ここでの件数はすべて調査時点のものとなっている。 
文部科学省委託事業に関しては、大学の設備の利用課題数は 10 数件程度のものが多く、
独立行政法人については、10 数件から 100 件以上と課題数に幅がある。 
独自利用制度については、文部科学省委託事業を契機に事業を開始した大学があり、まだ
利用する企業は少ないが数社出てきている。早くから独自利用制度を設けている独立行政法人
は利用件数も多くなっている。 
各機関においては、ナノテク、ナノバイオといった分野の他、エレクトロニクス、食品、植物分野
など多岐に亘る。SPring-8 についても、利用分野、ニーズは多岐に亘っている。 
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14件（造形）
0件（観察）
無回答(造形)
14件（観察）
2007年度 16件<14社>
2008年度 33件<30社>
2007年度 16件
2008年度 35件
2007年度
東京工業大学
2008年度
信州大学
名古屋大学
 
注：＜＞内は利用企業数 
 
(2) 独自利用制度 
 
独自利用制度の場合の企業の利用は、次の表に示すように、先端研究施設共用イノベーショ
ン創出事業と比べて少ない。これは、独自利用制度が始まって間もないことが背景にあると考えら
れる。 
 
信州大学 2008年度 ２社
2007年度 ０件
2008年度 ５件
名古屋大学
 
 
（3） 利用企業調査結果 
 
大学を利用した企業に対する意向調査や大学に対するインタビュー調査の結果から利用状況
を整理すると、次のとおりとなっている。 
【信州大学】 
・ 2008 年度からの利用企業が多く、2008 年度においては、新規のテーマが 6 社、2007 年度
からの継続テーマは 3 社となっている。 
・ 課題の内容については、応用研究と基礎研究が多い。ただし、実用化研究もある。 
・ 研究の形態をみると、自社単独と信州大学との共同研究とがほぼ半々となっている。 
【名古屋大学】 
・ 2007 年度からの継続テーマで行っている企業が 1 社あるが、他社は 2008 年度の利用はな
い。ただ、その中に長期的な課題で利用を検討している企業がある。 
・ 内容的には、基礎研究が 2 社、応用研究が 1 社となっている。 
・ いずれも名古屋大学との共同研究である。 
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２．独立行政法人の施設 
 
（1） 先端研究施設共用イノベーション創出事業 
 
独立行政法人の施設について企業の利用課題数をみると、独立行政法人産業技術総合研究
所の 2007 年度の場合は、47 社となるなど利用件数が他の機関に比べ若干多くなっている。 
内容についてみると、【ナノテクノロジー・ネットワーク】によるものについては、テーマがナノテク、
ナノバイオなどに絞られている。一方、【産業戦略利用】では、テーマは幅広く、エレクトロニクス分
野、食品分野、植物（種苗）分野など多岐に亘る。特に、新規利用拡大は、新たな利用者や利用
分野を拡大するものを募集・選定するということで実施しているため、内容はさまざまである。 
なお、独立行政法人日本原子力研究開発機構高崎量子応用研究所では、「戦略分野利用推
進」における戦略地球環境分野は見込みと異なり、応募が少なかった。これは企業の求める守秘
性が高いためと考えられる。 
 
2005年度 50件
2006年度 33件
2007年度 47件 先端研究施設共用イノベーション創出事業（ナノテクノロジー・ネットワーク）
ナノテクノロジー総合支援プロジェクトの支援
実績独立行政法人産業技術総
合研究所
 
注：大学、公的研究機関を合わせた全体の利用件数は、2005 年度から順に 135 件、122 件、180 件となっている。 
 
2007年度 15件
2008年度 22件
2007年度 12件
2008年度 12件
2007年度 13件(6)
2008年度 23件(12)
独立行政法人理化学研究
所　NMR基盤施設
独立行政法人海洋研究開
発機構　地球シミュレータ
独立行政法人日本原子力
研究開発機構高崎量子応
用研究所
 
注：カッコ内はこのうち、産学官共同研究 
 
（2） 独自利用制度 
 
独自利用制度についてみると、少ない機関と非常に多い機関が混在している。独立行政法人日
本原子力研究開発機構高崎量子応用研究所は件数が特に多く、年間 300 件以上となっている。 
独立行政法人日本原子力研究開発機構高崎量子応用研究所の場合は、先端研究施設共用
イノベーション創出事業よりも独自利用制度による外部利用のほうが圧倒的に多いが、それは、早
くから独自利用制度を設け、産学連携活動の経験があるためである。また、独立行政法人日本原
子力研究開発機構高崎量子応用研究所の場合はほとんどの利用者が再利用する傾向にあり、年
数が経つにつれて利用者、利用件数が拡大する結果となっている。 
なお、独立行政法人理化学研究所 NMR 基盤施設の場合は、非占有利用のほとんどは大学で
あるが、その背後には共同研究先の企業がある場合もある。 
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2007年度 12件
2008年度 17件
2007年度 74件
2008年度 84件
2006年度 325件
2007年度 321件
独立行政法人理化学研究
所　NMR基盤施設
独立行政法人海洋研究開
発機構　地球シミュレータ
独立行政法人日本原子力
研究開発機構高崎量子応
用研究所  
 
（3） 利用企業調査結果 
 
ここで独立行政法人の施設を利用した企業に対す意向調査や独立行政法人の施設に対する
インタビュー調査の結果から、利用状況を整理すると、次のとおりとなっている。 
【利用状況】 
・ 利用事業についてみると、独立行政法人産業技術総合研究所ナノプロセシングの利用回答
者は先端研究施設共用イノベーション創出事業、当該機関との共同研究、文部科学省事業
以外の無償利用などとさまざまである。 
【課題の内容】 
・ 地球シミュレータでは基礎研究が目立つ。 
・ 独立行政法人産業技術総合研究所（ナノプロセシング）では応用研究や実用化研究という回
答が目立つ。 
・ 独立行政法人日本原子力研究開発機構高崎量子応用研究所では実用化研究が目立つ。 
【形態】 
・ 地球シミュレータでは、当該機関以外の機関との共同研究が目立つ。 
・ 一方、独立行政法人日本原子力研究開発機構高崎量子応用研究所と独立行政法人産業
技術総合研究所（ナノプロセシング）では自社単独と当該施設との共同研究が目立つ。 
 
３．大型放射光施設 
 
（1） 全体の利用状況 
 
SPring-8 の場合は利用数が非常に多い。それは、放射光の利用分野、利用ニーズが極めて多
種多様であるためである。 
同施設での産業利用は 1997 年 10 月の共用開始当初から行われてきたが、当初は産業利用の
比率が 5％足らずであったものが、様々な産業利用促進プログラムによって利用比率を伸ばしてき
た。具体的には、2001 年後期と 2003 年度前期～2005 年度前期においてはトライアルユース制度
を実施し、それが効果を上げたため、利用が 5%強から 13%まで伸びた。また、2005 年後期～2006
年度後期においては戦略活用プログラムにより、利用が 13％から最大 20％まで増加し、現在に至
っている。 
2007 年度の実績をみると、次のとおりである。 
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【共用ビームライン】 
・ 共用ビームライン数 26 本 
・ 年間利用研究課題数は 1，520 課題。このうち、産業利用課題数（民間企業所属の研究者等
が実験責任者として実施した課題数）は 300 課題 
【専用ビームライン】 
・ 専用ビームライン数 14 本。このうち、産業利用を主たる目的としているビームラインは 5 本。 
・ 年間利用研究課題数は、専用ビームライン全体で 486 課題。このうち、上記 5 本のビームライ
ンで実施した課題数は 175 課題 
・ なお、これとは別に現在建設中の専用ビームラインが 3 本あり、うち 2 本が産業利用を主たる目
的としている。 
 
（2） 利用企業調査結果 
 
本調査の一環として実施した SPring-8 利用企業に対する質問票による調査によると、次のと
おりである。以下の記述は調査に対して回答のあった企業における分析である。 
【利用概況】 
・ 2008 年度の研究課題は 2007 年度からの継続テーマが多く、継続、反復利用がかなり目立
つ。 
同様のテーマで引き続き実施：回答 101 件中 56 件 
テーマを変えて実施：同 21 件 
・ 回答者の 2007 年度の利用形態は無償・成果非占有が多く（101 件中 57 件）、有償・成果占
有は 25 件、有償・成果非占有は 11 件であった。 
・ 2008 年度についてもほとんど同じ傾向である。 
【内容】 
・ 基礎研究という回答が最も多く（回答 101 件中 65 件）、次いで応用研究（同 44 件）、実用化
研究（同 23 件）となっている。 
【形態】 
・ 研究の形態は、自社単独が最も多く（回答 101 件中 66 件）、次いで当該機関との共同研究が
続いている（同 25 件）。 
・ その他では、大学との共同研究などがある。 
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＜参考＞海外の同種施設における外部利用者の割合について 
 
アメリカの全米科学財団（ＮＳＦ）は、我が国の先端研究施設共用イノベーション創出事業における
【ナノテクノロジー・ネットワーク】に先んじて実施されていた「国家ナノテクノロジーインフラネットワー
ク（ＮＮＩＮ）」（2004 年～：1994 年にスタートした NNUN（User’s Network）の後進事業）（注 1）の各
拠点に対して、50％が外部ユーザーであること、他の連邦政府の機関、州政府を含むＮＳＦ以外の
資金源と民間部門からの資金を得ること（注 2）などを条件として支援している。その拠点の 1 つである
スタンフォード大学のスタンフォード・ナノファブリケーション・ファシリティ（ＳＮＦ）についてみると、ユ
ーザー数は平均常時 200 名いるが、その内 60 名が外部企業のユーザーとなっている。120 名が
スタンフォード大学内部の利用、20 名が同大学以外のアカデミー利用者である（注 3）。 
 
                                                  
（注 1） 独立行政法人 科学技術振興機構 研究開発戦略センター『自立志向型共同利用ナノテク融合センターの設置』（2007
年 1 月）より 
（注 2） NSF HP より http://www.nsf.gov/pubs/2003/nsf03519/nsf03519.pdf 
（注 3） 独立行政法人 科学技術振興機構 研究開発戦略センター『我が国の研究開発拠点構築に資する主要各国のナノテク
インフラ投資戦略調査』（2006 年 7 月）より 
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��� ��企業の�� 
 
 
 
１．大学の施設 
 
（1） 業種 
 
事例研究の対象とした名古屋大学や信州大学をみると、利用企業の業種は全般的に化学、素
材、エレクトロニクスが多い。これは施設側の機器の関係によるものとみられる。 
例えば、名古屋大学では超高圧電子顕微鏡が共用の対象となっており、こうしたことから、ナノテ
クや機能性材料などを研究対象とする電気機器、輸送用機器、セラミックス、精密機器、印刷、光
学、金型、化学などの企業が多いといえる。 
また、信州大学ではナノ・カーボンデバイスの試作や評価に関する装置群が共用の対象となって
いることから、化学、素材・金属加工などのメーカーの利用が多い。特に、工程の上流に位置する
金属加工、素材などの企業、及び川下に位置する最終製品のセットメーカー企業が目立つ。前者
は自ら生産・供給する素材、部材などの研究開発を行うためであり、後者は自社の製品に利用する
素材、部材などの新しい可能性を確かめるため、ということができよう。 
 
（2） 企業の規模等 
 
利用者についてみると、全国的な企業が多い。たとえ形態は中小企業やベンチャーであっても、
大企業の子会社などの場合が多い。 
ただし、信州大学のように、大学施設の立地によっては、地元の中堅・中小企業の利用が目立
つところもある。また、名古屋大学は大都市圏に立地しているが、中小企業の利用も目立つ。 
 
（3） 企業の地域性 
 各施設利用企業の業種については、化学、素材、エレクトロニクスが多い。SPring-8 について
も、電気、化学関係企業が多い。 
企業の規模は、大企業が多く、中小企業・ベンチャーがあっても大企業の子会社である場合
が多い。機関によっては大学発、独立行政法人発ベンチャーの利用もある。大学に関しては、
地元の中堅・中小企業の利用があり、地域性が見られる。SPring-8 の場合は、大企業の利用も
多いが、中小企業・ベンチャーの利用もある。企業の地域性はないが、地元自治体の兵庫県が
所有する専用ビームラインにおいて、地元企業による利用を推進している。 
なお、海外では、ベンチャー企業が大学の近くに立地する意義について、共用施設を利用で
きることと大学の研究者との交流にある、としている例もある。 
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事例研究の対象とした名古屋大学と信州大学について利用企業の場所をみると、上述のように
全国的な活動をしている企業が多いこともあり、地域性はあまり関係ないということができる。それは、
技術代行などの場合において、実験の試料を宅配便で送ること、また企業の担当者は実験には立
ち合わないなどの理由がある。 
とはいえ、次に示すように、大学の場合は独立行政法人の場合よりも地域性があるということもで
きる。 
・ 名古屋大学の利用企業：東海地区 8 件、関東地区 6 件、その他 2 件 
・ 信州大学の利用企業 ：県内 16 社、首都圏 6 社、その他 8 社 
  
因みに、これらの大学を利用した企業に対する調査の結果をみると、当該施設を利用した理由と
して、「当該施設を有する機関と共同研究を行っているため」という回答が目立つほか、「当該施設
が近隣にある」をあげている企業もある。利用企業に地域性がみられる背景には、こうした事情があ
るということができる。 
 
２．独立行政法人の施設 
 
（1） 業種 
 
事例研究の対象とした独立行政法人の施設の利用企業の業種は、全般的に化学、素材、エレ
クトロニクスが多い。例えば、ナノプロセシング関連の装置群を共用する独立行政法人産業技術総
合研究所では、化学、エレクトロニクス、部材が上位 3 業種となっている。 
ただし、一部の機関では利用企業の業種は幅広い。サイクロトロン、タンデム加速器、イオン注入
装置、電子線照射施設などを共用する独立行政法人日本原子力研究開発機構高崎量子応用研
究所では、食品、種苗など多岐にわたっている。 
 
（2） 企業の規模等 
 
独立行政法人の利用企業をみると、大学の場合と同様に、全国的な企業がほとんどであるが、
独立行政法人理化学研究所 NMR 基盤施設では、大学発ベンチャーや理研発ベンチャーの利用
もある。また、実験機器の種類やこれまでの産学連携活動の状況によっては、地元その他の中堅・
中小企業の利用が多い場合もある。独立行政法人日本原子力研究開発機構高崎量子応用研究
所がこうした例に該当する。 
 
（3） 企業の地域性 
 
利用企業の立地場所をみると、大学の場合と同様、基本的に地域性は関係ない。今回実施し
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た利用企業に対する質問票による調査でも、施設が近隣にあるから、という回答はみられなかった。 
ただし、首都圏の企業が多いという意味で地域性が出ているという場合はある。例えば、独立行
政法人産業技術総合研究所の利用者（民間企業のほかに大学などを含む）の所在を課題別にみ
ると、関東 160 件、近畿 8 件、東海北陸 5 件、東北 3 件、九州 4 件となっている。 
なお、地球シミュレータでは、ＡＳＰ（アプリケーション サービス プロバイダー（Application Service 
Provider））が公的研究機関と民間企業の間に中間事業者として介在し、企業からプロジェクトを受
託し、共用機器を利用するケースがある。その場合は、実際にどの地域にある企業が利用している
かはわからない。 
 
３．大型放射光施設 
 
（1） 業種 
 
SPring-8 の利用企業は、電気関係や化学関係企業が多いが、食品製造業、金属の精密加工
など多岐にわたっている。 
 
（2） 企業の規模 
 
SPring-8 の利用企業は基本的に全国的な企業が多い。特に、専用ビームラインの場合は、大
企業に限られる。 
ただし、共用ビームラインの利用については、中小企業、ベンチャーの利用もある。 
また、専用ビームラインの場合においても、兵庫県が 2 本の県専用ビームラインを整備し、産業
界への利用に供している。県の狙いは地域産業のイノベーションの推進にあり、実質的には兵庫県
内の中堅企業の利用もかなりあるということができる。 
 
（3） 企業の地域性 
 
SPring-8 を利用する企業の所在地は、企業が集中している関東と近畿が中心であり、全国区
的性格が強い。今回の調査の一環として実施した利用企業に対する質問票による調査においても、
利用理由に施設の近接性をあげる回答は少なかった。 
ただし、上述のように、地元自治体の兵庫県が 2 本の専用ビームラインをもち、地元企業による
利用を推進している。兵庫県の取り組みは、放射光にかかる新産業の創造と新技術の開発を促進
しようとするものであり（注）、SPring-8 を含む播磨科学公園都市を、次世代技術の発信基地とする
ための拠点として位置づけている。また、兵庫県立大学は SPring-8 のビームを利用する中型放射
光施設「ニュースバル」を整備し、企業との共同研究を進めている。 
                                                  
（注 ）兵庫県「兵庫県における放射光産業利用の推進について」Ｐ．1 
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兵庫県では SPring-8 に建設した専用ビームラインを地域の中小企業に活用してもらいたいと考
えており、独立行政法人科学技術振興機構の地域結集事業に参加している企業 24 社など多数
の地域企業が何らかの意味で利用している。利用者には全国的な規模の大企業も目立つが、そ
れらも兵庫県に拠点があるなど、何らかの意味で地域にかかわりを有するところである。 
このように、兵庫県の取り組みなども含めると、地域産業の研究開発活動における SPring-8 の
貢献はかなり大きなものということができる。 
 
兵庫県が建設した専用ビームラインの��の利用�� 
ＢＬ 2007 年度 2008 年度（12 月末現在） 
BL24XU 利用研究機関：20 機関 
（産業 18、大学 1、公的機関 1）
研究課題数：42 件 
利用研究機関：13 機関 
（産業 11、大学 1、公的機関 1）
研究課題数：15 件 
BL08B2 利用研究機関：6 機関 
（産業 5、公的機関 1） 
研究課題数：13 件 
利用研究機関：7 機関 
（産業 6、公的機関 1） 
研究課題数：10 件 
＊BL08B2 は、JST の地域結集事業による利用企業（24 社）を除いている。 
 
＜参考＞海外の同種施設における利用企業の特徴 
 
米国のＮＮＩＮ事業に参加しているスタンフォード大学のＳＮＦにおいて、企業ユーザーの多くは
スタートアップ企業となっており、ベンチャー企業育成にも力を入れている。企業ユーザーの利用料
金は 1 時間 160 ドルとなっているが、ＳＢＩＲ（small business innovation research）グラントを得
ている中小企業には 1 時間 110 ドルの優遇された料金設定となっている。実際、スタンフォード大
学の共用施設を利用しているあるベンチャー企業は、シリコンバレーに企業を立地する利点を、ス
タンフォード大学の共用施設を利用できることと大学の研究者との交流にある、としている。アーリ
ーステージでは投資よりも機器利用の方が価値があるとういことである（注）。 
 
 
                                                  
（注）独立行政法人 科学技術振興機構 研究開発戦略センター『我が国の研究開発拠点構築に資する主要各国のナノテクイ
ンフラ投資戦略調査』（2006 年 7 月）より 
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��� �������に���成果��果 
 
 
 
１．大学の施設 
 
（1） 概況 
 
大学における先端研究施設共用イノベーション創出事業の成果をみると、論文発表になる成果
が多数生まれている。また、さらに基礎的な技術の発展や製品化、事業化につながる成果が生ま
れている。例えば次のような例をあげることができる。 
【東京工業大学の例】 
・ 基礎的な技術の発展が生まれている例として、光素子のための微細構造関連技術 
・ 製品化、事業化に直結する成果としてフラーレン誘導体を用いた材料 
 
成果があがる要因として、世界最先端の機器とさまざまな支援サービスがあること、及び技術代
行においてもこれまで大学が培ったノウハウが提供されていることがあげられる。 
 
（2） 利用企業に対する質問票調査結果にみる成果とその背景要因 
 
大学（信州大学及び名古屋大学）利用企業に対する質問票による調査結果から、得られた成果
とそれに関する施設の貢献をみると、次に示すとおりである。 
【得られた成果】 
・ 得られた研究成果の性格については、全般的に基礎研究レベルのものが多く、次いで応用研
究となっている。これに対して実用化研究は少ない。 
・ 成果の内容についてみると、「研究開発の今後の方向性を見出すことができた」という回答が目
立つ。さらに信州大学の利用企業からは、試作品を作成できた、製品開発に結びついた、とい
う例もでている。 
・ 名古屋大学の事例では、利用企業はいずれもまだ成果があがっていないと回答している。ただ
し、成果があがっていないと回答している企業でも、学会に発表した、学会誌に掲載された、研
 文部科学省委託事業による成果としては、論文発表されたもの、基礎的な技術の発展や製品
化、事業化につながる成果が生まれている。企業調査の結果からも、「非常に役に立った」「役に
立った」とする回答がほとんどであった。同調査結果からは、得られた成果については、「研究開
発の今後の方向性を見いだすことができた」との回答が多く、「学会で発表」した企業も出てい
る。独立行政法人の利用企業の中には、「試作品ができた」、「製品化に結びついた」との回答も
あった。 
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究開発の今後の方向性を見出すことができたという回答が得られた。 
 
このように、共用施設による成果は、事業化に直結するものというよりも、むしろ研究開発の方
向性を見出すという基礎的なものである場合が多く、企業もそれを狙っているということができる。 
【施設が貢献した理由】 
・ 信州大学の利用企業からは、施設の貢献として、研究テーマ（実験課題）に機器の機能・性
能がマッチしていたこと、及び支援員のサポートが充実していたことの 2 つが多い。その他、
支援制度の充実もあげられている。 
・ 名古屋大学の利用企業からは支援員のサポートが充実していたことが多くあげられている。
その他、研究テーマに機器の機能・性能がマッチしていた、性能が非常に良かったから、支
援制度が充実していた、があげられている。自由記述では、初めて利用する際の障壁がほと
んどない、企業では実施できない奥の深い解析ができ非常に大きなメリットがあったという回
答があった。 
 
このように、共用施設が成果をあげるためには、機器の機能や性能だけでなく、支援員による
サポートが大きな役割を担っているということができる。 
 
２．独立行政法人の施設 
 
（1） 概況 
 
独立行政法人の施設における先端研究施設共用イノベーション創出事業の成果をみると、実
用化研究がかなり進んでいるものや試行的な利用ために事業化に直接つながってはいないが、世
界的な研究施設を活用したということ自体が宣伝効果につながっているという例もあげられている。 
なお、独自利用制度（成果非公開）による場合については、情報が秘匿されているため、独立行
政法人側が把握することは難しい。しかし、製品化されている研究が行われていることが想像され
る。 
独立行政法人の施設が独自に行っている調査においても、利用企業からは非常に役立ってい
るという評価が得られている。例えば次のような例をあげることができる。 
【実用化研究の例】 
・ 地球シミュレータでは、高性能タイヤの研究、革新的なディスプレー材料の開発など、実用化
につながる研究成果が多数でている。 
・ 独立行政法人理化学研究所 NMR 基盤施設の「新規利用拡大」では、実用化研究は少ない
が、構造解析の事例や製品のプロモーションにつながった例がある。施設独自で行ったアンケ
ートではほとんどが大いに（あるいは、ほぼ）満足であった。 
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・ 独立行政法人産業技術総合研究所が独自で行ったアンケートでは、「大変役に立った」「役に
立った」が 90％以上であった。 
 
なお、研究成果の性格についてであるが、先端分野においては、基礎研究がそのまま製品化に
直結する、あるいは製品化に向けた研究における基礎的研究部分の比重が高まっている、というこ
とがある。例えばナノテクノロジーの場合をみると、プロトタイピングが製品に直結することがあり、実
用化研究として成果が上がることがある。こうしたことから、基礎研究、応用研究、実用化研究という
区分は先端分野では馴染まないという意見が独立行政法人の施設の担当者から出されている。 
 
独立行政法人による外部利用事業において成果があがっている要因については、機関側として
は次の点をあげている。 
・ 支援員による自主的なフォロー 
・ サンプルの試作ができる技術力と体制 
 
（2） 利用企業に対する質問票調査結果にみる成果とその背景要因 
 
独立行政法人の施設の利用企業に対する質問票による調査結果から、得られた成果とそれに
関する施設の貢献をみると、次に示すとおりである。 
【得られた成果】 
・ 地球シミュレータの場合は、基礎研究が非常に目立っている。これに対して、独立行政法人日
本原子力研究開発機構高崎量子応用研究所では実用化研究が目立つ。また、独立行政法
人産業技術総合研究所では、基礎研究、応用研究、実用化研究それぞれについて成果が得
られている。 
・ 成果の内容としては、地球シミュレータでは「研究開発の今後の方向性を見出すことができた」
と「学会で発表した」が多い。また、試作品が作成でき、メディアで紹介された、という企業もある。
独立行政法人日本原子力研究開発機構高崎量子応用研究所では、「研究開発の今後の方
向性を見出すことができた」のほか「試作品ができた」という回答もある。 
・ 独立行政法人産業技術総合研究所では、「研究開発の今後の方向性を見出すことができた」
や「学会で発表した」などのほか、「製品化に結びついた」、「試作品ができた」など、実用化より
の回答が目立つ。ただし、基礎的な研究の蓄積を目指した企業もみられる。 
 
このように、成果が得られた研究の性格は独立行政法人の施設によって異なっており、基礎研
究や研究開発の方向性を見出すような準備的な研究が多いところ、製品化・試作品の開発などの
実用化研究が多いところ、実用化研究と基礎的研究の両者があるところなど、さまざまである。 
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【施設が貢献した理由】 
・ 地球シミュレータでは、「設備機器の性能が非常によかった」、「研究テーマ（実験課題）に機器
の機能、性能がマッチしていた」、「支援員のサポートが充実していた」という 3 つの理由があげ
られている。 
・ 独立行政法人日本原子力研究開発機構高崎量子応用研究所では、「支援員のサポートが充
実していた」という回答が最も多い。 
・ 独立行政法人産業技術総合研究所では、「研究テーマ（実験課題）に機器の機能、性能がマ
ッチしていた」及び「支援員のサポートが充実していた」と言う回答が目立つ。 
 
このように、これらの施設が成果をあげるためには、機器の機能や性能だけでなく、支援員のサ
ポートが重要であることがわかる。 
 
３．大型放射光施設 
 
（1） 概況 
 
SPring-8 における外部利用の成果をみると、論文発表になる成果が多数生まれていることが特
徴としてあげられる。また、さらに基礎的な技術の発展や製品化、事業化につながる成果も生まれ
ている。例えば次のような例をあげることができる。 
・ 施設の運用者である財団法人高輝度光科学研究センターが実施した利用企業に対するアン
ケート調査によると、共用ビームライン利用者の満足度は高い。 
・ 専用ビームラインは、大学等が設置したものも含めて現在 14 本稼動しており、撤去されたもの
はまだ一つも無いことから、効果的に運用されているといえる。 
 
（2） 利用企業に対する質問票調査結果にみる成果とその背景要因 
 
今回実施した SPring-8 を利用する企業に対する質問票による調査結果から、得られた成果と
それに関する施設の貢献をみると、次に示すとおりである。 
【得られた成果】 
・ 得られた成果は基礎研究段階のものが多く、101 件中 63 件、次いで応用研究段階が 43 件
となっている。これに対して実用化研究は 19 件と少ない。（複数選択回答） 
・ 成果の内容で最も多いのが「研究開発の今後の方向性を見出すことができた」（101 件中 76
件）であり、次いで学会で発表した（同 50 件）、論文が学会誌に掲載された（同 23 件）となっ
ている。 
・ 一方、製品開発に結びついたという回答は 20 件と 5 分の 1 弱である。また、試作品を作成で
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きた、特許を出願した、という回答はさらに少ない。 
 
このように、SPring-8 における研究の性格は、基礎研究を中心に応用研究にも及んでおり、そ
の効果としては、研究開発の方向性を見出すことができたというのが典型的ということができる。 
 
【施設が貢献した理由】 
SPring-8 が上記の成果に貢献した理由としては、「設備機器の性能が非常によかった」（98 件
中 70 件）、「研究テーマ（実験課題）に機器の機能、性能がマッチしていた」（63 件）、及び「支援
員のサポートが充実していた」（52 件）という回答が多い（複数選択回答）。 
このように、SPring-8 の貢献理由をみると、大学や独立行政法人の施設の場合と同様に、機器
の性能、機能やサポートの重要性が浮き彫りになっているが、同時に、国内随一で、世界でもこれ
に匹敵する高性能な施設は数箇所しかないというこの施設の特徴がよく現れているということができ
る。 
 
 
60
第 4章　先端研究施設の外部利用の促進のための課題と今後の方向性
第 1節　利用促進に向けた施設側の課題と外部利用によるメリット第４部 本編 
 60
╙䋴┨㩷 వ┵⎇ⓥᣉ⸳䈱ᄖㇱ೑↪ଦㅴ䈱䈢䉄䈱⺖㗴䈫੹ᓟ䈱ᣇะᕈ㩷
 
先端研究施設の外部利用を進めるに当たっての問題点や課題を施設側、利用者側双方の立
場から整理し、今後の方向性について論点を以下のとおり整理した。 
 
 
 
利用促進に向けた施設側の課題として、研究設備の機能・性能の維持・向上、サービスを支
える支援人材の確保や支援員のキャリアアップといった人材に関する問題が各施設共通の課題
として浮かび上がった。これに伴い、外部利用の料金水準をどう設定していったらいいのか、外
部利用に必要な資金をどう確保していったらいいのかといったことについて、さらなる検討が必要
となっている。一方で、利用者からも評価が高い外部利用のサービスが十分広く知られていない
といったことも課題となっている。 
利用者側からみると、ほとんどの企業が施設の設備の利用に関し、評価が高いものの、成果
公開ルールの縛り、秘密の保持、応募手続きの頻度や時間、研究段階における利用時間帯な
どの制約、技術代行の場合の納期などについて要望の声も出ている。特に料金水準に関して
は、今以上に利用料金が必要になるなら利用は控えたいとする企業もあり、近年の経済危機の
影響もあり企業経営がシビアな状況にあることが推察される。 
施設側ではこうした課題や利用者ニーズへの対応を進めているが、予算制約などもあり対応
が難しい（特に人件費の捻出）面もある。このようなことから、将来的な方向としては、独自利用の
拡大というよりむしろ、企業との共同研究を指向する考えが強い施設が多くなっている。また、支
援員として雇用しているポスドクのキャリアパスにつながるよう、共用制度に従事している研究者
に対する評価を高める何らかの仕組みが求められている。さらに、外部利用サービスに関する広
報活動をより効果的に行っていくことも必要とされている。 
施設側にとっての外部利用によるメリットとしては、ノウハウの蓄積、研究者のスキル向上、人
的ネットワークが広がる、民間との交流によって研究力が向上する、といったことがあげられてい
る。 
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１．大学の施設 
 
（1） 施設が抱える課題 
 
先端研究施設の外部利用を促進するうえで課題となっている点を大学側に対するインタビュー
等の結果からみると、①研究設備の機能・性能の維持・向上、②サービスを支える支援人材の確保
や支援員のキャリアアップといった人材に関する問題、③料金設定、資金確保に関する課題、④外
部利用制度の周知に関する問題があげられる。 
 
① 研究設備の機能・性能の維持・向上 
 
先端研究施設の実験機器は世界有数の水準を維持しているものもあるが、その一方かなり古い
ものもあり、機器の更新やメンテナンスが大きな課題となっている。具体的には、東京工業大学や名
古屋大学では世界最高水準の超高圧電子顕微鏡が共用の対象となっているものの、既にメーカ
ーにない補修部品があり、またメンテナンスのできる人材も非常に限られる状況である。 
 
② サービスを支える支援人材の確保や支援員のキャリアアップといった人材に関する問題 
 
先端的な施設を使いこなすためには、機器利用のための指導などのサービスが必要であるもの
各機関とも実験機器にはかなり古いものがあり、機器のメンテナンスが共通の課題となってい
る。また、委託事業を利用していても支援員の稼働が既に限界に来ているというところもある。
SPring-8 の場合であっても、支援スタッフ数が不足しているという課題を抱えている。特に支援
員にポスドクを雇用している機関に関しては、民間企業に就職するポスドクの支援員経験者が出
ている機関があるものの、支援員のキャリアパスに機関での経験が役立たない恐れがあるとの指
摘もあり、研究と設備利用の支援という業務とのバランスをどうとるかが課題となっている。また、
各機関で共用制度を担当している研究者にとっても自らの研究時間とのバランスをとって共用事
業を実施することが難しいという問題を抱えている。 
委託事業がない場合、利用料金を採算がとれる水準にまで引き上げる必要があるが、それで
は利用企業にとっての魅力が薄くなり、利用が進まない恐れが強い。いずれの機関についても、
実際の外部収入の運営費に対する割合は非常に低いのが現状である。 
施設にとっての外部利用によるメリットとしては、企業からの刺激を受けることができ、大学とし
てのノウハウの蓄積や研究者のスキル向上にもつながる、人的ネットワークが広がり民間との交
流によって研究力が向上した、といったことがあげられている。 
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の、施設の人員体制などの面で限界にきているところがあることが課題である。特に自主事業を展
開する場合には、先端研究施設共用イノベーション創出事業と異なって支援員を雇用する財源確
保が難しい。信州大学や名古屋大学では、有償利用（自主事業）の場合に専任スタッフを雇うこと
は困難であるとしている。 
この点に関しては、ポスドクなど研究能力を有する支援員のキャリアパスをどう確立していくかと
いうことが係わってくる。現状では支援員の活動がアカデミアにおけるキャリアパスにつながらないこ
とがあげられており、人材確保の障害となっているという指摘もあったが、各機関からの要望を踏ま
え、研究施設の高度化に係る研究への従事も可能になっている。 
一方、大学で共用制度を担当している研究者にとっても自らの研究時間とのバランスをとって共
用事業を実施することが難しいという問題を抱えている。 
 
③ 料金設定、資金確保に関する課題 
 
自主事業を行う場合の料金設定の問題である。共用イノベーションと異なり委託事業がない場
合においては、料金を徴収して採算がとれる水準まで引き上げる必要がある。しかし、そうすると民
間企業にとっては魅力が薄くなる。特に、企業の研究開発費の支出決済の点から高い料金を支払
うことが難しくなり、利用が進まない恐れが強い。一方大学側としては、機器利用のためのノウハウ
やサービスの内容などを考えると、料金化できない部分もあるといった問題が生じている。 
 
④ 外部利用制度の周知に関する問題 
 
産業界への周知に関してみると、大学側としては、外部利用を推進するためにさらなる広報活動
や推進体制の整備が必要となっている。しかし、企業の研究者・技術者も事業の存在を知らない場
合も多い。例えば東京工業大学では、広報活動や宣伝活動をより活発にすることや、必要な情報
にアクセスしやすいようにホームページの設計を工夫することが必要であるとしている。 
 
（2） 外部利用事業に参加する施設のメリット 
 
外部利用事業に参加する施設側のメリットとしては、次に示すように、研究の活性化と人材の育
成における効果が多くの機関からあげられた。 
・ 名古屋大学では企業からの新鮮な刺激を受けることができ、学術研究にも効果的であり、また
職員の技能向上につながるとしている。 
・ 信州大学では、大学としての研究ノウハウの蓄積や研究者のスキル向上が進み、ポスドクの教
育にもなるとしている。 
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２．独立行政法人の施設 
 
（1） 施設が抱える課題 
 
先端研究施設の外部利用を促進するうえで独立行政法人の施設が課題としている点としては、
大学と同様、①研究設備の機能・性能の維持・向上及び共用利用のための確保、②サービスを支
える支援人材の確保や支援員のキャリアアップといった人材に関する問題、③料金設定、資金確
保に関する課題、④外部利用制度の周知に関する課題、⑤実験滞在のための生活サービスにつ
いての課題、があげられる。 
 
① 研究設備の機能・性能の維持・向上及び共用利用のための確保 
 
実験機器については、経年によるメンテナンスの問題がある。例えば、独立行政法人日本原子
力研究開発機構高崎量子応用研究所の実験機器にはかなり古いものがあり、メンテナンスのでき
る企業の人材が非常に限られている。交換部品も不足しており、他の同種の機器から部品取りをし
ている場合もある。機器の性能面においては、地球シミュレータや独立行政法人理化学研究所Ｎ
ＭＲ基盤施設などは機器の増設や能力増強が行われていて世界第一級の水準が維持されている。
しかし、検出器、分析器などの周辺の機器については、企業の実験目的に対応したものが不足し
ていることが指摘されている。 
また機器については、稼働状況に関する課題もある。例えば、次のような事例があげられている。 
・ 多数の実験課題が平行して走るため、納期が確定できない場合がある。 
・ 利用機器の利用状況に繁閑があり、利用調整が困難な場合や時期もある。 
（以上、独立行政法人産業技術総合研究所） 
・ 利用枠に余裕のある機器と余裕がない機器とが混在しており、需要超過機器の場合は利用時
間数を絞っている。（独立行政法人日本原子力研究開発機構高崎量子応用研究所） 
 
② サービスを支える支援人材の確保や支援員のキャリアアップといった人材に関する問題 
 
サービスを支える支援員についてみると、まず稼動状況の問題がある。既に複数の機関が人的
に逼迫した状況にある。人員の逼迫のために、外部利用事業に携わっている各機関の固有の研
究者も自身の研究活動と外部利用事業への従事とのバランスをとることが難しくなっている。 
また、支援員についてはキャリアパスの問題がある。特にポスドクを支援員として当てる場合は、
本人としては論文作成などの機会を失うこととなり、キャリアパスなどの面で問題がある。ただし、外
部利用事業を実施するためには、ポスドク程度若しくはそれ以上のノウハウがないと対応できない
のも確かである。 
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③ 料金設定、資金確保に関する課題 
 
料金設定と採算確保の問題についてみると、成果非公開、成果公開（独自利用制度）とも、外
部収入の運営費に対する割合は低い。独立行政法人産業技術総合研究所では、外部利用によ
って得る収入は経費の 1％程度に過ぎない状況である。その他、各機関とも同様の状況にある。企
業の利用を拡大するためには、施設側としても実験機器利用のための指導やサービスの内容、利
用料金の設定などの面で採算をとれるような仕組みづくりが必要となる。しかし、委託事業がない独
自利用制度の場合の料金設定と採算確保は極めて難しく、民間企業にとっては魅力が薄くなる恐
れが強い。 
 
④ 外部利用制度の周知に関する課題 
 
外部利用制度の周知に関しては、大学の項で述べたのと同様の問題があり、ホームページだけ
でなく、さまざまな機会に情報を発信したり、応募の勧誘を行ったりすることが必要となっている。 
 
⑤ 実験滞在のための生活サービスについての課題 
 
実験のための滞在に際して必要となる生活支援サービスについては、施設内に宿泊施設や食
堂、生活雑貨などの不備や整備水準が貧弱なことがあげられている。 
 
（2） 外部利用事業に参加する施設のメリット 
 
施設側のメリットとしては、次の事例に示すように、人材の育成、意識の向上、および研究開発
力の向上があげられる。 
・ 独立行政法人産業技術総合研究所や独立行政法人理化学研究所 NMR 基盤施設では、民
間企業に高く評価される支援員が育っている。また、それによりポスドクが民間企業に就職する
例が少しずつではあるが出てきており、キャリアパスの形成にも効果が出ている。 
・ 独立行政法人産業技術総合研究所では、「ナノテクノロジー総合支援プロジェクト」に参加す
ることにより、公的研究機関が企業のイノベーションを支援するというカルチャーをつくることが
できた。 
・ 独立行政法人理化学研究所 NMR 基盤施設では、事業に参加することによって人的ネットワ
ークが広がり、民間との交流によって研究力が向上した。 
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３．大型放射光施設 
 
（1） 施設が抱える課題 
 
SPring-8 を運営する財団法人高輝度光科学研究センターでも、上記の大学や独立行政法人
の施設と同様、①研究設備の機能・性能の維持・向上及びこれらに必要な予算の確保、②サービ
スを支える支援人材の確保や支援員のキャリアアップといった人材に関する問題、③料金設定、資
金確保に関する課題、④外部利用制度の周知に関する課題、⑤実験滞在のための生活サービス
についての課題、があげられる。 
 
① 研究設備の機能・性能の維持・向上及び共用利用のための確保 
 
SPring-8 は共用開始より 10 年以上経過し、且つ受け入れ容量が限界に達しつつあることか
ら、施設側ではスクラップアンドビルドが必要になっていると判断している。またビームラインの先
端に位置する測定機器の増設や更新などは毎年の経常的な予算から支出されるが、維持費は
削減される傾向にあるため、予算的な制約の中で高度化するニーズにどのように対応していくか
が大きな課題となっている。 
 
② サービスを支える支援人材の確保や支援員のキャリアアップといった人材に関する問題 
 
サービスの担い手であるスタッフについては、事務系約 100 名、研究系約 200 名、ポスドクの支
援員 10 名前後で事業を行っており、この点では充実している。とはいえ、施設側では次のような
サービスの向上を課題としており、それを実現していくためには、支援スタッフ数が不足している状
況である。 
・ 利用者が施設に出かけなくてもよくするための実験代行サービスの充実。 
・ 利用後のデータ分析・解析サービスの実施。 
・ 同じ類の試料の大量・短時間測定を行う定型試料ハイスループット測定の実施 
・ 申請後直ちに実験可能な共用制度の運用（現状では申請から利用まで最短で 2 週間程度
かかっている状況への対応。） 
さらに根本的には、施設側では支援サービスの充実だけでは不十分であるという認識がある。
それは、特定の利用者に施設運営資源を集中投入することは共用促進法の趣旨から困難である
とはいえ、研究成果を最大化するためには「支援」よりも「共同研究」レベル以上でのフル関与が
必要ということである。またそのためには、SPring-8 そのものの研究水準やＲ＆Ｄ機能を高めるこ
とが必要である。論文の引用数などをみると研究内容や論文の質はかなり高いものがあるが（注）、
                                                  
（注） 「Thomson Scientific 社刊行”ISI National Citation Report for Japan 1997-2006”(NCR-J)に対する情報・システム研究機
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海外との競争などにおいて長期的な問題も抱えている。 
また、支援員については、大学や他の独立行政法人の施設と同様、ポスドク支援員のキャリア
にかかる問題があげられている。 
 
③ 料金設定、資金確保に関する課題 
 
SPring-8 のような国内に一つしかない、国際的にも有数の施設については、維持等にも多大な
費用がかかるため、採算のとれる水準で料金を設定するのは難しい。また、成果公開による利用に
ついては、原則無償での利用となっており、これは、我が国の科学技術の発展に資する重要な施
設であるが所以である。 
 
④ 外部利用制度の周知に関する課題 
 
外部への周知の問題は、産業利用推進室にコーディネーターが所属しており、各分野の専門家
が利用者に対する啓発や相談に当たっている。このコーディネーター制度が民間企業から敷居が
高いと思われがちな SPring-8 への橋渡し役を担っており、産業利用の拡大に寄与している。 
 
⑤ 実験滞在のための生活サービスについての課題 
 
施設に数日間に渡り滞在して研究を行う際に問題となる生活サービスについては、滞在施設な
どが整備されており、他の施設と比べてかなり充実しており、満足しているとの意見も多いが、後述
のように、一部の利用者から不満の声もある。 
 
 
                                                                                                                                                            
構国立情報学研究所・根岸正光の調査統計結果」において、SPring-8 全体の論文数及び引用度を財団法人高輝度光科学
研究センターが独自に当てはめたものによると、1997 年から 2006 年の間の刊行論文数は 7 位、2006 年の引用度では 8 位とな
っている。 
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��� 利用��側からみた施設利用の阻害要因��� 
 
 
 
１．大学の施設 
 
（1） 利用者側からみた利用阻害要因 
 
施設利用を阻害している要因などについて、大学が独自のアンケートなどによって把握している
利用企業の声をまとめると、施設の利用しやすさや情報の秘匿などがあげられる。 
施設の利用しやすさについてみると、施設利用のための応募サイクルが長いことが一つの問題と
なっている。すなわち、 
・ 研究開発にスピードが要求される民間企業の利用に合わない 
・ 支援制度の年度や開始時期と企業のスケジュールが合致しない場合がある、企業の研究計画
が年度単位でないため制度にあわせにくい。 
・ 大学内の利用が多い機器については、学会時や論文発表前などに混み合い、外部への利用
が滞る。急ぎの要望に対応できない。 
といった点があげられている。 
情報の秘匿に関してみると、研究の現場で情報守秘義務やセキュリティ確保との関係で問題
をはらむ場合があること、また、大学と外部利用者との利用契約（覚書）の段階において、守秘
義務、成果の利用、知財の取扱いがしばしば問題となることなどがあげられている。こうした問題
については、大学側としては異なる企業の研究者同士が顔をあわせないように工夫するなどの
各機関が把握しているものとして、成果公開ルール、応募してから実際に設備を利用できるま
でに時間がかかること、募集が年 1 回ないし 2 回しかないこと、セキュリティ確保に不安があるこ
と、企業の研究期間と利用期間にズレがあることなどがあげられている。 
今回実施した企業調査においては、回答したほとんどの企業が施設の利用しやすさについ
て、「相談しやすい」とし、利用した施設の設備機器に「非常に役立った」「役立った」と評価して
いるものの、利用料金については、「妥当な利用料金の水準によっては利用するかどうかを判断
する」との回答が多く、費用対効果を考えて判断するという企業が多いということが判明した。特
に「利用料金」を阻害要因としてあげた企業があった施設もあり、SPring-8 については、「今以
上に料金が必要なら利用しない」とする企業も多数あり、企業の経営状況の厳しさから、施設の
利用についてもシビアな状況が伺える。同調査においては、阻害要因として「研究成果の公開
ルール」「利用に対する申し込み頻度の少なさ」「納期の遅さ」「利用時期の制約」「利用時間帯
の制約」といった施設側が把握している内容とほぼ一致することをあげる企業が多かった。企業
が今後期待するサービスとしては、サービスのスピードアップ、混雑する設備をもう一台購入、製
造装置の利用拡大といったことがあげられており、SPring-8 については、マシンタイムの拡充、ト
ライアルユースの充実などがあげられた。 
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対応を行っている。 
しかしより根本的には、先端研究施設共用イノベーション創出事業の場合は成果公開が基本
であるため、延期はできても最終的には公開となることが一番のネックとなっている。 
 
（2） 利用者側からみた利用促進要因 
 
次に、大学側が利用企業から把握している利用促進要因についてみると、次の点があげられる。 
一つは、自主的なサービスの充実である。調査対象としたすべての大学において、施設の教員・
研究者の自主的な支援サービスが企業の利用促進と研究開発の推進に大きな効果をもっている。
例えば申請前のコンサルティング、技術代行の場合における結果分析のアフターケアなどである。 
第二に、大学が従来行っている産学連携活動などによる企業とのネットワークが、利用企業の開
拓に大きな役割を果たしていることがあげられる。これは特に地元地域の利用については重要であ
る。例えば、信州大学では学内の地域共同研究センターなどを通じて地域の企業との連携を進め
ているが、そこでの情報発信などが効果をあげている。 
 
（3） 利用企業調査結果 
 
 ここでは、本調査の一環として実施した利用企業に対する質問票による意向調査結果から、大学
施設の利用促進に係る評価をみることとしたい。 
【施設の利用のしやすさ】 
すべての回答企業が大学側に「相談しやすい」としており、利用した企業は大学にある設備の
利用に関し敷居の高さを感じるどころか、有意義な制度と捉えていると考えられる。 
施設の立地条件については、交通に時間がかかるがそれほど問題ではないという回答が基本的
に多い。また、大学によっては、交通が便利で利用促進要因となっているという回答もある。 
【段階ごとの評価】 
まず〈応募申請段階〉についてみると、審査基準や競争などについては特に問題はなく、妥当
であるという意見がすべてであった。 
次に〈実験実施段階〉については、実験計画のサポートを受けている場合については、回答企
業すべてが「良かった」、「大変良かった」と回答している。 
支援サービスや機器の操作方法の指導、機器利用に当たってのスタッフのアドバイスについて
は、利用している企業のほとんどが「満足している」と回答している。 
技術代行については、利用している企業は、「満足している」と回答している。 
利用料金については、「妥当な利用料金を払って利用したい」と「妥当な利用料金の水準によ
っては利用するかどうかを検討する」という回答に分かれているが、どちらかというと後者の回答が
多い。 
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【今後期待するサービス】 
今後期待するサービスとしては、大きく次の点があげられている。 
・ 利用対象となる製造装置の拡大 
・ 装置の機能、性能の向上 
また、有償・無償に係わらず、実験計画の作成から結果のレポートまで一連の作業をパッケー
ジにしたサービスがあるとよいという意見があった。 
【制度面からみた利用阻害要因】 
最後に制度面に関する意見としては、大学によって多少の傾向の違いはあるが、基本的に次の
とおりとなっている。 
阻害要因として最も多くあげられているのは「研究成果の公開ルール」である。次いで複数の企
業が「利用時間帯の制約」や「設備機器の機能・性能」、「利用に関する申し込み頻度の少なさ（随
時出ないこと）」をあげている。 
感想としては、｢結果が早くわかると良い｣、「機器に古いものがあり、操作が不便」などがあげられ
ている。また、設備機器の機能・性能を阻害要因としてあげる企業も、試しに利用した程度であるの
で、今後さらに利用していきたいとの意向を示している。 
 
２．独立行政法人の施設 
 
（1） 利用者側からみた利用阻害要因 
 
施設利用を阻害している要因などについて、独立行政法人の施設による独自アンケートなどに
よって把握している利用企業の声をまとめると、次のとおりである。 
第一にあげられるのは、研究の秘匿性に関するものである。成果公開が基本の先端研究施設共
用イノベーション創出事業の場合においても、施設利用後 2 年間の成果非公開オプションがある。
しかし、これにも難色を示す企業があるということを複数の機関が述べている。 
また、現場における情報漏洩などのリスクに対する利用者側の懸念も大きく、施設側も的確な対
応が求められている。現在、次のような対応策を講じている。 
・ 独立行政法人産業技術総合研究所や独立行政法人理化学研究所 NMR 基盤施設などでは、
実験データを端末に置かない仕組みを構築している。また、企業の研究者同士が顔をあわせ
ないように工夫している。 
・ 地球シミュレータでは、カード式、暗証番号式キーなど入退出のセキュリティは完備している。た
だし、さらに高いレベルが求められる場合もある。 
情報守秘義務やセキュリティ確保との関係では、利用契約・覚書を締結する段階において、
守秘義務、成果の利用、知財の取扱が問題となることが多い。例えば、次のような例があげられ
ている。特に製薬業界は厳しく、独立行政法人理化学研究所 NMR 基盤施設ではＮＭＲを利用
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しているということ自体が秘密になる。また、申請書類の作成や守秘義務条項を含む契約書の
作成などにおいて企業内のチェックがあり、頓挫することもある。 
二点目は、募集時期や利用期間などの時間的なものである。多くの機関が、募集が年 1 回ない
し、2 回しかないというのが阻害要因になっている例が多いとしている。また、地球シミュレータでは、
研究プロジェクトの準備段階だけで 1 年から 2 年かかるケースもあり、長期的な利用を見据えた制
度設計にしないと短期的に成果が出るものしか採用できなくなる恐れがあるとしている。 
三点目は機器そのものについてである。独立行政法人理化学研究所 NMR 基盤施設では、実
験のバリエーションを増やすため、本体機器に取り付ける検出機器の拡充要請がある。 
 
（2） 利用企業調査結果 
 
ここでは、本調査の一環として実施した利用企業に対する意向調査結果から、独立行政法人研
究施設の利用促進に係る評価をみることとしたい。 
【施設の利用のしやすさ】 
どの施設についても、「相談しやすい」という回答が圧倒的に多い。敷居の高さという問題は、
少なくとも利用経験企業にとっては少ないと考えられる。 
【段階ごとの評価】 
〈応募申請段階〉においては一部の施設において「応募の競争が厳しいと」いう回答もあったが、
「概ね妥当である」という回答がほとんどである。 
〈実験実施段階〉についてみると、実験計画のサポートを受けている場合については、全体的
にみると「大変良かった」という評価が多く、それ以外でも「良かった」と回答している。ただ、施設
によっては「良かった」という評価がすべてであるなど、ニュアンスの違いがある。 
支援サービスについては、全体的にみると「満足している」という評価が多く、それ以外は「普
通」と回答している。ただ、施設によっては「普通」という評価が多いなど、ニュアンスの違いがあ
る。 
地理的な問題については、一部機関についてはネックになるという意見もあったが、高崎やつく
ばに立地する独立行政法人の施設の場合は全て問題ないという回答であり、既に利用している
機関にとっては阻害要因にはなっていないといえる。 
最後に成果占有・非公開の場合の料金設定をめぐる問題については、どの施設についても、
「妥当な利用料金の水準によっては利用するかどうかを検討する」という回答が多い。機関によっ
ては、こうした意見に加えて「施設が単独で共用を継続できるに足りる妥当な金額を支払って利用
したい」という回答もみられた。但しその一方、「今以上に料金が必要ならば利用しない」という厳し
い意見もある。 
【今後期待するサービス】 
一部の施設について、サービスのスピードアップやマシン混雑時の順番待ちの改善があげられ
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ている。背景には特定機器に対する利用ニーズの集中があり、人気のある設備はもう 1 台購入で
きればより効率がよくなるという具体的な意見も出されている。また、ユーザーからの声を拾うため
のアンケートやインタビューを定期的に実施して欲しいという要望もあった。 
【制度面からみた利用阻害要因】 
制度に係る阻害要因としては、次の点があげられている。 
・ 地球シミュレータでは、「利用料金」と「研究成果の公開ルール」が阻害要因として多くあげられ
ている。 
・ 独立行政法人日本原子力研究開発機構高崎量子応用研究所では、「利用に対する申し込
み頻度の少なさ」が最も多くあげられている。 
・ 独立行政法人産業技術総合研究所では、納期、研究成果の公開ルール、利用時期の制約、
利用時間帯の制約、及び知的財産の取扱いなどの点があげられている。 
なお、「成果公開ルール」については、阻害要因になる企業もあれば、企業にとってはＰＲになる
ということで、むしろＰＲを更に増やして欲しいという企業もあり、場合によって異なるということができ
よう。 
その他、利用した企業からは、次のような感想が出されている。 
・ 文部科学省委託事業を活用している企業の多くから、無償でこれだけのサービスが得られるの
はありがたい。 
・ 利用している企業の幹部もメリットを知らない場合が多いことから、例えば施設を利用している
企業リストを公表するなどすればよいのでは。 
・ ＪＳＴなど文部科学省関係機関による宣伝だけでは企業にはなかなか縁遠いので、ベンチャー
企業に宣伝を任せてみるというのも一つの手では。 
こうした結果をみると、利用した企業が多くのメリットを感じながら、外部利用に係る制度が多くの
企業に知られていないことが大きな問題であると考えられる。 
 
３．大型放射光施設 
 
（1） 施設側がとらえた利用企業のニーズ 
 
SPring-8 を運営する財団法人高輝度光科学研究センターが実施した共用ビームライン利用者
に対して行った独自調査によると、利用企業から次のニーズが出されている。 
・ 利用時間の増加 
・ 課題採択率の向上（共用ビームラインの課題採択率は 70％程度） 
・ 中小企業の利用促進支援 
・ 試料準備に関する付帯施設 
・ 長期的実験計画に対するサポート 
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・ 利用者間の情報交換 
・ 応募に対する即時対応 
・ 講習会、技術相談の充実 
・ 手軽な依頼試験サービス 
・ 企業優先利用期間の設定 
・ 24 時間体制への対応（売店整備などの生活利便性の向上） 
 
（2） 利用企業調査結果 
 
本調査の一環として実施した利用企業に対する意向調査結果は次のとおりとなっている。 
【施設の利用のしやすさ】 
事前の相談については、ほとんどの企業（101 件中 91 件）が「相談しやすい」と回答しており、
「相談しづらい」という回答は 7 件と少なかった。それ以外は「分からない」である。「相談しづらい」
理由としては、相談窓口が分からない、レスポンスが悪い、相談者の領域がずれているなどがあげ
られた。 
施設の立地条件については、交通に時間がかかるがそれほどネックとはならないという回答が
101 件中 63 件と最も多く、地理的要素は特に問題にならないことが覗える。 
【段階ごとの評価】 
〈応募申請段階〉では、101 件中 37 件と 3 分の 1 の回答が「妥当である」としているが、「競争
が厳しく応募しても利用できないことがある」及び「書類の作成に負担が大きい」という回答もそれ
ぞれ 30 件、25 件から出されている。 
〈実験実施段階〉については、次のような評価となっている。 
・ 実験計画のサポートについては、「良かった」が 101 件中 48 件、「大変良かった」が 30 件とな
っている。 
・ 支援サービスについては、試料の準備などについては「満足している」が 101 件中 43 件と最
も多く、次いで「普通」という回答が 29 件であった。 
・ 機器の操作方法については「満足している」が 61 件、普通が 31 件、不満と判らないがそれぞ
れ 4 件であった。 
・ スタッフのアドバイスについては、73 件が満足している、23 件が普通と回答している。 
・ その他の付帯サービスについては、満足しているが 35 件、普通が 28 件となっている。 
このように、実験実施段階で施設側が実施しているさまざまなサービスについては、概ね高い評
価となっている。ただし、部分的に利用企業のニーズとマッチしていない場合のあることが窺える。 
次に、成果専有・非公開の場合の料金についてみると、「施設が単独で共用を継続できるに足
りる妥当な金額を支払って利用したい」という回答が 101 件中 76 件と最大を占めた。これは、
SPring-8 が世界的にもトップの機能、性能を有する施設であることが背景にあると考えられる。た
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だし、「今以上に料金が必要ならば利用しない」という回答も 50 件あり、この点にも留意することが
必要と考えられる。 
【今後期待するサービス】 
今後期待するサービスとしては、大きく次の 5 つがあげられている。 
・ 実験時間〔マシンタイム〕の拡充 
・ トライアルユースの充実 
・ 分析、依頼試験の容易化 
・ 解析や解釈面での支援、助言 
・ 夜間、休日など生活サービスの充実 
なお、先の機関側の独自調査では生活利便性の向上による 24 時間体制への対応があげられ
ていたが、本調査では、生活サービスについては満足しているという回答もある。 
【制度面からみた利用阻害要因】 
施設の利用を阻害する制度的な要因としては、次のような結果となっている。 
・ 「利用に対する申し込み頻度の少なさ」、「利用申し込みから機器利用までの期間の長さ」、
「利用に関する申し込みの際の競争率の厳しさ」をあげる回答が多く、101 件中それぞれ 35
件、31 件、28 件となっている。 
・ それ以外では、「研究成果の公開ルール」、「利用料金」、「利用時間の制約」などが目立つ。 
このように、申し込みを含めた柔軟な利用の確保が課題となっているということができる。 
ただし、次の点も指摘しておきたい。一つは、競争率の厳しさについてであり、一般に欧米の同
種施設の課題採択率は、SPring-8 の採択率と比べて低く、SPring-8 の競争率が非常に厳しいと
までは言い難いということである。 
また、もう一点は申し込みの頻度の問題である。年 2 回のみの申し込み頻度は少ないといった意
見も多いが、実際に SPring-8 を長年、利用している企業の研究者からは、「応募に必要な準備作
業も考えると年に 2 回が適切である」という意見もあり、利用者によって意見が異なることがわかる。 
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１．大学の施設 
 
ここでは、民間企業の利用促進に向けて大学の施設が行っていることを紹介するとともに、上述
のような課題をふまえつつ、今後の方向性として考えられていることを述べる。 
 
（1） 現在行われている工夫や改善点 
 
まず、課題となっている事業の周知や利用者開拓のための情報発信についてみると、大学の施
設としてはスクール活動、学会やシンポジウムでの情報発信などによるＰＲ活動を行っている。特徴
的なのは、各大学とも、文部科学省の委託事業や独自利用制度による外部利用事業の担当者だ
けでなく、その他の研究者など大学の総合力によって利用者の開拓が進められていることである。
また、国の予算の裏づけがない独自利用制度については、パンフレットを手作りして活動していると
いう状況もみられる。 
もう一つ、利用拡大のため鍵となるものとして、大学によるさまざまなサポートがある。設備機器の
みならず大学の研究者のサポートを受けられるというのがこの事業の魅力であることから、信州大学
施設側が現在実施している取組については、スクール活動、学会やシンポジウムでの情報発
信などのＰＲ活動、安全対策の徹底、多様な人材に対する要素技術の習得を目指したスクール
の実施、進捗状況を利用者が照会できる仕組みの創設、リモートで作業できる環境の提供、短
期貸出しの仕組みの創設、外部利用者専用居室の整備などがあげられる。SPring-8 について
は、ガイドブック、利用成果のデータベース、安価な滞在施設の提供、食堂や売店の充実（企業
調査では、この点に対する要望も多かった）もあげられている。 
 今後の方向性としては、大学の施設に関しては独自利用制度で有償での利用を増やすとして
いるところ、文部科学省委託事業を契機に企業との共同研究に展開していくことを目指すとして
いるところなど、様々である。独立行政法人の施設については、委託事業を契機に雇用した支
援員を継続的に雇用し、委託事業がなくなっても取組を継続したいとするところもあるが、人件費
の負担については、かなり厳しいのではないかと考えられる。SPring-8 に関しては、応募段階か
ら利用後に至るまでのトータルな支援、ビームライン実験装置などハードウェアの高度化・汎用
化・自動化といったことをあげている。 
特に支援員として雇用しているポスドクのキャリアパスにつながるような、また、共用制度を担当
している研究者に対し何らかの形で評価を上げるような仕組みが求められる。 
 この他、独立行政法人の規程そのものに関わる問題として、新たな機器設備の調達や修理、メ
ンテナンス等の業者発注の柔軟性（通常は競争入札システムでしか行えないため、時間がかか
る。）、設備機器会社のプロトタイプ機の無償貸与を受けられる規程の整備等の改善が求められ
ている。 
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をはじめ、各大学とも事業の責任者である大学の教員・研究者や支援員が企業との信頼関係を構
築していかなければならないという認識が強まっている。 
 
（2） 今後の方向性 
 
以上のように、大学の施設としては、先端研究施設共用イノベーション創出事業と独自利用制
度とを問わず、民間企業への施設の共用を拡大するための努力を行っている。そのため、施設の
外部共用により、共同研究に発展している例もある。 
例えば名古屋大学では、独自の有償利用については、支援員等の人件費を自ら捻出すること
ができないなど課題も多く、利用の拡大は難しいとの認識をもっている。そして、今後は先端研究
施設共用イノベーション創出事業の経験をもとに、企業との共同研究への展開を図りたいとしてい
る。 
信州大学でも、大規模な研究については、共同研究として受け付ける方向で対応していきたい
とのことである。 
 
２．独立行政法人の施設 
 
（1） 現在行われている工夫や改善点 
 
民間企業の利用促進に向けた課題は先に述べたようにさまざまであるが、それらに対する運営
上の工夫や改善策として独立行政法人の施設では次のようなことを行っている。 
・ 柔軟な機器利用ニーズへの対応：例えば独立行政法人理化学研究所 NMR 基盤施設では、
設備の短期貸し出のための仕組みを創設した。 
・ 利用時間の拡大：独立行政法人産業技術総合研究所では、9 時から 17 時といった正規の利
用時間以外にも、可能な範囲で利用を許可している。 
・ 機器利用のための講習の充実：独立行政法人産業技術総合研究所では、多数のユーザーが
積極的に施設を活用できるよう、実地訓練サービスを行っている他、多様な人材に対する要素
技術の習得を目指したスクールを開催するなど人材育成サービスを行っている。 
・ 研究の進捗状況の明確化：独立行政法人産業技術総合研究所では、実験代行など研究の
実施状況が利用企業に見えづらいという指摘を受けて、ホームページ上で支援進捗状況の問
い合わせを可能にしている。 
・ 外部利用のリモート化：地球シミュレータでは、外部利用者が施設に来なくても研究活動が進
められるよう、リモートで作業する環境を提供している。 
・ 施設利用者のための利便性の確保：独立行政法人理化学研究所 NMR 基盤施設では、利用
者のニーズに対応し、外部利用者専用の居室の整備などを行った。 
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（2） 今後の方向性 
 
以上のように、独立行政法人の施設としては、民間企業への施設の共用を拡大するためにさま
ざまな工夫や運営の改善などを行っているが、より根本的には、次のような考え方のもとに外部利
用を拡大しようとしている。 
・ 支援員の恒常的な確保：独立行政法人日本原子力研究開発機構高崎量子応用研究所では、
支援員を有する体制を維持し、継続的な事業にしていきたいとしており、そのため、支援員を
職員等として長期的に確保する方策を検討するとしている。 
・ 仲介機関の活用・育成：外部利用企業の拡大には、独立行政法人と利用企業との間に入っ
て利用支援サービスを行うような仲介機関を育てることが効果的と考えられている。例えば、地
球シミュレータでは、利用企業の中にシミュレーションソフトを開発してそれを利用した研究を請
け負うＡＳＰ（アプリケーション・サービス・プロバイダー）がいるが、こうしたところを更に開拓した
いとしている。 
・ 独立行政法人の行動を規定する制度の柔軟化：例えば、独立行政法人としては、新たな機器
設備の調達や修理、メンテナンス等の業者発注に当たっては、競争入札システムでしか行えな
い。しかしそれでは時間がかかってしまうため、調達方法の柔軟化が求められている。また、独
立行政法人産業技術総合研究所では、設備機器会社のプロトタイプ機の無償貸与を受けら
れるよう、規程の整備等の改善が求められるとしている（注）。 
 
３．大型放射光施設 
 
SPring-8 では、利用拡大のためにガイドブックや利用成果のデータベース作りなどを行い、情
報の発信につとめている。また、施設に滞在して実験を行う人のために、安価な滞在施設の提供
や、食堂・売店の稼動や内容の充実などを進めている。 
しかし、より根本的には、外部利用の拡大のために次のような方策を採ることを考えている。 
・ 施設の支援員による代行の拡充などを進めることによる、外部利用企業にとっての研究のリモ
ート化、バーチャル化。 
・ 応募段階から利用後に至るまでのトータルな支援の実施。例えば、観察の結果をソフトによっ
て解析し、解釈を加えるといったサービスの充実などが考えられている。 
                                                  
（注）独立行政法人 科学技術振興機構 研究開発戦略センター『我が国の研究開発拠点構築に資する主要各国のナノテクイ
ンフラ投資戦略調査』（2006 年 7 月）によれば、スタンフォード大学のＳＮＦにおいては、設備の多くは企業からの寄付で賄われ
ているという。これは、日本においても制度としては存在するがほとんど機能しておらず、税制の問題ではなく、寄付を受ける側が
受け入れ体制ができていないことに起因するとのことである。また、独立行政法人物質・材料研究機構とライカマイクロシステムズ
株式会社が、NIMS ナノテクノロジー拠点 ナノテクノロジー融合支援センター内に、ライカマイクロシステムズからの寄付をもとに、
最先端の実験機器等を用いたバイオイメージング技術および各種顕微鏡による観察技術を全国の大学、企業などの研究者に
提供することを目的とした、共同運営ラボ「NIMS-Leica バイオイメージングラボ」（NILE-BIL）（２００７年１０月～）を開設している
例がある。 
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・ ビームラインの末端に位置する実験装置など、ハードウェアの更新。例えば、企業ニーズの大
きな機器の整備やスクラップアンドビルドの推進、及び、実験機器の汎用化や自動化など。自
動化は実験の準備時間を短縮するために重要であり、現在ロボットの導入などに取り組んでい
る。 
・ 研究ニーズに対応するためのビームタイムの確保と、専属の支援スタッフの充実。既に機器の
稼働率と支援員の活動は量的に限界に達している状況である。 
・ 支援スタッフに蓄積されている技術、ノウハウなどの効果的な活用。特に中堅規模以下の企業
の利用拡大のために重要となる。 
・ 研究課題の選定基準の柔軟化。例えば、中堅規模以下の企業の利用拡大のためには、必ず
しも研究レベルとしては最先端で無い研究課題を選定することも必要であり、そうした点に配慮
した基準を設けることも考えられる。 
・ 地 域 の企 業 の利 用 を促 進 するための兵 庫 県 のビームラインとの連 携 ・協 力 。兵 庫 県 は、
SPring-8 の敷地内に県立大学のビームライン利用施設を整備しているほか、専用ビームライ
ンをもって地域企業の研究開発に供している。こうした県の取組との連携によって、地域企業、
中小企業の利活用を進めつつある。 
・ SPring-8 の研究能力そのものの向上。民間企業のイノベーションに貢献するためには、施設
固有の研究が世界水準のものでなければならない。そのため、自主研究（R&D 活動）を拡充す
ることに努めているが、現状では、それに十分な予算と人員、機器を当てることが難しい状況に
ある。 
 
SPring-8 を運営する財団法人高輝度光科学研究センターでは、以上のようなさまざまな試みを
行おうとしている。しかしながら、それらを具体化していくためには予算、組織体制、人員配置、機
器の整備などの点でハードルが高い。こうしたことから、SPring-8 が産業のイノベーションに貢献す
るための最適な利用方針、利用制度、さらには独立行政法人の運営予算の考え方などについて
検討が必要である。 
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本調査においては、文部科学省の委託事業を契機として大学や独立行政法人の先端研究施
設が民間企業に利用されるようになり、利用企業にとっては多大なメリットをもたらしていることがわ
かった。利用企業に対する調査では、ほとんどの企業が「とても役にたった」「役にたった」としており、
こうした制度の存在をもっと多くの企業に伝えるべきといった声も出ている。この背景には、最先端
の施設・設備が備わっているというだけでなく、施設の支援員等のサポートが充実しているということ
があった。このように大学、独立行政法人の持つ先端研究施設は国の共用事業により、本来持つ
機能を十二分に発揮し始めている。 
また、今後さらに産業界の利用を高めていくためには、サービスを提供する施設にとっても、利用
する企業にとっても、お互いにメリットが得られるような仕組みを構築し、お互いの自助努力とそれを
補う国のサポートといった体制を構築し、我が国の知の拠点として、先端研究施設が有効活用され
ていくことが望まれる。このような観点から、先端研究施設の共用事業については、改善すべき点は
改善を行い、より多くの企業に効果的に利用してもらえるよう、ある程度継続して実施することが必
要と考えられる。 
本調査における各施設や利用者に対するインタビュー等の調査を通じ、運営制度や運営状況
等は各施設・機関毎によりそれぞれ事情は異なるが、産業界の利用の促進及びそれによるイノベ
ーションの創出に関する大きな課題として、ある程度共通したものが抽出された。第 4 期科学技術
基本計画を策定するに当たっては、これら共通した課題の解決に向けた方策を検討することが重
要である。特に、我が国のイノベーション創出に大きく貢献する先端研究施設については、我が国
の研究・開発に必要との観点から、国が整備されたものではあるが、その運営に関し、資金確保と
いう大きな課題を抱えている機関が多いのが現状である。このような問題を今後どうしていくのか長
期的な視点で真剣に検討していく必要がある。 
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今後の課題として、施設・設備の維持・更新・拡充をどうしていくかということがあげられる。維持・
更新・拡充費用を競争的資金で確保しなければならない傾向に益々なっており、施設・設備の維
持・充実が十分行えない施設も見られた。今後、我が国がグローバル化の中で国際的な競争から
脱落しないためにも、公共性の高い先端研究施設の運営はある程度、安定的に賄われることが重
要である。このための資金をどのように確保していくのか、今後更なる検討が望まれる。 
なお、米国においてはエネルギー省（United States Department of Energy：DOE）が2003年１１
月に“Facilities for the Future of Science：A Twenty-Year Outlook”を策定している（2007年８月に
改訂版策定）。これは、今後20年間で必要とされる施設を28リストアップし、科学的優先順位及び
技術的即応性の２つの観点でランキング付けをし、新設及び更新をするものである。（注）また英国に
おいても、英国研究会議（Research Councils UK）が”Large Facilities Roadmap”を策定しており、
英国内外の大型研究施設の新設・拡充・更新についてのロードマップを作成している。最初のロー
ドマップは2001年６月に策定されており、その後何度かの改訂がされ、直近では2008年７月にアッ
                                                  
（注 ） 米国 DOE HP より 
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プデートされている。この優先順位付けを受けて、ＤＩＵＳ（イノベーション大学・技能省）が、大型研
究施設整備予算を配分することになっている（注1）。一方、欧州においては、研究インフラ欧州戦略
フォーラム(ESFRI；European Strategy Forum on Research Infrastructures)が、2002年に
設立されている。これは、EU各国代表者からなる非公式的な組織であり、新しい研究インフラに対
する長期的なビジョンの策定を行うものである。2006年10月、ESFRIが2年間をかけ「ESFRIロー
ドマップ」を発表している。大型研究インフラ施設に関しては、誘致したい国が中心となり、設置コス
トと運転コストをプロジェクト参加国や民間主体によって分担し実現される。それに対しEU も資金
を持ち寄り協力することとなっている（注2）。これらの取組は、我が国の施設・設備の維持・更新・拡充
に際しても参考となる事例である。 
国の資金はその性格上、施設の建設や、実施する研究プロジェクトに資金を付けることは容易で
あるが、10億円以上もの施設のランニングコストをコンスタントに毎年出し続けることに対しては容易
ではない。ましてやそれを各施設の自助努力で賄うことは難しい。国の財源が厳しい中で、イノベー
ションの観点から民間企業の活用を促進する必要があると考える場合には、知の創造の基盤として
どのような施設をどのような資金でどのように維持・更新・拡充していくのかといったスキームを構築
し、支援策を講じていく必要がある。 
 
����������������������������� 
 
施設利用者の利用をサポートする支援員等の人材確保の問題の大きな問題である。支援員は、
施設にある設備の使用法といったノウハウを熟知し、利用する企業のニーズを十分把握してサービ
スを提供する必要があり、高度な技術と知識、経験が求められる。企業相手のやりとりも必要とされ
るため、コミュニケーション能力も兼ね備えていることが求められ、このような人材を確保することは非
常に難しい。各施設とも、人材確保には苦労しており、3．のキャリアパスの問題がクリアされないと、
ますます新たな人材を確保することは困難となっている。 
 
��������������� 
 
支援員については、概してポスドクがなることが多く、ポスドクが支援員となった場合には、研究と
支援員としての仕事とのバランスをとるのがより難しくなる。これは海外でも起こり得る問題であり、そ
もそも支援員たる人材をどのような人材から確保していけばよいか、また、支援員のキャリアパス形
成をどのように行うのかといったことについて、更なる検討が必要である。米国では、支援員としての
仕事が職業として認められているが、先端研究施設の外部利用といったサービスが半永久的に定
着するシステムが整備されないと、そのような職業が職業として成り立ち得ないのではないかと考え
られる。 
 
��������� 
 
                                                  
（注 1） ＲＣＵＫ ＨＰより 
（注 2） 第３期科学技術基本計画フォローアップ調査研究「科学技術を巡る主要国等の政策動向分析報告書」(2009 年３月)科
学技術政策研究所より 
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 今回の調査において、外部利用施設を利用する企業は、大企業が大半を占めていたが、こうした
外部利用制度は、ベンチャー企業や地方の中小企業を活性化するために有効である。 
米国では DOE（エネルギー省）の研究所等が企業にプログラム提案をさせて、良ければ無料で製造
設備を使用させたり、分析装置を使用させたりして、その地域全体の活性化を促しているケースも
多い。またスタンフォード大学のナノファシリティも同様に、ベンチャーや中小企業にナノデバイスの
作成のための施設やサービスを行っており、大きな役割を担っている。米国ではベンチャーや中小
企業が共用制度を実施する施設の近辺に立地し、自ら大規模な先端研究施設を持たずにこうした
施設を有効活用している。 
我が国でも、文部科学省の委託事業により施設の共用開放の推進に大きな役割を果たしており、
筑波地区では独立行政法人産業技術総合研究所、独立行政法人物質・材料研究機構、筑波大
学、大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構と共同で施設を開放していくという展
開となっており、こうした施設の開放がつくばのナノテク研究地域クラスターの中核的な役割を果た
す形になってきている。このような地域クラスターの活動が活発化し、先端研究施設がイノベーショ
ン・ハブとしての機能を果たすことが期待されている。 
 
���������������� 
 
 類似のテーマで利用できる各先端研究施設間でのネットワークの形成は有効である。先端研
究施設共用イノベーション創出事業【ナノテクノロジー・ネットワーク】はこうした発想で仕組まれた
事業である。同種のテーマの施設を所有する機関であっても、機関ごとに所有する設備や研究
分野が異なり、施設によってそれぞれ“強み”があるため、それらを融通し合うことで、所有する設
備が有効利用できたり、研究の幅が広まったりすることが期待できる。産業界との連携も、施設間
のネットワークが強固であればあるほど、円滑に行われる。したがって、各施設間のネットワークが
さらに拡充されることが期待される。 
また、既に「ナノネット」や、「共用ナビ」といったホームページはあるものの、企業が利用する際
にどの施設のどの設備を利用すれば、自らの研究開発に有効かを簡単に誘導できる Web 上の
サービスができれば、より利用者にとってはアクセスしやすくなるものと考えられる。 
 
�� ������������� 
 
  企業の利用に際しての相談や、各種展示会場や説明会での相談などでは、これらの相談を受
けるコーディネーター人材が不可欠である。文部科学省委託事業では、共用促進リエゾンと呼ばれ
る人材を雇用し、企業の利用を促すためにこうした者がコーディネーターとして企業を回ったり、関
連イベントに出展したりするなどして利用者を増やしている。大学ＯＢや企業ＯＢがこうした役割を果
たしている例も多い。これらの者にとって最も大事なのは、企業のやりたいことと施設でできることの
マッチングを行うことであり、こうした“目利き力”を持った人材の登用・活躍が期待される。 
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参考１ ケーススタディ対象先端研究施設概要 
 
1 
	 
 �� 1）  放射光の発生装置は、電子ビームを発生させ光速近くまで加速するための加速器（入射系加速器）と、その電子ビームを円形の軌道に貯めておくための加速器（蓄積リング）で構成されている。 
SPring-8は、こうした施設の中でも第 3世代と呼ばれる。放射光利用専用の加速器にアンジュレーター主体の挿入光源を多数設置できるように設計された放射光施設であり、電子ビームの加速エネルギーがおよそ 50 億電子ボルト（5GeV）以上の大型のものは世界でもここを含めて 3 箇所しかない。 
     （大型放射光施設(SPring-8)HP より 
http://www.spring8.or.jp/ja/about_us/whats_sr/sp8_features/publicfolder_view） �� 2） 物質の種類や構造、性質を詳しく知ることができる。また、化学反応や物質変化の起動力として用いることができる。これにより広い分野の基礎研究、応用研究、産業利用に役立っている。 ・ 生命科学への利用：タンパク質巨大分子の 3 次元構造解析、非結晶生体材料の小角散乱、薬剤設計、新薬開発など  ・ 物質科学への利用：先端材料の原子・電子の構造、極端条件下の材料物性、産業材料の評価、新物質創製と材料改質など  ・ 地球科学への利用：地球深部物質の構造と状態、極限環境下の物性、隕石・宇宙塵の構造など  ・ 環境科学への利用：生体試料中の環境汚染微量元素の分析、高性能電池材料の局所構造解析、環境浄化用触媒の分析など  ・ 医学への利用：  微小血管造影法による腫瘍血管の観察、トモグラフィ、屈折コントラスト映像法による呼吸器系疾患の観察など  ・ 産業への利用：  半導体用新酸化物材料の評価、ナノ材料の評価、微量元素分析、材料の断層観察、材料の歪み分布解析など  ・ 核物理への利用： レーザー電子光（逆コンプトン散乱）による中間子の生成・クォーク核物理など 
                                                  （注
1
）
 http://www.spring8.or.jp/ja/about_us/whats_sr/sp8_features/publicfolder_view （注
2
）
 http://www.spring8.or.jp/ja/about_us/whats_sr/utilization_sr/publicfolder_view/ 
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2．������������������������   �� 1） 「地球シミュレータ」の本体であるスーパーコンピュータは、ベクトル型演算方式を基本ノードとした高度な並列アーキテクチャーを採用したものであり、その主記憶容量と演算処理速度において運用開始時点(2002 年 3 月)で世界最大の規模と能力を持つ設備。  （スペック）（注 2） システム要素                能力値  
	  40������  計算ノードの理論ピーク性能        64GFLOPS  プロセッサの理論ピーク性能        8GFLOPS  ノード間伝送性能         12.3GB/ｓ(双方向)  
1 次ストレージシステム ユーザーディスク 230TB システムディスク             460TB  
2 次ストレージシステム   CTL(カートリッジテープライブラリ)  1.5PB （出所：TOP500 Supercomputing Sites 
http://www.top500.org/system/details/5628） 7 ・ 全球・高解像度・大規模計算による熱波、豪雪や黒潮続流域の変動など大気海洋顕著現象の予測可能性の研究や機構解明。 ・ 地球のコアやその周りを包むマントルの対流する様子の再現など、地球内部で起こっているさまざまな現象の解明。 ・ 全球、日本領域、都市域など、それぞれの目的と時空間スケールのシミュレーションが可能な非静力学大気・海洋結合
シミュレーションコードを開発。 ・ 自然や社会に現れる複雑な現象を複数の階層に分けて必要な部分の計算を行い、それぞれの階層間を効果的に接続する「連結階層シミュレーション」のアルゴリズム開発とその応用研究 ・ 宇宙現象から地球環境、新物質、工業製品の開発など様々な研究開発における先進的な方法論として期待されている。 （出所：地球シミュレータセンタ HP  http://www.jamstec.go.jp/esc/index.html） 
                                                  （注
1
）
 http://www.jamstec.go.jp/esc/about/mission/index.html （注
2
）
 http://www.top500.org/system/5628 
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3
	  �� 1） ナノテクノロジー研究部門は、産業技術総合研究所におけるナノテクノロジーの中心として、ナノメートルスケールにおける物質研究の新たな手法やコンセプトの開拓から、生体を含むナノ構造物質の持つ諸現象の解明と応用、そしてそれらの産業技術への展開までを幅広く先導している。  AIST ナノプロセシング施設 (AIST-NPF) 
 （出所：http://unit.aist.go.jp/nanotech/facility/images/osl-050929.jpg）  
（注 2） ・ 電子線や紫外線を用いた微細構造描画装置 ・ 走査電子顕微鏡・走査プローブ顕微鏡などの計測装置 ・ ナノデバイスや材料の電子・光機能評価装置／等 電子ビーム描画装置 
 （出所：http://www.nanoworld.jp/nppp/device/image/42799.JPEG） 走査型プローブ顕微鏡 
                                                  （注
1
）
 http://unit.aist.go.jp/nanotech/index_j.html の「部門紹介」より （注
2
）
 http://unit.aist.go.jp/nanotech/index_j.html の「設備」より。写真は
http://www.nanoworld.jp/nppp/device/index.php の各装置の項目より 
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 （出所：http://www.nanoworld.jp/nppp/device/image/42777.JPEG） 
 磁気光学効果評価装置 
 （出所：http://www.nanoworld.jp/nppp/device/image/42822.JPEG）   当研究部門下にテーマごとに 18 のグループが存在する。その中から、3 つのグループの研究を取り上げる。 ・ 分子ナノ物性グループ：新しい分子の合成、分子・原子を使ったナノスケールの構造体の作製、さまざまな手法を駆使した分子物性と構造の測定・評価、分子やナノ構造体の物性を活用したデバイスの作製、デバイスを組み合わせたシステム構築など、これまでにない技術の創造を目指して研究開発を行う。 ・ 高温量子エレクトロニクスグループ：高温下でも量子効果が顕著にあらわれるダイヤモンド半導体などを対象に、高温での量子統計現象の機構を解明しながら、それを利用する新しい原理のデバイスのための基盤技術開発とプロットタイプのデバイスの試作を行う。 ・ 自己組織エレクトロニクスグループ：カーボンナノチューブやフラーレン等、主としてエネルギー論的利得により、極限状態で形成されるナノサイズ新物質や、自己組織化膜のように準平衡状態で比較的制御可能な状態で形成されるナノ構造物質の生成機構、電子的・光学的性質、機械的性質を調べることにより、既存の物質に無い新たな機能を見いだすことを目指す。また、それと同時に、それらナノ物質や自己組織分子膜を電子デバイスとして応用するためのナノサイズ電極加工技術、自己組織化のメカニズムを応用した自己集積化技術の開発を行う。 
                                                  （注）
 http://unit.aist.go.jp/nanotech/index_j.html の「研究紹介」より 
55 第 4部 参考資料.doc 
 6
4
	 
 �������� 1） ・ 放射線利用の研究開発を実施するための基盤施設である、イオン照射研究施設を保有している。 ・ イオン照射研究施設には、4 種類のイオン加速器が備えられ数万電子ボルトから数億電子ボルトまでの幅広いエネルギー範囲のイオンビームを作り出すことができる。「AVF サイクロトロン、
3MV タンデム加速器、3MV シングルエンド加速器、400kV イオン注入装置」があり、オフライン装置として「高時間分解能陽電子寿命測定装置、低エネルギー陽電子ビーム装置」を備えている。��������������������（TIARA�������� ・ TIARA は、サイクロトロン棟、複合ビーム棟、イオンビーム研究棟の独立した 3 棟から構成され、サイクロトロン棟と複合ビーム棟は廊下をはさんで隣接し、イオンビーム研究棟とサイクロトロン棟は渡り廊下で接続されている。 ・ 材料科学・バイオ技術などの先端科学技術の研究に利用することを目的とする。 （出所：TIARA HP http://www.taka.jaea.go.jp/tiara/j661/riyoutebiki/f_0200.htm）                          �������� ��������� 2）� �  ※ サイクロトロンとは 荷電粒子が磁場の中で回転運動をするとき、その回転周期が粒子の速さに依らず一定であるという性質を利用して、イオンを高周波電場により周期的に加速する。 ※ AVF（Azimuthally Varying Field）型サイクロトロンは、サイクロトロン本体、イオン源系 (H,He,Ar,Kr)、イオン入射系、外部ビーム輸送系、計算機制御系、冷却･圧空系及び付帯設備等より構成されている。 （出所： 日本原子力開発機構        http://sangaku.jaea.go.jp/3-facility/04-facility/22-tiara-2.html#tma） 
                                                  （注
1
）
 http://sangaku.jaea.go.jp/3-facility/04-facility/21-tiara-1.html#outline 
http://www.taka.jaea.go.jp/tiara/j661/riyoutebiki/f_0200.htm （注
2
）
 http://www.taka.jaea.go.jp/tiara/j661/riyoutebiki/f_0301.htm 
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  超高圧透過電子顕微鏡（TEM）の加速電圧・オプションがそれぞれ異なるものを種々取り揃えていて、ニーズに合わせて装置を選ぶことができるようになっている。  ※透過型電子顕微鏡原理（注） 薄膜試料に電子線を照射し，試料を透過した電子波を電子レンズにより拡大することにより透過電子像や電子線回折像を得る装置。数万倍以下の低倍率像では試料の形態や格子欠陥等、数 10 万倍以上の高倍率像では原子オーダーの観察ができる。また、電子線回折像からは結晶の格子定数や結晶方位に関する情報が得られる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （出所：名古屋大学 エコトピア科学研究所 超高圧電子顕微鏡施設 HP http://hvem-renkei.esi.nagoya-u.ac.jp/innovation/） 
                                                  （注）
 http://tech-staff.yz.yamagata-u.ac.jp/senmonsitu/bunseki/TEM.pdf 
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�� 1） （先端研究施設共用イノベーション創出事業について） ナノカーボン･デバイス試作・評価装置群を共用し、ナノカーボン産業拡大の為のカーボンバレー構築支援事業を行う。本事業では戦略分野利用推進「環境調和ナノカーボンエレクトロニクス」と新規利用拡大の 2 つの共用事業を行い、利用課題を募集する。 
  ■ナノカーボン・デバイス 試作装置群 10 収束イオンビーム加工装置：  カーボンナノ複合材料に、ナノメートルオーダーの超微細化工、加工表面の観察・形状分析が可能。  パイロットスケール高分子自動合成装置：ナノカーボン用高分子の合成が可能 ■ ナノカーボン・デバイス 評価装置群  高 分 解 能 透 過 型 電 子 顕 微 鏡[TEM]9 観察対象全面に電子線をあて、それを透過してきた電子が作り出す干渉像を拡大して観察するタイプの電子顕微鏡。 電界放出型走査電子顕微鏡 [SEM]（注 2） 電子線を絞って電子ビームとして対象に走査しつつ照射し、対象物から放出される二次電子、反射電子、透過電子、X 線、カソードルミネッセンス（蛍光）、内部起電力等を検出する事で対象を観察する。 電子線微小分析装置（注 3） 物質に電子線を照射するときに物質から発生する X 線（特性または蛍光 X 線）の波長を求めて、未知の物質の構成元素を特定する。   
                                                  （注
1
）
 http://kyoyonavi.mext.go.jp/facility/show/15 （注
2
）
 http://members.at.infoseek.co.jp/mukahira/kenkyu/SEM.pdf （注
3
）
 http://www.shizuoka.ac.jp/~kikibun/kiki/kiki11.html 
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 文部科学省ナノテクノロジー総合支援プロジェクト（ナノテクノロジーネットワーク）に参加。このプロジェクトは「ナノ計測・分析」、「超極微細加工」、「分子・物質合成」、「極限環境」といった各領域での先端研究支援を目的としているものであり、 各領域における先端研究設備を備えた機関群が採択された。東京工業大学のこの施設はその一環をなすもの。 
2002年度から 2006年度の期間では、量子ナノエレクトロニクス研究センターを中心に、「電子ビーム露光による 3 次元ナノ構造構築支援」に参画。 
2007 年度より超高圧電子顕微鏡室の超高圧透過型電子顕微鏡を活用した解析支援を併せた「電子ビームによるナノ構造造形・観察支援」を担当。  超高圧電子顕微鏡 H1250 
            （出所：東京工業大学超高圧電子顕微鏡室 HP http://www.hvem.phys.titech.ac.jp/ ）  
加速電圧 200～1250kV 真空度 5×10-6Pa (試料室) 倍率 ×1,000～1,000,000 
0.14nm (トップエントリー) 分解能 
0.20nm (サイドエントリー) 電子銃 LaB6電子銃 6 個装着 
                                                  （注）
 http://www.hvem.phys.titech.ac.jp/ 
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参考 2 
 「第３期科学技術基本計画」（2006年３月28日閣議決定）（抜粋）   第３章 科学技術システム改革  ３．科学技術振興のための基盤の強化  （１）施設・設備の計画的・重点的整備   ② 国立大学法人、公的研究機関等の設備の整備 基礎研究の進展等により、実験設備や先端研究設備の重要性が著しく増大し、理論研究面でもその利用が大きな要素となってきているため、国は、国立大学法人等において、長期的な視点で大型設備をはじめとする研究設備が計画的に整備されるよう支援する。 国立大学法人や公的研究機関等においては、機関内での設備の共同利用等に積極的に努めるなど既存設備の有効活用を進めるとともに、機関の枠を超えた共同利用、競争的資金等による研究終了後の設備の再利用など、研究設備の効果的かつ効率的な利用を促進する。  ⑤ 先端大型共用研究設備の整備・共用の促進  次世代スーパーコンピュータや次世代放射光源のような最先端の大型共用研究設備は、整備・運用に多額の経費を要し、広く共用に供することが世界最高水準の成果の創出につながるものであるため、特定の研究機関の事業としてではなく国が責任を持って整備・共用を推進すべきであり、産学官の様々な組織から最も適した組織を選択し、公平で効率的に整備・共用を実施する。 このため、共用を促進するための法整備を含めてこれら設備の整備から運用まで一体的に推進するための仕組みを構築する。また、国は、具体的な先端大型共用設備の選定に当たっては、厳格に評価を行った上で、大学共同利用機関等の大型研究施設・設備も含めて優先順位を付け、計画的かつ継続的に整備を行う。 
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 第３章 科学技術システム改革 
 ２．科学の発展と絶えざるイノベーションの創出 
 （３）イノベーションを生み出すシステムの強化 
 ⑤ 民間企業による研究開発の促進 
 研究開発や産学官連携の成果から新しい製品等の形で市場価値を創造し、最終的にイノベーションの実現につなげていくのは民間企業であることから、民間の研究開発を活性化させることが重要である。国としても、民間の自助努力を基本としつつ、その意欲を高めるため、研究開発活動促進に資する税制措置の活用や、事業化に至るまでの研究開発のリスクを軽減する技術開発制度の充実を図る。なお、我が国の産業競争力の基盤を支える中小企業については、財政基盤・経営資源の脆弱性も勘案した上で、ものづくり技術の強化や高度化に向けた取組を支援する。 また、外部の研究開発能力や成果を活用し自社製品等を作り出す傾向が高まる中、国全体としてイノベーション創出を加速するため、民間企業には、長期的視点から大学や公的研究機関をイノベーションのパートナーと位置付け、相互に持続的に発展していく協働関係の構築が求められる。 
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参考 3 
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参考 4  研究交流促進法及特定放射光施設の共用の促進に関する法律の一部を改正する 法律案 付帯決議   
政府及び関係者は、本法の施行に当たっては、次の事項について特段の配慮をすべきであ
る。 
一、「特定高速電子計算機施設（次世代スーパーコンピュータ）」の研究開発に当たって は、 
科学技術、特にコンピュータの研究開発分野は日進月歩であることから、国際的な研究開
発状況にも注意を払い、開発計画を適宜見直す等柔軟に対応し、世界最先端・最高性能
の達成のため、国は、財政措置等の支援に努めること。 
二、特定先端大型研究施設については、研究開発、施設の建設及び登録施設利用促進機
関 の選定において、適正な情報公開を心がけ、公正さを失わないよう配慮するとともに、 
その共用において、透明性の確保及び公平かつ効率的な運用に努めること。特に、国にお
いては、これら措置に対する十分な支援に努めること。 
三、特定先端大型研究施設の運用においては、基礎研究、応用研究及び開発研究の調和
のとれた発展に努めることはもちろんのこと、急激な社会の変化や研究開発の進展にも対
応するため、基礎研究、応用研究、いずれの段階からも産学官の適切な連携・協力により
研究開発を進める、いわゆるパラレルモデルによる研究開発の推進にも努めること。 
四、施設・設備の共用に伴う知的財産権の問題等について最大限の注意を払い、問題が起 
こらないよう配慮すること。 
五、民間企業との研究交流を進めるに当たっては、公正を確保するとともに、技術力の高い中
小企業にも十分配慮し、我が国のみならず世界の科学技術の発展のため、有効かつ効率
的な施設利用が図られるよう配慮すること。 
六、独立行政法人、国立大学法人等の研究施設の共用を促進するため、各機関における体 
制の整備や利用者のニーズの把握等を促すとともに、国は必要な支援をしつつ、共用に積
極的な風土の醸成に努めること。 
七、科学技術に対する国民の理解と関心を高め、特に、児童生徒が理科や算数・数学への 
興味・関心を持つ環境を醸成するとともに、その一助となるよう、特定先端大型研究施設の
研究内容や成果については、分かりやすく情報提供するなど広報活動にも努めること。 
13
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八、本施設のみならず、研究者・技術者や教育・研究機関全般に対する国民の信頼が確保 
されるよう、今後とも研究者・技術者倫理の確立、適切な業績評価、適正な業務運営に努
めること。 
九、研究交流の促進に当たっては、創造性豊かな科学技術の振興に重点を置き、研究者が 
その意欲や独創性を十分発揮できるよう研究環境条件の整備に努めるとともに、異分野間
の交流も促進するなど研究者等の多様な知識の融合等を図り、時代に即応した調和のとれ
た総合的研究の推進にも努めること。 
十、本法に基づいて研究交流及び研究施設の共用を促進するに当たっては、日本国憲法の 
 理念である平和国家の立場を踏まえ、全世界の科学技術の発展と国際平和に資するよう 
 努めること。 
  右決議する。 
14
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参考 5  
 イノベーション２５（2007 年６月 11 日閣議決定）（抜粋） 
 
 
 第５章 「イノベーション立国」に向けた政策ロードマップ  １．社会システムの改革戦略  （１）早急に取り組むべき課題  イノベーションを創出しやすい環境整備のために、概ね今後３年間に取り組むべき課題は 以下の通りである。   （中略）  （２）次世代投資の充実と強化  ① 若手研究者、意欲的・挑戦的研究への思い切った投資等の研究資金改革  （中略）  ・ 研究設備の整備と共用の促進 多数の研究者が利用する基盤的かつ共通的な研究設備、学生の教育研究に必要な設備等の大学や研究機関における計画的な整備を図る。また、高額の研究設備等は不必要に重複して整備することのないようにするとともに、既存の研究設備等を含め、若手育成や民間利用の観点も含め積極的に共用を促進する。  
15
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参考 7 
 先端研究開発施設に関する分析のためのインタビュー調査票（施設用） 
 文部科学省科学技術政策研究所 株式会社日本総合研究所 
   以下については、 ①先端研究施設共有イノベーション創出事業によるもの、②独自の外部貸出し制度によるもの（成果占有、成果非占有）に分けてご教示願います。  既存の資料やデータがあれば、それをご提示ください。 
 
１－１：外部利用のための制度・仕組み   貴機関が設備機器を外部利用に供するための制度等の具体的な内容をお教え下さい。 ・ 利用可能な設備機器（設備機器のリストと可能であれば、設備機器ごとの担当者の方のお名前及び連絡先も合わせてお知らせ下さい）。 ・ 手続きのルール（成果報告ルール含む） ・ 利用案内の情報提供の方法 ・ 支援サービスの内容（利用相談、実験の支援、技術指導、機器操作支援など）等 ・ 利用条件（複数の設備機器がある場合の利用ルールを含む） ・ 利用料金／料金設定の考え方 ・ 制度実施のための経費（総額、内訳） ・ 運営費に対する料金収入の割合 
17
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１－２：外部利用のための組織体制と活動 
 ・ 申し込みのための窓口（窓口から、各設備機器の担当者への連絡の流れを含む） ・ 支援のための組織体制、人員配置（構成員の属性） ・ 外部利用促進のための活動内容（HP・シンポジウム・会員組織など） 
 など 
 
 
 
 
 
１－３：利用機関（企業、大学、その他）ごとの施設の利用形態と実施課題数   ・ 実施課題数（現状と推移） ・ 課題を公募･選定している場合は、その競争率 ・ 利用形態（自社単独、他社と共同、貴機関以外の大学･独法と共同、貴機関と共同）ごとの実施課題数（現状と推移） ＊利用状況に関する資料やデータを提示願います。 
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１－４：外部利用者の所在地等のプロフィール   ・ 利用者が所属する事業所及び本社の所在地の分布状況 ・ 利用企業の業種の傾向 ・ 再利用企業の有無 ・ 利用企業の規模（大企業、中小企業、ベンチャー等） ※利用者に関する資料やデータがあれば、ご準備いただけると幸いです。 
 
 
１－５ 複数の設備機器を外部利用に供している施設について、設備機器の利用状況等 
 ・ 利用の実態（代表的な利用例をあげて企業がどのように設備機器を活用しているかお教え下さい。） ・ 外部利用に供する設備機器の選択基準（たくさんある設備機器のうち、外部利用制度にのせる基準は何ですか。） 
19
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  以下については、 必要に応じて、①先端研究施設共有イノベーション創出事業によるもの、②独自の外部貸出し制度によるもの（成果占有、成果非占有）に分けてご教示願います。  既存の資料やデータがあれば、それをご提示ください。 
 
 
２－２：外部利用者から得ている設備機器・外部利用支援サービスに対する評価 
 ・ 外部利用者の評価を把握する仕組みを保有しているか ・ 上記の評価の仕組みを保有している場合は、どのような評価を得ているか ・ 上記の評価の仕組みを持っていない場合であっても、施設側として把握している範囲で、利用のための要件や制約条件利用の容易性、手続き上の問題、時期的な阻害要因、料金水準、サービス内容等に関し、外部利用者からどのような評価を得ているか 
   
 
２－１：外部利用者に供している設備機器の希少性や特筆すべき点 
 ・ 外部利用に供している設備機器そのものの希少性や特筆すべき点 
 （当該施設・設備機器は全国の独法、大学等に何台、存在するものなのか等） ・ 地域の企業、大学の立場から見た設備の位置づけ（性能への期待感など） ・ 今後、外部利用に供したいと考えている設備機器（            ） 
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２－３：外部利用者による実施課題で注目すべき成果をあげた例 
 ・ 成果をあげた課題の具体的内容（基礎研究／応用研究／実用化研究） 
 （例：話題になった学会発表、論文、特許、注目された製品開発、メディアでの紹介） ・ 施設側からみた上記の成果がうまくいった理由･ポイント 
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 
	 以下については、 必要に応じて、①先端研究施設共有イノベーション創出事業によるもの、②独自の外部貸出し制度によるもの（成果占有、成果非占有）に分けてご教示願います。 
 
３－１：運営者側の視点からみた利用を促進している要因／阻害している要因 
 以下の点について、運営者側からみた利用促進要因、阻害要因についてそれぞれお教え下さい。 ・ 段階別にみた促進要因、阻害要因 
 （事前相談／応募段階／実験研究の実施段階／施設利用後といった段階別に） ・ 機器利用の指導、試料の製作支援、機密情報に関するセキュリティー体制、その他の付帯サービス、料金、利用者への経常的な情報の提供等、支援サービス面からみた促進要因、阻害要因 ・ 利用のための制度、仕組みから見た促進要因、阻害要因 
  （研究分野、無償利用、研究成果の発表義務（成果占有・成果非占有の仕組みの整備）、知財の扱い、課題実施期間、利用支援時間の制約等） ・ 実験設備機器そのものの機能、性能の面からみた促進要因、阻害要因 ・ 設備立地条件からみた促進要因、阻害要因 ・ 広報活動、共用促進リエゾンの活用からみた促進要因、阻害要因 ・ その他の促進要因、阻害要因 
 
 
22
参考資料
5 第 4部 参考資料.doc 
 23
３－２：利用促進要因、阻害要因を克服等した上で実施している取組等（今後の改善の方向） 
 ・ ３―１で利用促進要因、阻害要因としてあげた事項を克服等して、現在実施している取組 ・ ３－１で利用促進要因、阻害要因としてあげた事項を、今後克服等して実施しようとしている取組 ・ 特に、地域内外の民間企業等の利用を促進するため設置･運営者として実施していること（実施しようとしていること）（あれば） ・ 特に、運転経費、利用支援要員の確保のために取り組んでいること（取り組もうとしていること）（あれば） 
 
 
23
参考資料
5 第 4部 参考資料.doc 
 24
  
４－１ 外部利用実施の運営者側のメリットについて 
 ・ 運営者が感じる、プロジェクトそのものに対するメリット及び運営者自身にとってのメリット ・ 外部利用の支援を行っている担当者（複数の場合は、代表的な方お 1 人がお答え下さい。）が感じるメリット ・ 上記メリットが運営に活かされているか（今後、活かそうとしているか）。 
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参考資料
5 第 4部 参考資料.doc 
 25
  
５－１：外部利用企業に対する調査実施方法について 
 日本総研及び科学技術政策研究所では、貴施設を利用する企業に対する調査を実施したいと考えています。この調査をどのように実施したらよいか、貴施設のお考えをお聞かせ下さい。 また、①のアンケート形式による調査を行う場合であっても、メールでのやりとりが可能なのか、FAX 又は郵送という形になるのかお教え下さい。 
 例えば以下のような方法が考えられます。 ①-１ アンケート形式による調査（貴機関を通じて実施していただく） ①-２ アンケート形式による調査（貴機関から、了解が得られた利用企業の連絡先をお教えいただき、当方から直接、企業に送付して実施） ②-１ インタビュー形式での調査（貴機関に協力企業との連絡をお願いしての実施） ②-２ インタビュー形式での調査（（貴機関から、了解が得られた利用企業の連絡先をお教えいただき、当方から直接、企業に送付して実施） 
 ※既に施設として実施している外部利用企業向け調査がある場合は、その内容を具体的にお教えください。 
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参考 8 
 
 
 
 ������������������������  
	 
 1：水産・農林・鉱業  2：建設業   3：食料品   4：繊維製品  5：パルプ・紙 6：化学   7：医薬品  8：石油・石炭製品  9：ゴム製品  10：ガラス・土石製品11：鉄鋼  12：非鉄金属  13：金属製品  14：機械  15：電気機器 16：輸送用機器    17：精密機器  18：その他製造  19：電力・ガス業 20：倉庫・運輸関連業  21：情報・通信   22：金融・保険業 23：その他（具体的に：           ）  
	 
 
���� �������������������� １ 大企業 ２ 中小企業（うちベンチャー企業） ３ ２以外の中小企業 ４ その他（               ）  
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（理由：自由記述欄） 
  
 
 ����������������������������������������������� 
 
                 
 
 ������ ��������������������� 
 （１）当該施設が外部利用できるという情報を、最初に知ったのはどこからですか。該当する番号を一つ選び、□にチェック印を付けてください。������������������������������������������������������������） 
 □１．共同研究先 □２．当該施設を所有する機関の研究者又はスタッフの紹介 □３．当該施設を所有する機関が実施しているセミナー □４．当該施設を所有する機関が実施している広報活動（セミナー以外） □５．業界紙  □６．知人等の紹介 □７．当該施設を所有する機関の HP  □８．文部科学省の HP（「共用ナビ」、「ナノネット」等） □９．その他（具体的に：                      ） 
 （２）実施課題の内容について  １９年度と比較した２０年度の実施課題の見込みについて、以下のあてはまるものを選んでください。また、３．と回答された場合については、その理由を回答欄にお書きください。 
 □１．１９年度と同様のテーマで引き続き実施 □２．１９年度とはテーマを変えて引き続き実施  □３．１９年度は利用しておらず２０年度から実施 □４．２０年度の利用の見込みはない   ４．と回答した理由 
 
 
 
 
 
 
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 （３）利用形態について 
   ① 19 年度の利用形態   19 年度における利用形態について、該当する番号の頭の□にチェック印を付けてください。 □１．文部科学省が実施している先端研究施設共用イノベーション創出事業 □２．有償利用（成果占有（成果非公開）での施設利用） □３．有償利用（成果非占有（成果公開）での施設利用） □４．無償利用（成果非占有(成果公開)での施設利用） □５．施設所有機関との共同研究 □６．その他（               □７．利用していない 
   ② 20 年度の利用形態  20 年度における利用形態について、該当する番号の頭の□にチェック印を付けてください。 □１．文部科学省が実施している先端研究施設共用イノベーション創出事業 □２．有償利用（成果占有（成果非公開）での施設利用） □３．有償利用（成果非占有（成果公開）での施設利用） □４．無償利用（成果非占有(成果公開)での施設利用） □５. 施設所有機関との共同研究 □６．その他（               □７．利用していない 
 
 （４）当該施設を利用して、どのような研究を行っていますか。あてはまるものすべてにチェック印を付けてください。 
 □１．基礎研究 □２．応用研究 □３．実用化研究 □４．その他（具体的に：        ） 
 
 （５）当該施設を利用している利用形態について、あてはまるものすべてにチェック印を付けてください。 □１．自社単独 □２．他社と共同 □３．当該施設を所有する機関と共同 □４．当該施設を所有する機関以外の機関と共同 □５．その他（具体的に：              ） 
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 
	 ­   □１．十分な機能・性能を有する設備機器が当該施設以外にないから □２．利用者支援等のサポート体制がしっかりしているから □３．利用料金が安価だから □４．当該施設を所有する機関と共同研究を行っているから □５．当該施設が近隣にあるから □６．セキリティー体制が十分に確保されているから □７．その他（具体的に：                        ） 
   
 （１）貴部署では当該施設以外の先端研究施設（自社内施設を除く）を利用していますか。あてはまるものすべてにチェック印を付けてください。 
 □１．国内の他の施設を利用している □２．海外の他の施設を利用している □３．利用していない 
   以下、上記（１）で１ないし２に○をつけた場合は、次の（２）から（５）の設問にもご回答ください。 
 
 （２）当該施設以外で利用している先端研究施設における研究はどのようなものですか。あてはまるものすべてにチェック印を付けてください。 
 □１．基礎研究 □２．応用研究 □３．実用化研究 □４．その他（具体的に：        ） 
 （３）当該施設以外の先端研究施設のこれまでの利用頻度について、あてはまるものにチェック印を付けてください。 
 □１．当該施設より多い □２．当該施設と同程度 □３．当該施設より少ない 
 （４）当該施設以外の先端研究施設を利用する理由について、あてはまるものすべてにチェック印を付けてください。 
 □１．当該施設と合わせて利用することで研究が成立するから □２．当該施設の利用目的とは別の理由で利用しているから □３．当該施設よりも使いやすいから □４．その他（                  ） （５）当該施設以外の施設の契約手続き等の制度や利用支援体制等を本施設と比較して、もし何
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（自由記述欄） 
  
 
か気づいた点がありましたら、ご自由に記入下さい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
	 
 （１）設備機器そのものに関しては、貴部署の研究開発にどの程度、役に立っていると評価されていますか。あてはまるもの一つにチェック印を付けてください。 
 □１．非常に役立った □２．役立った □３．あまり役立たなかった □４．役立たなかった 
 （２）上記（１）で３ないし 4 と回答した方にお尋ねします。当該機器が自社の研究開発への貢献が低いとされた理由は何ですか。あてはまるものすべてにチェック印を付けてください。 
 □１．当該機器で期待した研究成果があげられなかったため □２．当該機器をうまく利用できなかったため □３．当該機器の研究成果がうまく製品開発に結びつかなかったため □４．その他（具体的に：                          ） 
 
   ­   （１）当該施設を利用して成果を挙げた研究はどのようなものでしたか。あてはまるものすべてにチェック印を付けてください。 
 □１．基礎研究 □２．応用研究 □３．実用化研究 □４．その他（具体的に：                  ） □５．まだ成果を挙げたものがない 
 

	
30
参考資料
5 第 4部 参考資料.doc 
 31
（自由記述欄） 
  
 
 （２）上記（１）で 5 以外の回答をした方にお尋ねします。当該施設を利用して得られた成果とは、どのような成果でしたか。あてはまるものすべてにチェック印を付けてください。 
 □１．研究開発の今後の方向を見出すことができた。 □２．特許を出願した。 □３．学会で発表した。 □４．論文が学会誌に掲載された。 □５．試作品を作成できた。 □６．製品開発に結びついた □７．製品を作って販売までこぎつけた。 □８．メディアで紹介された。 □９．その他（具体的に：                         ） 
 
 （３）上記（１）で 5 以外の回答をした方にお尋ねします。当該施設が貢献した要因は何でしたか。あてはまるものすべてにチェック印を付けてください。 
 □１．設備機器の性能が非常に良かったから □２．研究テーマ（実験課題）に機器の機能、性能がマッチしていたから □３．支援員のサポートが充実していたから □４．支援制度が充実していたから □５．その他（具体的に：                           ） 
  
	
 ­  
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 
	

 ­­g12716g10375g12716 
 （１）実験施設の利用の応募段階においては、当該施設の利用しやすさなどはどのように評価されますか。   １）事前の利用相談について □１．相談しやすい 
  □２．相談しづらい→２の場合は、次の欄に理由をお書きください 
 
 
 
 
 
 ２）応募申請について □１．書類の作成に負担が大きい □２．審査の基準が厳しい □３．審査に時間がかかる □４．競争が厳しく応募しても利用できないことがある □５．妥当である □６．その他（具体的に：                ） 
 （２）実験の実施段階においては、当該施設の利用しやすさなどはどのように評価されますか。 
 １）実験計画の作成のサポートについて □１．大変良かった □２．良かった  □３．悪かった 
  □４. かなり悪かった 
  □５．サポートを受けていない  →３及び４と回答した方は次の欄に理由をお書きください 
 
 
 
 
 

	
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 ２）妥当な利用料金での利用（成果占有（成果非公開）について □１．妥当な利用料金（施設が単独で共用を継続できるに足りる妥当な金額を指す。以下同じ。）を払って利用をしたい。 □２．妥当な利用料金の水準によっては、利用するかどうかを検討する。 □３．今以上に利用料金が必要になるなら利用は控えたい。 □４．その他（                         ） 
 
 （３）機器利用や技術代行(委託)に対する支援サービスについてはどのように評価されますか。 
 １）機器利用に当たっての試料の準備、調整支援について □１．満足している 
 □２．普通  
 □３．不満 
 □４．利用していないのでわからない      →３.と回答された方は次の欄に理由をお書きください 
 
 
 
 
 
 ２）機器の操作方法の指導について □１．満足している 
 □２．普通  
 □３．不満 
 □４．利用していないのでわからない  →３.と回答された方は次の欄に理由をお書きください 
 
 
 
 
 ３）機器利用に当たってのスタッフ等からのアドバイスについて □１．満足している 
 □２．普通  
 □３．不満 
 □４．利用していないのでわからない      →３.と回答された方は次の欄に理由をお書きください 
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（自由記述欄） 
  
 
４）技術代行(委託)について □１．満足している 
 □２．普通  
 □３．不満 
 □４．利用していないのでわからない      →３.と回答された方は次の欄に理由をお書きください 
 
 
 
 
 ５）その他付帯サービスについて □１．満足している 
 □２．普通  
 □３．不満 
 □４．利用していないのでわからない →３.と回答された方は、次の欄に具体的なサービス名及び理由をお書きください 
 
 
 
 
 
 
 （４）当該施設の立地条件についてのお考えについて、あてはまるもの一つにチェック印を付けてください。また、そう回答された理由や背景となる要因についてお書きください。   □１．施設までの交通に時間がかかり、今後施設を利用する上でネックになる □２．施設までの交通に時間がかかるが、それほど問題はない □３．交通が便利で、施設利用の促進要因になっている □４．施設活用に当って距離や交通の利便性は関係ない □５．その他（具体的に：                         ） 
  
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（自由記述欄） 
  
 
（自由記述欄） 
  
 
 （５）当該施設の使用経験をもとにすると、今後新たに実施、ないし充実することが期待されるサービスとしてどのようなものがありますか。次の回答欄にお考えをお書きください。    
 
 
 
 
 
 
 （６）当該施設を利用した上での感想があれば、次の回答欄にご自由にお書きください。   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 
	 ­ g12716 ¡¢£¤¥¦§¨ ©ª«¬®¡¢ 
 □１．利用に関する申し込みの際の手続きの煩雑さ □２．利用に関する申し込みの際の競争率の厳しさ □３．利用に関する申し込みの頻度の少なさ(随時でないこと) □４．研究成果の公開のルール □５．研究課題の制約 □６．利用時期の制約 □７．利用時間の制約（希望する時間帯に利用できるかどうか） □８．設備の操作の難しさやそれに対するサポート体制の限界 □９．設備機器の機能・性能 □10．(技術代行の場合)納期の遅さ □11．利用申し込みから機器利用までの期間の長さ □12．利用料金 □13．実験実施の際のセキリティーの確保 □14．実験終了後の情報管理（利用の事実や成果に関する情報漏れなど） □15．知的財産の取扱い □16．利用後の報告手続きのわずらわしさ □17．その他（具体的に：                       ） 
 £¤¥¦¯©°± 
 
 
 
 
 
 調査は以上です。ご協力ありがとうございました。 
自由回答欄 
 
36
第４部  
㒝ዻ⾗ᢱ䋱䋺䉟䊉䊔䊷䉲䊢䊮䉲䉴䊁䊛䈮㑐䈜䉎⺞ᩏ䊒䊨䉳䉢䉪䊃ᆔຬળ㩷
 
本調査の実施に際しては、有識者から調査分析計画、調査分析の方法、とりまとめ内容につい
ての評価及び助言を受けることにより、効果的な調査分析を行うため、「イノベーションシステムに関
する調査プロジェクト委員会」を科学技術政策研究所内に設置した。 
また、総合科学技術会議からは第１回委員会及び第２回委員会は薬師寺泰蔵議員、第３回委
員会は白石隆議員に出席頂いた。 
 
【プロジェクト委員会 委員名簿】 
（��） 
榊原 清則 慶應義塾大学 総合政策学部 教授 
 
（��） 
薬師寺 泰蔵 慶應義塾大学 法学部 教授 
 
（委員） 
大野 英雄  （財）高輝度光科学研究センター 専務理事 
小笠原 敦 （独）産業技術総合研究所 イノベーション推進室 総括主幹 
      （兼）ナノ電子デバイス研究センター 主任研究員 
下田 隆二 東京工業大学統合研究院教授 
松原  宏 東京大学大学院 総合文化研究科 教授 
渡辺  孝 芝浦工業大学 工学マネジメント研究科 教授 
 
（2009 年３月現在） 
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本調査は、科学技術政策研究所が実施し、第３調査研究グループが担当した。また、調査分析
の一部を株式会社日本総合研究所に委託した。 
 
文部科学省 科学技術政策研究所 
（全体総括） 
長野裕子   第 3 調査研究グループ 総括上席研究官 
（主担当） 
勝野美江   第 3 調査研究グループ 上席研究官 
（副担当） 
川畑 弘    第 3 調査研究グループ 上席研究官 
 
株式会社日本総合研究所 
武山尚道  総合研究部門 上席主任研究員 
井関貴資  総合研究部門 主任研究員 
秀島美弥  総合研究部門 研究員 
 
 
 
（2009 年３月現在） 
 
 
（謝辞） 
今回の調査に協力いただいた東京工業大学量子ナノエレクトロニクス研究センタ （ー電子
ビームナノ構造造形構造及び観察)、独立行政法人理化学研究所横浜研究所 NMR 基盤施設、
信州大学カーボン科学研究所（ナノカーボン・デバイス試作・評価装置）、独立行政法人
産業技術総合研究所ナノテクノロジー研究部門（ナノプロセシング施設）、名古屋大学エ
コトピア科学研究所（超高圧電子顕微鏡施設）、独立行政法人日本原子力研究開発機構高
崎量子応用研究所（イオン照射研究施設）、独立行政法人海洋研究開発機構（地球シミュ
レータ）、SPring-8（大型放射光施設）（財団法人高輝度光科学研究センター）の関係者の
皆様、各施設を利用されている企業の皆様、当方の調査にご協力いただき、ありがとうございまし
た。 
また、文部科学省の先端研究施設共用イノベーション創出事業担当者の方々、独立行政法人
物質・材料研究機構の関係者の方々には、調査の方法、あるいは、とりまとめ方法等についてご助
言いただきました。 
皆様に、心より御礼申しあげます。 
 
 
 
概　要




























  





本報告書は、科学技術振興調整費による業務として科学技術政策研究所が実施した第３期
科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究『イノベーションシステムに関する調査 
『第４部 基盤となる先端研究施設』（平成  年度）の成果を取りまとめたものです。
本報告書の複製、転載、引用等には科学技術政策研究所の承認手続きが必要です。
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